
第４章 最終評価の結果 

Ⅰ 結果の概要 

１ 目標項目の評価状況 

〇 かながわ健康プラン２１（第２次）は、全体目標として１分野２項目（男

女別等の細項目で４項目）、社会的目標として 11 分野 53 項目（男女別等

の細項目で 77 項目）の計 55 項目（細項目 81 項目）を設定し、評価しま

した。 

〇 全体目標の細目標項目（４項目）を評価した結果、Ｃ（変わらない）３項

目（75.0％）、Ｄ（悪化している）１項目（25.0％）でした。 

〇 社会的な目標の細目標項目（77項目）の評価は、Ａ（目標値に達した）18

項目（23.4％）、Ｂ（現時点で目標値に達していないが改善傾向にある）

18 項目（23.4％）、Ｃ（変わらない）25 項目（32.5％）、Ｄ（悪化してい

る）13項目（16.9％）、Ｅ（評価困難）３項目（3.9％）でした。Ｅは、い

ずれも歯・口腔の健康分野で、基準値と直近実績値において診査の方法の

変更によるものです。 

 【目標分野別評価】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 計

項目数 0 0 1 1 0 2
細項目数 0 0 3 1 0 4
(構成比） (0.0%) (0.0%) (75.0%) (25.0%) (0.0%) (100.0%)
項目数 12 13 15 10 3 53

細項目数 18 18 25 13 3 77
(構成比） (23.4%) (23.4%) (32.5%) (16.9%) (3.9%) (100.0%)
項目数 5 2 2 3 0 12
細項目数 8 7 3 4 0 22
(構成比） (36.4%) (31.8%) (13.6%) (18.2%) (0.0%) (100.0%)
項目数 0 0 1 1 0 2

細項目数 0 0 1 1 0 2
(構成比） (0.0%) (0.0%) (50.0%) (50.0%) (0.0%) (100.0%)
項目数 1 0 2 1 0 4

細項目数 1 1 2 1 0 5
(構成比） (20.0%) (20.0%) (40.0%) (20.0%) (0.0%) (100.0%)
項目数 1 0 1 1 0 3

細項目数 1 0 1 1 0 3
(構成比） (33.3%) (0.0%) (33.3%) (33.3%) (0.0%) (100.0%)
項目数 1 0 1 2 0 4
細項目数 1 0 1 2 0 4
(構成比） (25.0%) (0.0%) (25.0%) (50.0%) (0.0%) (100.0%)
項目数 0 4 3 0 0 7
細項目数 1 3 5 0 0 9
(構成比） (11.1%) (33.3%) (55.6%) (0.0%) (0.0%) (100.0%)
項目数 0 0 1 1 0 2

細項目数 0 0 5 3 0 8
(構成比） (0.0%) (0.0%) (62.5%) (37.5%) (0.0%) (100.0%)
項目数 2 0 0 0 0 2
細項目数 3 0 0 0 0 3
(構成比） (100.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (0.0%) (100.0%)
項目数 0 1 1 1 0 3
細項目数 0 1 3 1 0 5
(構成比） (0.0%) (20.0%) (60.0%) (20.0%) (0.0%) (100.0%)
項目数 0 3 1 0 0 4

細項目数 1 3 2 0 0 6
(構成比） (16.7%) (50.0%) (33.3%) (0.0%) (0.0%) (100.0%)
項目数 2 3 2 0 3 10
細項目数 2 3 2 0 3 10
(構成比） (20.0%) (30.0%) (20.0%) (0.0%) (30.0%) (100.0%)

目標分野

全体目標
 健康寿命 健康格差

社会的な目標

➈飲酒

①主な生活習慣病の発症予防
と重症化予防の徹底

社
会
生
活
を
営
む
た
め
に
必

要
な
機
能
の
維
持
及
び
向
上

②こころの健康

③次世代の健康

④高齢者の健康

⑩喫煙

⑪歯･口腔の健康

⑤健康を支え、守るための社
会環境の整備

栄
養
・
食
生
活
、

身
体
活
動
・
運
動
、

休
養
・
こ
こ
ろ
の
健

康
づ
く
り
・
飲
酒
・
喫
煙
及
び
歯
・
口
腔
の
健
康
に
関
す
る

生
活
習
慣
の
改
善
の
促
進

⑥栄養･食生活

⑦身体活動･運動

⑧休養・こころの
健康づくり
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〇 社会的な目標を分野別に見ると、「⑧休養・こころの健康づくり」は、す

べてＡ評価でした。「①主な生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹

底」、「⑩喫煙」、「⑪歯・口腔の健康」は、Ａ評価とＢ評価を合せた割合

が 50％を超えました。 

〇 Ｄ評価の割合が最も高い分野は、「②こころの健康」、「⑤健康を支え、守

るための社会環境の整備」でした。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 

（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない   Ｄ 悪化している        Ｅ 評価困難 
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２ 各目標項目の実績値及び評価結果 

全体目標、社会的な目標の分野別の評価結果は、次のとおりです。 

計画基準値
(年）

直近実績値
（年）

目標値
(年）

細項目
評価

項目
評価

分野
評価

1

　健康寿命（H22）
　　男性　70.90年
　　女性　74.36年
　平均寿命（H22）
　　男性　80.36年
　　女性　86.74年

　健康寿命（R1）
　 73.15年 2.25年増
　 74.97年 0.61年増
 平均寿命（R1）
　 82.07年 1.71年増
　 87.88年 1.14年増

延伸
（R4）

C
C

C

2

地域政策圏単位
（最長と最短の差）

男性　0.49年
女性　0.51年

（H22）

男性　0.72年
女性　0.67年

(R１)

縮小
（R4）

C
D

D

3
86.3

（H20）

65.8
(23.8%減)

(R３)
― Ａ A

胃がん 31.7% 41.7% 50.0%以上 B*
大腸がん 24.1% 43.5% 50.0%以上 B
肺がん 23.3% 47.9% 50.0%以上 B
乳がん 38.9% 47.8% 50.0%以上 B

子宮がん 37.9% 47.4% 50.0%以上 B

（H22） (R１) （R5）

男性　45.6
女性　26.0

（H22）

男性　36.6
女性　19.0

(H27)

男性　 38.0
女性　 23.8

（R4）

A
A

男性　33.9
女性　12.7

（H22）

男性　27.3
女性　 8.7

(H27)

男性　 27.9
女性　 １1.6

（R4）

A
A

6
男性　136ｍｍHg
女性　128ｍｍHg

(H21～H23）

男性　136ｍｍHg
女性　129ｍｍHg

(H29～R1）

男性　132ｍｍHg
女性　124ｍｍHg

（R4）

C
C

C

7
男性  12.4%
女性　13.4%

（H22）

男性　14.2%
女性　14.3%

(R1）

男性　  9.0%
女性　10.0%

（R4）

D
D

D

8
 1.1%

（H22）
0.8%
(R1）

1.0%
（R4）

A A

9
21万人
（H22）

26万人
(R1）

22万人
（R4）

D D

10
58.3%

（H21～23）
71.1%

(H29～R1）
65.0%
（R4）

A A

11
959人
（H22）

883人
(R３)

925人
（R4）

A A

Ｃ
Ｏ
Ｐ
Ｄ

12
11.9%
（H25）

13.5%
(R1）

80.0%
（R4）

C C

40.3%
（H22）

52.4%
(R2)

70.0%以上
（R5）

B*

9.8%
（H22）

18.0%
(R2)

45.0%以上
（R5）

B*

14
26.3%
（H20）

29.2%
(R2)

平成20年度比
25%以上減少

（R5）
D D

B

B*
健
診
等

特定健康診査の実施率の向
上

特定保健指導の実施率の向
上

メタボリックシンドロ―ムの該
当者及び予備群の減少

合併症（糖尿病性腎症による
年間新規透析導入患者数）
の減少

糖
尿
病

血糖コントロ―ル指標におけ
るコントロ―ル不良者の割合
の減少（HｂA1cがJDS値8.0%
（NGSP値8.4%）以上）の者の
割合の減少）
（40～74歳）

糖尿病有病者の増加の抑制
（40～74歳）

糖尿病治療継続者の割合の
増加
（20歳以上）

慢性閉塞性肺疾患（COPD）
認知度の向上

主
な
生
活
習
慣
病
の
発
症
予
防
と
重
症
化
予
防
の
徹
底

全
体
目
標

目標

が
ん

循
環
器

13

D

目標項目

平均寿命の延伸の増加分を
上回る健康寿命の延伸をは
かる

県内の各地域の健康格差の
縮小をはかる

脂質異常症の減少
（40～74歳）

A5

<参考値＞
がんの75歳未満の年齢調整
死亡率の減少（人口10万対）

4
がん検診受
診率の向上

B

脳血管疾患の年齢調整死亡
率の減少（人口10万対）

虚血性心疾患の年齢調整死
亡率の減少（人口10万対）

高血圧の改善（平均収縮期
血圧を下げる）
（40～89歳）
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計画基準値
(年）

直近実績値
（年）

目標値
(年）

細項目
評価

項目
評価

分野
評価

15

1,309人
＜14.6＞

（最終評価基準値）
（H28）

1,369人
＜15.2＞

(R3)

平成28年の自殺死
亡率14.6から15%以
上減少（R3数値）

（R4）

C C

16
53,000人
（H20）

　115,000人
(H29)

平成20年から10%減
少(48,000人以下）

（R4）

D D

17
4.0%

（H24）
3.3%
(R４)

0%に近づける
（R4）

C C

45.8% 46.5% 55%以上 B*

14.1%
（H22）

14.0%
(R３)

10%以下
(R３)

C

19
9.6%

（H23）
9.1%
(R３)

減少
（R4）

Ａ Ａ

20
9.0%

（H23）
10.9%
(R３)

減少
（R4）

D D

21
26万人
（H24）

36万人
(R３)

37万人
（R７）

D D

22
9.6%

（H25）
16.6%
(R１)

80.0%
（R4）

C C

23
16.9%
（H22）

17.4%
(R１)

22.0%
（R4）

A A

54
58.3％
（H30）

56.9%
(R３)

85.0％
（R4）

C C

55
353,717人

（H30）
106,617人

(R３)
405,000人

（R4）
D D

24
2.7%

（H23）
1.9%
(R３)

25.0%
（R4）

D D

25
30市町村

（H25）
33市町村

(R３）
33市町村

（R4）
A A

20～60歳代　男
性の肥満者の割
合の減少

28.2%
（H21～23）

28.6%
(H29～R1）

25.0%
（R4）

C

40～60歳代　女
性の肥満者の割
合の減少

17.2%
（H21～23）

21.7%
(H29～R1）

15.0%
（R4）

C

20歳代　女性の
やせの割合の減
少

21.2%
（H21～23）

14.7%
(H29～R1）

20.0%
（R4）

A

27
61.9%
(H25）

56.3%
(R1）

80.0%
（R4）

C C

28
28.1%

（H21～23）
32.3%

(H29～R1）
56.0%
（R4）

B* B*

29
26.8%

（H21～23）
30.1%

(H29～R1）
45.0%
（R4）

C C

30
61.3%

（H21～23）
57.0%

(H29～R1）
30.0%
（R4）

B* B*

31
9回/週
(H24）

9回/週
(R４)

週11回以上
（R4）

C
（5%増減で

判定）
C

32
83.7%
(H23）

93.6%
(R３)

100.0%
（R4）

B* B*

（参考値）健康づくりを目的と
した活動に主体的に関わって
いる県民の割合の増加

健康づくり事業等において、
健康格差対策を図っている
市町村の増加

C

栄
養
・
食
生
活

、
身
体
活
動
・
運
動

、
休
養
・
こ
こ
ろ
の
健
康
づ
く
り

、
飲
酒

、
喫
煙
及

び
歯
・
口
腔
の
健
康
に
関
す
る
生
活
習
慣
の
改
善
の
促
進

次
世
代
の
健
康

朝食を欠食する小学５年生の
割合の減少

子どもの週3回以上の
スポ―ツ実施率の増加

全出生数中の低出生体重児
の割合の減少

小学５年生の肥満傾向の割
合の減少

適正体重を
維持してい
る者の割合
の増加

Ｂ

C

主食・主菜・副菜を組合わせ
た食事が1日2回以上の日が
ほぼ毎日の者の割合の増加

食塩一日摂取量が８g未満の
者の割合の増加

野菜一日摂取量が350ｇ以上
の者の割合の増加

果物一日摂取量が100g未満
の者の割合の減少

26

C

ロコモティブシンドロ―ム（運
動器症候群）を認知している
県民の割合の増加（20歳以
上）

C

介護保険サ―ビス利用者の
増加の縮小

18 C

非実施率の減少

未病センターの利用者数の
増加

栄
養
・
食
生
活

朝食又は夕食を家族と一緒
に食べる共食の回数の増加

栄養成分（４項目）を表示して
いる特定給食施設の割合の
増加

こ
こ
ろ
の
健
康

健
康
を
支
え

、
守
る
た
め
の
社
会
環

境
の
整
備

高
齢
者
の
健
康

社
会
生
活
を
営
む
た
め
に
必
要
な
機
能
の
維
持
及
び
向
上

低栄養傾向の高齢者の増加
の抑制

「未病改善」の取組を行って
いる人の割合の増加

目標 目標項目

D

自殺者数の減少
＜自殺死亡率＞

気分障害（躁うつ病含む）の
患者数の減少
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計画基準値
(年）

直近実績値
（年）

目標値
(年）

細項目
評価

項目
評価

分野
評価

20～59歳
男性　8,683歩
女性　8,079歩

男性　7,963歩
女性　7,561歩

男性　9,500歩
女性　9,000歩

D
D

60歳以上
男性　7,028歩
女性　5,599歩

（H21～23）

男性　6,394歩
女性　5,456歩

(H29～R1）

男性　8,000歩
女性　6,500歩

（R4）

D
C

20～59歳
男性　28.9%
女性　28.0%

男性　24.4%
女性　28.7%

男性　39.0%
女性　38.0%

C
C

60歳以上
男性　56.3%
女性　40.2%
（H21～23）

男性　49.2%
女性　47.6%
(H29～R1）

男性　66.0%
女性　50.0%

（R4）

C
C

35
男性　23.9%
女性　23.3%
（H21～23）

男性　17.7%
女性　16.5%
(H29～R1）

男性　20.0%以下
女性　20.0%以下

（R4）

A
A

A

36
11.6%
(H19）

7.7%
(H29)

減少
（R4）

A A

37
男性　17.7%
女性　　8.1%
（H21～23）

男性　18.4%
女性　12.2%
(H29～R1）

男性　15.0%
女性 　７.0%

（R4）

C
D

D

38
男性　20.8%
女性　15.8%

(H22）

男性　16.1%
女性　13.9%
(H29～R1）

男性　0%
女性　0%

（R4）

C
C

C

39
4.5%

(H23）
1.5%
(R3）

0%
（R4）

B*
（5%増減で

判定）
B*

40
男性　30.8%
女性　　8.3%

(H22）

男性　27.4%
女性　　9.3%
(H29～R1）

男性　21.5%
女性　　4.4%

（R4）

C
C

C

41
男性　8.3%
女性　5.3%

(H22）

男性　3.2%
女性　　0%
(H29～R1)

―
B
A

B

42
3.5%

(H23）
2.0%
(R3）

0%
（R4）

B*
（5%増減で

判定）
B*

43
25.5%
(H27）

15.5%
(H30)

9.8%
（R4）

B B

D

D

成人の日常
生活におけ
る歩数の増
加

成人の運動
習慣者（１
回30分、週
２回以上の
運動を１年
以上継続し
ている者）
の割合の増
加

目標 目標項目

C

喫
煙

B

公共的施設で受動喫煙を経
験した人の割合の減少

成人の喫煙率の減少

＜参考値＞
未成年者の喫煙をなくす
 (0%にする)

週労働時間60時間以上の就
業者の割合の減少（年間200
日以上の就業）

生活習慣病のリスクを高める
量を飲酒している者（成人１
日当たりの純アルコ―ル摂取
量　男性40ｇ以上、女性20ｇ
以上の者）の割合の減少

未成年者の飲酒をなくす
（0%にする）

妊娠中の飲酒をなくす
（0%にする）

目覚めた時に疲労感が残る
者の割合の減少

飲
酒

栄
養
・
食
生
活

、
身
体
活
動
・
運
動

、
休
養
・
こ
こ
ろ
の
健
康
づ
く
り

、
飲
酒

、
喫
煙
及
び
歯
・
口
腔
の
健
康
に
関
す
る
生
活
習
慣
の
改
善
の
促
進

休

養

・

こ

こ

ろ

の

健

康

づ

く

り

A

34 C

妊娠中の喫煙をなくす
 (0%にする)

33

身
体
活
動
・
運
動
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計画基準値
(年）

直近実績値
（年）

目標値
(年）

細項目
評価

項目
評価

分野
評価

44
70.3%
(H23）

74.5%
(R2）

80.0%
（R4）

C C

45
34.6%
(H22）

62.7%
(H29～R1）

65.0%
（R4）

B B

46
75.4%
(H23）

78.1%
(R2）

85.0%
（R4）

C C

47
46.2%
(H23）

60.5%
(R2）

65.0%
（R4）

B* B*

48
41.2%
(H23）

44.1%
(R2）

50.0%
（R4）

E E

49
24.7%
(H23）

54.0%
(R2）

15.0%
（R4）

E E

50
74.3%
(H23）

70.8%
(R2）

65.0%
（R4）

E E

51
18市町村
(54.5%）
(H22）

33市町村
（100.0%)

(R3）

33市町村
(100.0%)

（R4）

A A

52
５圏域
（62.5%)
(H22）

8圏域
（100.0%）

(R3）

8圏域
(100.0%)

（R4）

A A

53
41.1%
(H23）

57.0%
(R2）

70.0%
（R4）

B* B*

歯
・
口
腔
の
健
康

B

過去１年間に歯科検診を受
診した者の割合の増加

20歳代における歯肉に異常
所見のない者の割合の増加

40歳代における進行した歯
周病を有する者の割合の減
少

60歳代における進行した歯
周病を有する者の割合の減
少

３歳児でむし歯がない者の割
合が80%以上の市町村の増
加

12歳児の一人平均むし歯数
が1.0本未満である圏域の増
加

栄
養
・
食
生
活

、
身
体
活
動
・
運
動

、
休
養
・
こ
こ
ろ
の
健
康
づ
く
り

、
飲
酒

、
喫
煙
及
び
歯
・
口
腔
の
健
康
に
関
す
る
生
活
習
慣

の
改
善
の
促
進

60歳代における咀嚼満足者
の割合の増加

80歳（75～84歳）で20本以上
の自分の歯を有する者の割
合の増加

60歳（55～64歳）で24本以上
の自分の歯を有する者の割
合の増加

40歳（35～44歳）で喪失歯の
ない者の割合の増加

目標 目標項目
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Ⅱ 各分野の評価 

１ 全体目標 

 

 
ア 目標項目の評価状況 

目標項目 評価 
目標１ 平均寿命の延伸の増加分を上回る健康寿命の延伸をはかる Ｃ 
      平均寿命の延伸の増加分を上回る健康寿命の延伸 男性 （Ｃ） 

平均寿命の延伸の増加分を上回る健康寿命の延伸 女性 （Ｃ） 
目標２ 県内の各地域の健康格差の縮小をはかる Ｄ 
     県内の各地域の健康格差の縮小 男性 （Ｃ） 

     県内の各地域の健康格差の縮小 女性 （Ｄ） 
 

 

 

 

 
 
＜健康寿命と平均自立期間のイメージ＞ 

  
 

 

 

 

 

 

2 健康寿命：健康上の問題で、日常生活が制限されることなく生活できる期間のこと。国民

生活基礎調査の設問「あなたは現在、健康上の問題で日常生活に何か影響がありますか。」に

対して「ない」の回答を健康な状態とし、その期間の平均を「健康寿命」とする。また、「あ

る」の回答を不健康な状態とし、その期間の平均を「不健康寿命」とする１）。 
3 健康格差：地域や社会経済状況の違いによる集団における健康状態の差のこと。本県にお

いては、平均自立期間（日常生活動作が自立している期間）をもとに算出しており、５つの

地域政策圏別の、65 歳からの平均自立期間の最長と最短の差を見ている。 
なお、平均自立期間は、介護保険の認定で「要介護２～５」を不健康（要介護）な状態と捉

え１）介護保険データを用いて算出している。 

健康寿命 2の延伸と健康格差 3の縮小 
評価 
Ｄ 

＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した 
Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 
（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない  Ｄ 悪化している  Ｅ 評価困難 
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図 1-1 健康寿命の推移 

（出典：健康寿命の算定・評価と延伸可能性の予測に関する研究－2019 年の算定、

2010～2019年の評価、2020～2040年の予測－、厚生労働省「健康日本２１（第二次）

最終評価報告書」） 

目標１ 平均寿命の延伸の増加分を上回る健康寿命の延伸をはかる 

 ※当目標は、不健康寿命（平均寿命と健康寿命の差）の短縮傾向により目標

達成を判定 

○ 男性の健康寿命は、直近実績値（令和元年）は基準値（平成 22年）と比較

して、2.25年有意に延伸（70.90年→73.15年）しました。[図 1-1] 

○ 同期間における平均寿命は 1.71年延伸（80.36年→82.07年）しており、不

健康寿命（平均寿命と健康寿命の差）は、0.54 年短縮（9.46 年→8.92 年）

しているものの、有意差はみられなかったため、「平均寿命の延伸の増加分

を上回る健康寿命の延伸をはかる」の目標を達成したとはいえず、「Ｃ 変

わらない」と評価しました。[図 1-2] 

○ 女性の健康寿命は、直近実績値（令和元年）は基準値（平成 22年）と比較

して、0.61年延伸（74.36年→74.97年）しているものの有意差はみられま

せんでした。[図 1-1] 

○ 同期間における平均寿命は 1.14年延伸（86.74年→87.88年）しており、不

健康寿命は 0.53年延伸（12.38年→12.91年）しましたが、有意差はみられ

なかったため、「Ｃ 変わらない」と評価しました。[図 1-2] 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図 1-2 健康寿命・平均寿命・不健康寿命の推移 
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図 1-4 地域政策圏の健康格差 最長と最短の差（65 歳からの平均自立期間） 

（出典：健康寿命・健康格差調査等分析事業） 

  
図 1-3 健康寿命・平均寿命・不健康寿命の推移 全国 

（出典：健康寿命の算定・評価と延伸可能性の予測に関する研究－2019年の算定、2010～

2019 年の評価、2020～2040 年の予測－、厚生労働省「健康日本２１（第二次）最終評価

報告書」） 
 

目標２ 県内の各地域の健康格差の縮小をはかる 

○ 地域政策圏別の 65歳からの平均自立期間における最長と最短の差が、男性

では、直近実績値（令和元年）は基準値（平成 22年）と比較して 0.23年拡

大（0.49年→0.72年）しましたが、有意差はみられなかったため、「Ｃ 変

わらない」と評価しました。[図 1-4] 

○ 女性では、直近実績値（令和元年）は基準値（平成 22年）と比較して 0.16

年有意に拡大（0.51年→0.67年）しているため、「Ｄ 悪化している」と評

価しました。[図 1-4] 
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図 1-5 地域政策圏別健康格差（65 歳からの平均自立期間） 

（出典：健康寿命・健康格差調査等分析事業） 

 

地域政策圏 

県の施策を地域で展開するために５つの地域政策圏に区分したもの。 

・川崎・横浜地域：横浜市、川崎市 

・三浦半島地域：横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山町 

・県 央 地 域：相模原市、厚木市、大和市、海老名市、座間市、綾瀬市、 

          愛川町、清川村 

・湘 南 地 域：平塚市、藤沢市、茅ヶ崎市、秦野市、伊勢原市、寒川町、 

          大磯町、二宮町 

・県 西 地 域：小田原市、南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、 

          開成町、箱根町、真鶴町、湯河原町 

 

 

 

 

 

H22  
最長 三浦（17.61 年） 
最短 県西（17.12 年） 
最長と最短の差 0.49 年 
 
R1 
最長 湘南（18.76 年） 
最短 県西（18.04 年） 
最長と最短の差 0.72 年 

H22  
最長 湘南（20.55 年） 
最短 川崎・横浜（20.04 年） 
最長と最短の差 0.51 年 
 
R1 
最長 湘南（21.56 年） 
最短 県央（20.89 年） 
最長と最短の差 0.67 年 
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イ 各目標項目の評価に係る分析及び分野全体としての評価 

＜各目標項目の評価の要因分析＞ 

目標１ 平均寿命の延伸の増加分を上回る健康寿命の延伸をはかる 

【評価 Ｃ 変わらない】 

○ 男性では、健康寿命が全国平均よりも高い水準で推移しています。不健康寿

命は、有意差はないものの短縮しており、改善傾向です。 

○ 女性では、健康寿命が基準値（平成 22年）から平成 25年までは全国平均よ

り高い水準で推移していましたが、平成 28年から令和元年にかけては全国

平均より低い水準となりました。不健康寿命は、有意差はないものの伸びま

した。 

○ 令和元年の健康寿命の算定元デー

タとなる国民生活基礎調査の設問

「あなたは現在、健康上の問題で日

常生活に何か影響がありますか」に

おいて、本県の 20～60 代の女性は

他県と比較し「はい」と回答した率

が高く、特に 20代、40代は有意に

高かったことから、若い世代の健康

状態が健康寿命に影響している可

能性が考えられます。[図 1-6] 

○ 国民生活基礎調査を分析したところ、本県では「重度の心理的苦痛を有する

者の割合」が、20 代女性は他県と比較して有意に高く、うつ病やその他の

心の病気は、女性の全年代で通院割合が高い傾向が見られました。[図 1-7] 

さらに、20～80 代の女性は他県と比較して睡眠時間５時間未満の割合が高

いことも分かりました。[図 1-8]  

〇 健康寿命には様々な要素が関連していますが、通院者率の増加や睡眠不足、

さらに女性においては不定愁訴率が高いと健康寿命が短くなる傾向がある

と言われています２）。本県でも、特に若い世代を中心にこれらの要因が見ら

れ、健康寿命に影響している可能性があります。 

  
 

 

図 1-6 日常生活への影響ありの割合 

※全国：神奈川県を除く都道府県 

（出典：令和元年国民生活基礎調査） 

右：うつ病やその他こころの病気の通院割合 
注）過去 1か月に感じた抑うつ・不安などをスコア化したもの 

※全国：神奈川県を除く都道府県 

（出典：令和元年国民生活基礎調査） 

図 1-7 左：重度の心理的苦痛（K6 注）13 点以上）の者の
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図 1-9 最長から２番目と最短の地域政策圏の差 
（出典：健康寿命・健康格差調査等分析事業） 

 

図 1-8 １日の平均的な睡眠時間 
※全国：神奈川県を除く都道府県 
（出典：令和元年国民生活基礎調査） 
 

目標２ 県内の各地域の健康格差の縮小をはかる【評価 Ｄ 悪化している】 

○ 地域政策圏別にみると、男女ともに湘南地域における 65歳からの平均自立

期間が、高い水準で推移しています。[図 1-5] 

○ 本目標は「Ｄ 悪化している」と評価しましたが、これは、最も長い湘南地

域において、他地域より大きく平均自立期間が延びたことで、健康格差が拡

大したと考えられます。２番目に長い政策圏と最短の政策圏で比較すると、

令和元年では男女ともに変化していません。[図 1-9] 

  

 

 

 

＜目標分野全体としての評価＞ 

健康寿命の延伸と健康格差の縮小における目標全体の評価は、「Ｄ 悪化している」

です。 

○ 健康寿命及び平均寿命は、期間中、男女ともに延伸傾向でした。不健康寿命

は、男性では縮小し、女性では延伸しましたが、いずれも有意差がみられま

せんでした。女性の健康寿命では、特に若い世代の健康状態が影響している

ことが考えられます。 
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○ 65 歳からの平均自立期間についても、期間中、男女ともに延伸傾向でした

が、地域政策圏別の健康格差においては、女性で最長と最短の差が拡大する

結果となりました。ただし、最長の政策圏が突出して延伸しているものの、

最短と２番目に長い政策圏の比較では差が拡大していなかったことから、必

ずしも県全体で健康格差が拡大しているわけではないことが考えられます。 

 
ウ 関連する主な取組 

＜神奈川県＞ 

○ 人生 100歳時代を見据え、健康寿命を延ばし、いつまでも元気でいきいき

と暮らせる社会の実現に向けて、県民一人ひとりの生活習慣の改善による

健康づくりを促進するための環境整備を県民運動として推進しました。 

○ 健康づくりに加え、疾病の早期発見、適切な治療管理による疾病の重症化

予防、さらには介護予防や介護サービスの充実、地域のつながりの強化等

の多分野の取組の総合的な結果として、健康寿命の延伸と健康格差を縮小

するよう取り組みました。 

＜市町村＞ 

○ 市町村健康増進計画に基づき、市町村の実態に応じた健康づくり事業を行

いました。 

○ 住民に身近な拠点で健康相談や健康教育など行うとともに、各分野の関係

団体と連携し、健康づくりに関する情報提供やパンフレット等による普及

啓発を行いました。 

○ 住民が自ら取り組む健康づくりを支援するため、健康づくり指導者の育成

や支援、地域コミュニティの活性化を図る等の取組を行いました。 

＜関係団体＞ 

○ 健康寿命 100歳プロジェクトにおいて健康増進に関する講話を実施しまし

た。 
 
エ 今後の課題 

【健康寿命】 

○ 高齢者においては、ボランティア活動や趣味活動を行っている者は、全く行

わない者と比較して健康寿命が長くなる傾向があります２）。今後も、社会参

加を推奨するための積極的な啓発活動や、環境整備が求められます。 

○ 若年層の健康状態も健康寿命に影響するため、幅広い世代への取組の推進

が必要です。 

○ 本県においては、通院者率の増加や睡眠不足、女性の不定愁訴率の高さなど

が健康寿命に影響している可能性があり、特に若い世代を中心にこれらの要

因が当てはまるため、改善に向けた施策を推進していくことが重要です。ま

た、健康状態・健康観の分析、その他経済状況などにも着目しながら、施策
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を検討していく必要があります。 

○ このほかにも、健康寿命には様々な要因が関係していると考えられ、本県の

健康寿命に影響を与えている要因については今後も検証し、効果的な施策を

検討していく必要があります。 

○ 健康寿命の延伸は、生活習慣病の予防及び社会生活を営むために必要な機

能の維持・向上等により改善するものであるので、各分野における動向を注

視していく必要があります。 

【健康格差】 

○ 65 歳からの平均自立期間は全政策圏で延伸傾向にありますが、栄養・食生

活や身体活動、喫煙率等、各政策圏別に分析し、健康格差の拡大に関与して

いる因子を検討しながら、健康増進施策に取り組んでいく必要があります。 

○ 地域間格差だけでなく、保険者間格差や、所得・職業等の社会経済的要因に

よる集団間格差等も把握していくことが求められます。 

 

＜参考文献 ＵＲＬ＞ 

○ １）厚生労働科学研究 健康寿命のページ「健康寿命の算定方法の指針」 

http://toukei.umin.jp/kenkoujyumyou/ 

○ ２）厚生労働科学研究費補助金 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合

研究事業「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に

向けた研究」 

  https://www.pbhealth.med.tohoku.ac.jp/report.html 

○ 厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対

策総合研究事業）分担研究報告書 健康寿命の算定・評価と延伸可能性の予

測に関する研究－2019 年の算定、2010～2019 年の評価、2020～2040 年の予

測－ 

http://toukei.umin.jp/kenkoujyumyou/houkoku/R3.pdf 

○ 厚生労働省：健康日本２１（第二次）最終評価報告書 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenk

ou/kenkounippon21.html 
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２ 社会的な目標 

（１）主な生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底 

 
ア 目標項目の評価状況 

目標項目 評価 
目標３ がんの 75歳未満の年齢調整死亡率の減少（人口 10万対） Ａ 

目標４ がん検診受診率の向上 Ｂ 
   胃がん検診受診率 (Ｂ＊) 

   大腸がん検診受診率 (Ｂ) 

   肺がん検診受診率 (Ｂ) 

   乳がん検診受診率 (Ｂ) 

   子宮がん検診受診率 (Ｂ) 

 
 
 
 
 

がんの評価・分析に関する関係図 

 

 

 

  

① がん 
評価 
Ｂ 

＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した 
Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 
（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない  Ｄ 悪化している  Ｅ 評価困難 

 

厚生労働科学研究「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究」  

（研究代表者 辻一郎）を参考に作成 

がんの年齢調整罹患率の増加の抑制 がんの年齢調整死亡率の減少

（がん検診）
・受診率向上（50％）
・精検受診率の向上

・市町村用がん検診チェックリスト実施率の向上
・市町村における精検未把握率の減少

・健康宣言の中にがん検診受診を推奨する事業
所の数の増加

Ｂ

A

（生活習慣の改善）

栄養
・食生活

・適正体重を維持している者の割合の増加（肥満者の減少）
・主食・主菜・副菜を組合わせた食事が1日2回以上の日がほぼ毎
日の者の割合の増加
・食塩一日摂取量が８g未満の者の割合の増加
・野菜一日摂取量が350ｇ以上の者の割合の増加
・果物一日摂取量が100g未満の者の割合の減少

身体活
動・運動

・成人の運動習慣者（１回30分、週２回以上の運動を１年以上継続
している者）の割合の増加  20～59歳/60歳以上

飲酒 ・生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合の減少

喫煙

・成人の喫煙率の減少
・未成年者の喫煙をなくす (0%にする)
・妊娠中の喫煙をなくす (0%にする)
・公共的施設で受動喫煙を経験した人の割合の減少

Ｃ
Ｃ
Ｂ*
Ｃ

Ｄ
Ｃ

Ｃ

Ｂ

Ｂ*

Ｂ
Ｂ*
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目標３ がんの 75歳未満の年齢調整死亡率の減少（人口 10万対） 

○ 直近実績値（令和３年）は人口

10万人あたり 65.8であり、基

準値（平成 20年）の 86.3から

有意に減少しました。[図 2-1] 
○ 目標値は、「神奈川県がん対策

推進計画（平成 25年度～平成

29年度）」と同等としていまし

たが、同計画の改定（平成 30

年度～令和５年度）の際に目

標値が設定されなかったこと

から、本目標についても現在目標値が設定されていません。しかし、直近実

績値は基準値より有意に減少し、計画策定時に目標値として設定していた

69.0（平成 29年）も下回っていることから、「Ａ 目標値に達した」と評価

しました。 

〇 なお、直近の実績値は、令和２年以降の新型コロナウイルス感染症拡大の影

響を受けている可能性があります。 

 

目標４ がん検診受診率の向上 

○ 直近実績値（令和元年）の各受診率は、いずれも基準値（平成 22年）から

有意な増加が認められ、「Ｂ 現時点で目標値に達していないが、改善傾向

にある」と評価しました。[図 2-2～図 2-6] 

  
図 2-2 胃がん検診受診率        図 2-3 大腸がん検診受診率 

  
図 2-4 肺がん検診受診率        図 2-5 乳がん検診受診率 

図 2-1 がんの 75歳未満の年齢調整死亡率 

（人口 10万対）（出典：人口動態統計） 
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図 2-6 子宮がん検診受診率 

（出典：国民生活基礎調査） 

 
イ 各目標項目の評価に係る分析及び分野全体としての評価 

＜各目標項目の評価の要因分析＞ 

目標３ がんの 75歳未満の年齢調整死亡率の減少（人口 10万対） 

【評価 Ａ 目標値に達した】 

〇 年齢調整死亡率の減少については、がん検診等による早期発見や医療技術

の向上等の相乗効果が要因として考えられます。 

 

目標４ がん検診受診率の向上 

【評価 Ｂ 現時点で目標値に達していないが、改善傾向にある】 

〇 平成 29年の「県民ニーズ調査」によると、がん検診未受診の理由として約

３割が「忙しいから」「費用がかかるから」、約２割が「健康なので必要がな

いから」という回答でした。調査年以降も、がん検診受診促進に関する取組

が、県民の意識変容に効果的に働かなかった可能性が考えられます。 
 

＜目標分野全体としての評価＞ 

がんにおける目標全体の評価は、「Ｂ 現時点で目標値に達していないが、改善傾

向にある」です。 

○ がんの 75歳未満の年齢調整死亡率は着実に減少しています。がん検診受診

率については、全体として改善傾向にありますが、目標値には達しておらず、

今後も早期発見・早期治療につなげるため受診率の向上を一層促進する必要

があります。 
 

46



 

ア 目標項目の評価状況 

目標項目 評価 
目標５ 脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調整死亡率の減少 

（人口 10万対） 
Ａ 

   脳血管疾患の年齢調整死亡率 男性 (Ａ) 
   脳血管疾患の年齢調整死亡率 女性 (Ａ) 

   虚血性心疾患の年齢調整死亡率 男性 (Ａ) 

   虚血性心疾患の年齢調整死亡率 女性 (Ａ) 

目標６ 高血圧の改善（平均収縮期血圧を下げる）（40～89歳） Ｃ 

高血圧の改善 男性 （Ｃ） 

   高血圧の改善 女性 （Ｃ） 

目標７ 脂質異常症の減少（40～74歳） Ｄ 

脂質異常症 男性 （Ｄ） 

   脂質異常症 女性 （Ｄ） 

 
 
 
 
 
循環器の評価・分析に関する関係図 

 
 

＜循環器疾患（疾病）の予防＞

＜危険因子（基礎的病態）の低減＞

血圧
収縮期血圧平均値の低下

成⼈喫煙率の減少
糖尿病有病者の

増加の抑制
 高(LDL)コレステロール
 血症の有病率の減少

＜生活習慣の改善＞

 脳血管疾患の年齢調整死亡率の減少  虚血性⼼疾患の年齢調整死亡率の減少

・高コレステロー
ル血症者における
服薬治療率の増加

・飽和脂肪摂取割

合の減少

・高血圧者における

降圧服用率の増加

飲酒

・生活習慣病のリスク
を高める量を飲酒してい
る者の割合の減少

身体活動・運動

・歩数の増加
・運動習慣者の割合
の増加

栄養・食生活

・食塩摂取量の減少
・野菜摂取量の増加
・果物摂取量の増加
・肥満者の減少

生活習慣の改善
（糖尿病分野 参照）

Ａ Ａ

Ｃ Ｃ

Ｃ
Ｃ

Ｃ

Ｄ Ｄ

Ｄ Ｄ
B*
B*

② 循環器 
評価 
Ｃ 

＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した 
Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 
（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない  Ｄ 悪化している  Ｅ 評価困難 

 

厚生労働科学研究「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究」  

（研究代表者 辻一郎）を参考に作成 
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目標５ 脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調整死亡率の減少 

＜脳血管疾患＞ 

○ 男性では、直近実績値（平成 27 年）は 36.6 です。基準値（平成 22 年）

の 45.6から有意に減少しました。[図 3-1] 

○ 女性では、直近実績値（平成 27 年）は 19.0 です。基準値（平成 22 年）

の 26.0から有意に減少しました。[図 3-1] 

○ 男性、女性ともに既に目標値に達しているため、「Ａ 目標値に達した」

と評価しました。 

  
図 3-1 脳血管疾患の年齢調整死亡率 

（出典：人口動態統計特殊報告） 

 

＜虚血性心疾患＞ 

○ 男性では、直近実績値（平成 27 年）は 27.3 です。基準値（平成 22 年）

の 33.9から有意に減少しました。[図 3-2] 

○ 女性では、直近実績値（平成 27年）は 8.7です。基準値（平成 22年）の

12.7から有意に減少しました。[図 3-2] 

○ 男性、女性ともに既に目標値に達しているため、「Ａ 目標値に達した」

と評価しました。 

  

図 3-2 虚血性心疾患の年齢調整死亡率 

（出典：人口動態統計特殊報告） 
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目標６ 高血圧の改善（平均収縮期血圧を下げる）（40～89歳） 

○ 男性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 136mmHgです。基準値

（平成 21年～23年）の 136mmHgから有意な減少は認められず「Ｃ 変わ

らない」と評価しました。[図 3-3] 

○ 女性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 129mmHgです。基準値

（平成 21年～23年）の 128mmHgから有意な減少は認められず「Ｃ 変わ

らない」と評価しました。[図 3-3] 

  

図 3-3 収縮期血圧の平均値（40～89歳） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 

  

図 3-4 収縮期血圧の平均値（40～89歳）年次推移 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 

 

図 3-5 収縮期血圧の平均値（40～89歳）年次推移 全国 

（出典：国民健康・栄養調査） 
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目標７ 脂質異常症の減少（40～74歳） 

○ 男性では、直近実績値（令和元年）は 14.2％です。基準値（平成 22

年）の 12.4％から有意な増加が認められ「Ｄ 悪化している」と評価し

ました。［図 3-6］ 

○ 女性では、直近実績値（令和元年）は 14.3％です。基準値（平成 22 年）

の 13.4％から有意な増加が認められ「Ｄ 悪化している」と評価しまし

た。［図 3-6］ 

  

図 3-6 LDLコレステロール 160mｇ/dl以上の者の割合（40～74歳） 

（出典：NDBオープンデータ） 

 

  

図 3-7 LDLコレステロール 160mｇ/dl以上の者の割合（40～79歳）全国 

（出典：国民健康・栄養調査） 

 

イ 各目標項目の評価に係る分析及び分野全体としての評価 

＜各目標項目の評価の要因分析＞ 

目標５ 脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調整死亡率の減少 

【評価 Ａ 目標値に達した】 

○ 中間評価（平成 30年）の時点から既に目標を達成しており、国と同様の

傾向がみられています。脳血管疾患・虚血性心疾患の予防には、高血圧、

脂質異常症、喫煙、糖尿病といった危険因子が関連するため、これらの改

善が影響しますが、高血圧の改善は「Ｃ 変わらない」、脂質異常症の減

少は「Ｄ 悪化している」であるため、死亡率の減少には、危険因子の改

善のみではなく、急性期医療の進歩等も影響している可能性が考えられ
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ます。 

目標６ 高血圧の改善（平均収縮期血圧を下げる）（40～89歳） 

【評価 Ｃ 変わらない】 

○ 男性、女性とも、本県は全国平均と比較して近い数値で推移しています。

[図 3-4、図 3-5] 

○ 県のサンプル数が少ないため調査年によるばらつきが大きく、全体の傾

向を判断することは困難です。高血圧の改善には、栄養・食生活、身体活

動・運動等の生活習慣や降圧剤の服薬率が関連することが考えられます。 
 

目標７ 脂質異常症の減少（40～74歳）【評価 Ｄ 悪化している】 

○ 本目標は、LDLコレステロールの値 160㎎/dl以上の者の割合により評価

していますが、本県は、男性、女性とも国民健康栄養調査の全国平均と比

べて、数値が悪い傾向にあります。[図 3-7] 

〇 改善に向けては、高血圧と同様に、生活習慣の改善が関連することが考え

られます。 

 
＜目標分野全体としての評価＞ 

循環器における目標全体の評価は、「Ｃ 変わらない」です。 

○ 脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調整死亡率は、男女ともに減少しました。 

〇 高血圧の改善については、男女ともに横ばいで推移、脂質異常症は増加傾

向となりました。なお、いずれも、全国においても改善傾向にはなく、全

国的に生活習慣の悪化が懸念されます。 
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ア 目標項目の評価状況 

目標項目 評価 
目標８ 血糖コントロ―ル指標におけるコントロ―ル不良者の割合

の減少（HbA1cが JDS値 8.0％（NGSP値 8.4％以上）の者の

割合の減少（40～74歳） 

Ａ 

目標９ 糖尿病有病者の増加の抑制（40～74歳） Ｄ 
目標 10  糖尿病治療継続者の割合の増加（20歳以上） Ａ 

目標 11 合併症(糖尿病性腎症による年間新規透析導入患者数)の減少 Ａ 

 
 

糖尿病の評価・分析に関する関係図 
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4 サルコペニア：高齢になるに伴い、筋肉の量が減少していく現象のこと。 
5 フレイル：年をとって心身の活力（筋力・認知機能・社会とのつながりなど）が低下した状

態のこと。フレイルは「虚弱」を意味する英語「frailty」を語源として作られた言葉である。

多くの人が健康な状態からフレイルの段階を経て、要介護状態に陥ると考えられている。 

 ＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した 
Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 
（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない  Ｄ 悪化している  Ｅ 評価困難 

 

③ 糖尿病 
評価 
Ｂ 

厚生労働科学研究「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究」  

（研究代表者 辻一郎）を参考に作成 

＜重症化予防＞

第３段

＜包括的なリスク管理＞

第２段

＜生活習慣の改善＞

第１段

糖尿病性腎症による
透析患者数の減少

糖尿病関連の健康障害の減少
失明、⼤血管障害、認知症、サルコペニア  等

歯・口腔の健康
・口腔保健

・歯周病予防

喫煙
・成人の喫煙率の

減少

飲酒

・節度のある飲酒

身体活動・運動
・歩数の増加

・運動習慣者の増加
・サルコペニア予防

栄養・食生活
・食塩摂取量の減少

・野菜摂取量の増加
・果物摂取量の増加

特定健診・保健指導の実施率向上

Ｃ ＣＤ

ＣＤ
Ｃ
Ｄ

Ｃ
B*
B*

・糖尿病有病者の増加の

抑制

・HbA1c 8.0％以上の減少

・糖尿病治療中断・未治療

者の減少

・脂質代謝の改善 ・適正体重維持(肥満者

の減少)

・メタボリックシンドローム

・肥満・フレイル 予防

Ｄ

Ａ
Ａ

B*

・血圧管理の改善

Ｄ

Ａ 4

5
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目標８ 血糖コントロ―ル指標におけるコントロ―ル不良者の割合の減少（HbA1c

が JDS値 8.0％（NGSP値 8.4％以上）の者の割合の減少（40～74歳） 

○ 直近実績値（令和元年）は 0.8％で

す。既に目標値に達していること

から「Ａ 目標値に達した」と評価

しました。[図 4-1] 

 
 
 
 
 

 

目標９ 糖尿病有病者の増加の抑制（40～74歳） 

○ 直近実績値（令和元年）は 26万人です。基準値（平成 22年）の 21万人か

ら有意な増加が認められ「Ｄ 悪化している」と評価しました。[図 4-2] 

※本目標値は、平成 22年を基準時点として、有病率が今後も同じと仮定し、高齢

化を加味した推定人数と等しい数値です。[図 4-2] 

〇 糖尿病有病者数は、全国的にも増加傾向にあります。[図 4-3] 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 血糖コントロ―ル指標における 

コントロ―ル不良者の割合 
（出典：NDBオープンデータ） 

図 4-2 糖尿病有病者（40～74歳） 

出典：厚生労働省保健局医療費適正化推進

室提供データ、NDBオープンデータ 

図 4-3 糖尿病有病者（20歳以上）全国 

（出典：国民健康・栄養調査） 
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目標 10 糖尿病治療継続者の割合の増加（20歳以上） 

○ 直近実績値（平成 29年～令和元

年）は 71.1％です。既に目標値

に達していることから「Ａ 目

標値に達した」と評価しました。

[図 4-4]  

 

 

 

 

 

  

図 4-5 糖尿病治療継続者の割合(20 歳以上) 年次推移 

（出典：神奈川県「県民健康・栄養調査」 全国「国民健康・栄養調査」） 

 

目標 11 合併症（糖尿病性腎症による年間新規透析導入患者数）の減少 

○ 直近実績値（令和３年）は 883 人です。既に目標値に達していることから

「Ａ 目標値に達した」と評価しました。[図 4-6] 

〇 なお、直近の実績値は、令和２年以降の新型コロナウイルス感染症拡大の影

響を受けている可能性があります。 

  

図 4-6 糖尿病性腎症による年間新規透析導入患者数 

（出典：日本透析医学会「わが国の慢性透析療法の現況」） 

  

図 4-4 糖尿病治療継続者の割合(20 歳以上) 

（出典：県民健康・栄養調査） 
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イ 各目標項目の評価に係る分析及び分野全体としての評価 

＜各目標項目の評価の要因分析＞ 

目標８ 血糖コントロール指標におけるコントロール不良者の割合の減少 

【評価Ａ 目標値に達した】 

○ 糖尿病の重症化予防対策への取組や治療継続への理解が進んだこと等によ

り、コントロール不良者が減少したことが考えられます。 

 

目標９ 糖尿病有病者の増加の抑制（40～74歳）【評価 Ｄ 悪化している】 

○ ２型糖尿病の発症、増悪の危険因子として栄養・食生活、身体活動・運動等

や喫煙、ストレスなどの関連も報告されています。また、健診受診率が上昇

することにより、新たな糖尿病有病者が発見されるようになる影響も考えら

れます。 
 

目標 10 糖尿病治療継続者の割合の増加（20歳以上）【評価 Ａ 目標値に達した】 

○ 中間評価の時点から目標値に達しており、特定健診による治療継続の推奨、

受診勧奨や保険者によるかかりつけ医と連携した相談・保健指導の実施等の

取組が進んでいることが考えられます。 

 

目標 11 合併症（糖尿病腎症による年間新規透析導入患者数）の減少 

【評価 Ａ 目標値に達した】 

○ 糖尿病医療の質の向上、治療中断者や未治療者の減少、健診による確実な発

見と対応などの関連が考えられます。「糖尿病有病者の増加の抑制」から合

併症の減少に至るまでには時間差があるため、引き続き継続的な評価を行っ

ていく必要があります。 

 

＜目標分野全体としての評価＞ 

糖尿病における目標全体の評価は、「Ｂ 現時点で目標値に達していないが、改善

傾向にある」です。 

○ 血糖コントロール不良者の割合の減少、治療継続者の割合の増加及び合併

症の減少が目標値に達しており、糖尿病の治療継続への理解や受診勧奨が進

んだことのほか、低血糖を起こしにくい新たな糖尿病治療薬の使用拡大等の

医療の進歩が関連した可能性が考えられます。一方で糖尿病有病者数は年々

増加しており、栄養・食生活や身体活動・運動等、生活習慣の悪化が影響し

ていると考えられます。 
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ア 目標項目の評価状況 

目標項目 評価 
目標 12 慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）認知度の向上 Ｃ 

 
 

 

 

 

目標 12 慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）認知度の向上 

○ 直近実績値（令和元年）は 13.5％です。基準値（平成 25年）の 11.9％から

有意な変化は認められず「Ｃ 変わらない」と評価しました。[図 5-1] 

   
図 5-1 ＣＯＰＤについて「言葉も意味も知っている」と回答した者の割合（15 歳以上） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 

 
図 5-2 ＣＯＰＤの認知度（20歳以上）全国 
（出典：ＧＯＬＤ日本委員会調査） 

 

 

 

 

④ ＣＯＰＤ 
評価 
Ｃ 

＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した 
Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 
（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない  Ｄ 悪化している  Ｅ 評価困難 
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図 5-4 ＣＯＰＤ認知度（平成 29～令和元年）

年齢階級別（出典：県民健康・栄養調査） 
図 5-3 ＣＯＰＤ患者数（令和２年） 
（出典：患者調査総患者数） 
 

イ 各目標項目の評価に係る分析及び分野全体としての評価 

目標 12 慢性閉塞性肺疾患（ＣＯＰＤ）認知度の向上【評価 Ｃ 変わらない】 

○ 患者調査（令和２年）におけるＣＯＰＤの年齢階層別患者数は、高齢者が多

い傾向ですが、県民健康・栄養調査（平成 29 年～令和元年の３年間集計）

における年齢階層別認知度は、15～29歳と、60歳以上の認知度（言葉も意

味も知っている）が低くなっています。[図 5-3、図 5-4] 

○ 認知度が変わらなかった要因として、ＣＯＰＤという横文字の表記が、県民

に浸透しづらく、特に高齢者にはわかりにくいことが考えられます。 

  

 

 

 

 

57



 
ア 目標項目の評価状況 

目標項目 評価 
目標 13 特定健康診査・特定保健指導の実施率の向上 Ｂ＊ 

特定健康診査の実施率 （Ｂ＊） 

    特定保健指導の実施率 （Ｂ＊） 
目標 14 メタボリックシンドロームの該当者・メタボリックシンド 

ロームの予備群（％）の減少 
Ｄ 

 
 

 

 

 

目標 13 特定健康診査・特定保健指導の実施率の向上 

○ 特定健康診査では、直近実績値（令和２年）は、52.4％です。基準値（平成

22年）の 40.3％から有意に増加しています。[図 6-1] 

○ 特定保健指導では、直近実績値（令和２年）は 18.0％です。基準値（平成

22年）の 9.8％から有意に増加しています。[図 6-1] 

○ 特定健康診査・特定保健指導の実施率の向上は「Ｂ＊ 現時点で目標値に達

していないが、改善している」と評価しました。 

○ 全国と比較すると、本県は特定健康診査では近年は全国平均とほぼ同水準、

特定保健指導では低い数値で推移しています。[図 6-1] 

〇 なお、直近実績値は、令和２年以降の新型コロナウイルス感染症拡大の影響

を受けていると考えられます。 

  

図 6-1 特定健康診査（左）・特定保健指導（右）の実施率 

（出典：厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ」） 

  

⑤ 健診等 評価 
Ｃ 

＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した 
Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 
（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない  Ｄ 悪化している  Ｅ 評価困難 
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目標 14 メタボリックシンドロームの該当者・メタボリックシンドロームの予備

群（％）の減少 

○ 直近実績値（令和２年）は 29.2％です。基準値（平成 20年）の 26.3％から

有意な増加が認められ「Ｄ 悪化している」と評価しました。[図 6-2] 

○ 本県は全国平均よりもやや低い数値で推移していますが、全国においても

増加傾向にあり、経年的には似た傾向の増減を示しています。[図 6-2] 

  
図 6-2 メタボリックシンドロームの該当者・メタボリックシンドロームの予備群の

割合 

（出典：厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ」） 

 

イ 各目標項目の評価に係る分析及び分野全体としての評価 

＜各目標項目の評価の要因分析＞ 

目標 13 特定健康診査・特定保健指導の実施率の向上 

【評価 Ｂ*  現時点で目標値に達していないが改善している】 

○ 特定健康診査については、保険者、自治体、関係機関がそれぞれ取組を工夫

し、また相互に連携協力することで向上したと考えられます。その結果、全

国平均と同程度の実施率になりましたが、目標値には達していません。 
○ 特定保健指導についても、保険者で工夫や改善を図ったことで実施率が向

上したものと考えられますが、全国平均を下回っている状況にあります。 
○ 令和元年まで向上を続けていましたが、令和２年は、新型コロナウイルス感

染症の流行による特定健康診査の実施の中止や受診控えの影響があり、全国

的に減少傾向となり、本県においても減少したと考えられます。 

 

目標 14 メタボリックシンドロームの該当者・メタボリックシンドロームの予備

群（％）の減少【評価 Ｄ 悪化している】 

○ 全国と同様に増加傾向にあります。メタボリックシンドロームの構成要素

は、内臓脂肪型肥満があることと、高血圧・糖尿病・脂質異常症の二つ以上

に該当すること、となっています。「肥満」「高血圧の改善」、「脂質異常症の

減少」、「糖尿病有病者の増加の抑制」で改善がみられていないことも、評価

の悪化につながっていると考えられます。 
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○ メタボリックシンドロームの判定基準においては、薬物療法を行っている

と病状がコントロールされていて、数値が基準範囲内であったとしてもリス

ク保有者としてカウントされることも、悪化の要因と考えられます。 

 

＜目標分野全体としての評価＞ 

健診等における目標全体の評価は、「Ｃ 変わらない」です。 

○ 特定健康診査・特定保健指導の実施率の向上については、この 10年間に顕

著な上昇を認めましたが、設定された目標の到達には至りませんでした。 

○ 令和２年の特定健診受診率は 52.4％で全国平均を 0.7％下回り全国 19位で

す。保健指導率については18.0％で全国平均を5.0％下回り全国45位です。 

○ メタボリックシンドロームの該当者・メタボリックシンドロームの予備群

割合（％）が増加している要因は、健診受診率が上がってきていることによ

り、今までは健診を受けなかった方々が受けるようになり、該当者や予備軍

が顕在化した影響等も含まれていると考えられます。 

○ 特定保健指導の実施率が向上しない要因として、毎年対象者となる群の存

在が想定されます。特定保健指導を受けてもリスクが改善されず、翌年も対

象として抽出されることが繰り返されると、特定保健指導の案内が来ても、

応じないという参加意欲のない人の存在が相当数あると考えられます。 

 

ウ 関連する主な取組 

（中間評価（平成 29年度）以降「充実させた取組」「新規取組」は◎で記載） 

＜神奈川県＞ 
（がん） 
◎ がんをテーマにしたシンポジウムや、地域単位でのがん検診普及啓発セミ

ナーを実施しました。 
◎ がん検診受診促進普及啓発リーフレット、ホームページ、「県のたより」 

その他広報誌等、民間団体との連携等による普及啓発を行いました。 

○ 中学・高校生、大学生を対象にした「がん教育」を実施し、がんに対する

正しい知識の習得を図る取組を進めました。 

◎ 学校教員を対象に、がんの理解とがん患者に対する正しい認識及び命の大

切さ、学校におけるがん教育の進め方について学ぶ研修を実施しました。 

○ がん検診の受診率の向上に向け、協定企業との連携によるがん対策推進員

制度の創設、企業の健康づくり担当者に対する研修や県民への普及啓発な

ど、地域・職域と連携した取組を行いました。 

（循環器） 

○ 食塩や野菜・果物の適正摂取、適正体重の維持、身体活動・運動・飲酒等

の生活習慣の改善について普及啓発を行いました。 

○ 県立公園内に血圧計、体脂肪計を置き、利用者が自由に使用できるように
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しました。 

○ 特定給食施設における栄養・食生活、および食品衛生管理等に関する講習

会を開催しました。 

○ 地域での食生活支援に携わる医療・福祉・介護領域等の関係者に対して研

修会を実施しました。 

○ 食育を支援する市・町、関係団体等の栄養士等に対して、食育をさらに推

進する為のスキルアップを目的とした研修会を実施しました。 

○ 特定疾患患者の栄養管理に関する集団栄養指導教室を開催しました。 

◎ 脳梗塞等の発症前後の対応や、麻痺した機能の再生とリハビリに関する研

究の推進と社会実装を行いました。 

（糖尿病） 

○ レセプト、健診データ等の保健医療データの収集・分析・加工、地域の課

題分析や市町村職員等を対象としたデータ活用研修、有識者による市町村

の事業評価を実施するとともに、保健医療データ活用のポータルサイト整

備等により、市町村のデータに基づく効果的な事業展開を支援しました。 

○ 生活習慣病の重症化を抑制するため、効果的な保健指導（かながわ方式保

健指導）を市町村へ普及しました。 

○ 働く世代の生活習慣病対策を強化するため、中小企業の事業主に対して、

従業員の健康づくりや、社内の健康管理体制構築に向けた研修会や助言指

導を行いました。 

○ 糖尿病性腎症重症化予防に係る二次保健医療圏連携会議を開催し、市町村

と医師会の連携促進を図りました。 

○ 糖尿病治療中断者及び未治療者に介入するかながわ糖尿病未病改善モデル

事業を市町村と連携して実施しました。 

○ 世界糖尿病デーに合わせ、県庁をブルーにライトアップするイベントを開

催し、糖尿病対策の重要性について普及啓発を行いました。 

（ＣＯＰＤ） 

○ 県民の認知度を把握するとともに、喫煙防止対策の啓発の際に、県民に対し

て周知しました。 

（検診等） 
○ 特定健診の受診を促す啓発動画を作成し、県ホームページ、公共交通機関、

映画館及びインターネット広告等で放映しました。 

○ 県と神奈川県保険者協議会が連携し、特定健康診査・特定保健指導担当者の

資質向上のための研修会を開催しました。 

◎ 地域･職域関係機関それぞれの取組情報を一元化し、新たにホームページを

立ち上げ、働く人に耳よりな情報をホームページで発信しました。定期健康

診断、事後指導、がん検診などの情報を発信することで、健診受診率・事後

指導実施率の向上を目指しました。また、中小事業所での健康づくりの取組
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を紹介し、働く人の健康づくりを支援しました。 

○ 個人の現在の未病の状態を数値で確認できる「未病指標」を、県のスマート

フォンアプリ「マイ ME-BYOカルテ」に実装し県民に活用いただくことで、

未病の「見える化」から、未病改善につなげました。 

○ 県民の未病改善の実践を支援するため、手軽に健康状態や体力等をチェッ

クし、その結果に基づくアドバイスや未病改善に関する情報提供を受けられ

る「未病センター」の設置を促進しました。 

○ 市町村等が設置する未病センターの活動の充実のため、企業・団体が未病改

善に資する講座等を提供する「健康支援プログラム」を実施しました。 

＜市町村＞ 
○ 各種がん検診や、受診促進のための普及啓発等を実施しました。 

○ 二十歳のつどい（はたちのつどい）参加者に、子宮頸がん予防啓発内容の

情報提供を実施しました。 

○ がんの早期発見、早期治療を図るため、がん検診事業を検診機関に委託

し、公共施設（保健センター、小学校等）において検診車等によりがん施

設検診事業（胃・子宮・乳・肺・大腸・前立腺）を実施しました。 

○ 循環器病の疾患別の症状や早期受診の重要性について普及啓発しました。 

○ 40歳から 74歳までの国民健康保険被保険者に対して、特定健康診査や特定

保健指導を実施しました。 
○ データヘルス計画に基づき、糖尿病（性腎症）重症化予防の取組を実施し

ました。 

・健診結果から糖尿病の発症や重症化予防のための食生活改善(適正エネル

ギー、塩分摂取)や運動が習慣化できるようにするための教室等を開催。 

○ 糖尿病に関する普及啓発などを実施しました。 

・糖尿病、慢性腎臓病（ＣＫＤ）について病態、治療、予防・重症化予防

のポイントについて講演会を開催。 

・糖尿病の予防と重症化予防のためのリーフレットを配布。 

・糖尿病についての正しい知識を得てもらい、予防に努めることを目的と

した医師による糖尿病予防講座を実施。 

○ 健康教室を開催し、医師によるＣＯＰＤに関する基本的知識や生活習慣改善

法の紹介等の生活習慣病予防に関する講話を行いました。 
＜関係団体＞ 
○ 生活習慣病予防の発症予防等を目的として、イベント会場で、健康・栄養相

談やパンフレットの配布等の普及啓発を実施しました。 

○ 乳がん及び子宮頸がん等の女性特有のがんに対する検診の受診を促進する

ため、県内の大学や企業と連携し、女性を対象とした啓発活動を行いました。 

○ 乳がんの早期発見のため、マンモグラフィによる乳がん検診を実施しまし

た。 
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○ 各団体において、様々な広報媒体やイベントの機会等を通して、がんに関す

る知識の普及や予防の啓発を行いました。 

・「がん」の２次予防 について普及啓発等の情報提供をデジタルサイネージ 

で実施。 

・がん克服シンポジウムの開催。 

・がん征圧キャンペーンで、ＡＹＡ世代のがんに関する座談会記事を新聞に

掲載し普及啓発を実施。 

○ 糖尿病予防のためのバランスのとれた献立をホームページへ掲載しました。 

○ 主治医との連携による、糖尿病性腎症の重症化予防の推進を図りました。 

○ 神奈川県保険者協議会で特定健診・特定保健指導実施率向上に向け、医療保

険者間の特定健診・特定保健指導の取組に関する情報交換会を実施し、有識

者からの助言を得ました。 
 
エ 今後の課題 

（がん） 

〇 今後、高齢化に伴いがんの罹患者数の増加が見込まれることから、「神奈川

県がん対策推進計画」に基づく対策の充実をはかることが必要です。 
〇 がんの主要因子である喫煙への対策や感染症対策の推進、がんになるリス

クを減らす取組として食生活改善、運動習慣の推進等が重要です。 
〇 がん検診には、市町村がん検診、職域におけるがん検診、人間ドックといっ

た受診機会があり、中でも職域におけるがん検診の受診割合が多い状況です。

しかし、職域におけるがん検診については、現在、国レベルで受診者数等を

把握する仕組みが整備されていないため、データの収集等が課題と考えられ

ます。 
〇 市町村がん検診については、市町村による実施方法の違い等から、検診受診

率に地域差が生じていることに対する対策が必要です。 
○ 令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響で受診控えが生じ、受診率

に影響していると考えられています。今後は、感染状況の動向を踏まえ、感

染対策に配慮したうえで、必要な検診の受診行動につながるよう、普及啓発

が必要です。 

（循環器） 

○ 脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調整死亡率の減少は、目標を達成していま

すが、高血圧の改善や脂質異常症の減少は目標を達していないため、より一

層の取組を進めていく必要があります。 

○ 高血圧の改善（40～89 歳）に向けては、減塩対策を中心に、栄養・食生活、

身体活動・運動、飲酒等の生活習慣の改善等の取組をさらに推進することが

必要です。 

○ 脂質異常症の減少（40～74 歳）に向けては、適切な栄養摂取と適度な運動
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をさらに推進していくとともに、LDLコレステロールのコントロールについ

ての正しい知識や保健指導等について周知・啓発をしていくことが必要です。 

（糖尿病） 

○ 糖尿病の全般的な対策として、「適度な運動」、「適切な食生活」、「禁煙」と

「健診・検診の受診」の取組を進め、糖尿病の発症・重症化予防や健診の受

診率の向上を推進していくことが必要です。 

○ 糖尿病有病者の増加の抑制に向けては、栄養・食生活、身体活動・運動等の

各生活習慣の改善に関する取組をより一層推進する必要があります。また、

発症予防に関しては、健診受診率等の向上や受診勧奨等の取組も進めていく

必要があります。 

○ 治療中断防止の啓発及び保険者が行う治療継続や受診勧奨等への取組への

支援も継続していくとともに、市町村や保険者、医療機関と連携した糖尿病

重症化予防への取組のより一層の推進が必要です。 

（ＣＯＰＤ） 

○ 発症予防の観点から、幅広い年齢層へＣＯＰＤの正しい知識の普及を効果

的かつ継続的に行う必要があります。 

○ どんな病気か知っている者を増やすことが受診行動を促すうえでも大切で

あるため、高齢者や喫煙者等、より発症リスクの高い方を対象に肺の健康と

いう観点から一層の普及を行う必要があります。 

○ 喫煙が最大の発症要因であるため、たばこ対策と連動した普及啓発の取組

が必要です。 

○ 本計画期間において目標達成は困難な状況ですが、次期計画では評価指標

の検討が必要です。 

○ ＣＯＰＤが新型コロナウイルス感染症の重症化因子であることがに知られ

ているため、今後は、新型コロナウイルス感染症の知識の普及と合わせてＣ

ＯＰＤの認知度を向上させることが重要です。 

（健診等） 

○ 保険者別の状況を把握した上で、それぞれ取組を進めるともに、特に中小規

模の事業所については、地域・職域連携により、事業主や就労者に対する働

きかけをする必要があります。 

○ 特定健診の受診率向上については、市町村により、健診ポイントの付与、未

受診者への電話等による受診勧奨や地域医師会等との連携により受診場所

の拡大、土日健診で受診機会の拡大等さまざまな工夫が行われています。引

き続き市町村間で工夫を共有し、受診率向上を図ることが必要です。 

○ 特定保健指導の実施率向上については、対象者に栄養指導、運動等の様々な

プログラムを案内し、初回面接につなげたり、電話勧奨や保健師・栄養士の

訪問による初回面接を行うなど、さまざまな工夫が行われています。引き続

き市町村間で成功事例を共有する等、実施率の向上を図ることが必要です。 
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○ 職域ではＩＣＴの活用により保健指導の初回面接の実施率が高まったとい

う報告もあることから、市町村等においても対象者に応じてＩＣＴの活用の

選択を可能とする等の工夫が求められます。 

○ 今後の特定健診・特定保健指導実施率向上に向けて、より効果的な戦略を考

える必要があります。 

○ 特定保健指導の基準として、服薬中の者は、メタボリックシンドローム該当

であっても特定保健指導の対象外となり、主治医の依頼や了解のもとに保健

指導を行っていることから、服薬中のメタボリックシンドローム該当者等へ

のかかわりを関係機関で協議・検討する必要があります。 

○ 新型コロナウイルス感染症の流行時に健診の受診控えが見られたため、今

後、感染症流行時でも対応できるよう、開催方法等の検討、受診勧奨等の対

策が必要です。 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響で、外出の自粛やテレワーク等、生活環境

が変化しており、今後、生活習慣の悪化の影響が様々な分野に出てくること

が懸念され、注視していく必要があります。 

 

＜参考文献 ＵＲＬ＞ 

○ 厚生労働省：健康日本２１（第二次）最終評価報告書 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenk

ou/kenkounippon21.html 

○ 神奈川県がん・疾病対策課：神奈川県がん対策推進計画（平成 30年度～平 

成 35年度） 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/nf5/ganntaisaku/ken- 

torikumi/keikaku.html 

○ 神奈川県医療課：神奈川県循環器病対策推進計画（令和４年度～令和５年 

度） 

    https://www.pref.kanagawa.jp/documents/76462/keikaku.pdf 

○ 神奈川県医療保険課：神奈川県医療費適正化計画（平成 30年度～平成 35年

度） 

https://www.pref.kanagawa.jp/documents/15504/03plan.pdf 

○ 厚生労働省：新型コロナウイルス感染症（COVID-19)診療の手引き第５版 

https://www.mhlw.go.jp/content/000785119.pdf 

〇 厚生労働科学研究費補助金 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研

究事業「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向

けた研究」 

 https://www.pbhealth.med.tohoku.ac.jp/report.html 

65

https://www.pref.kanagawa.jp/documents/76462/keikaku.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/000785119.pdf
https://www.pbhealth.med.tohoku.ac.jp/report.html


（２）社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上 

 
ア 目標項目の評価状況 

目標項目 評価 
目標 15 自殺者の減少 Ｃ 

目標 16 気分障害（躁うつ病含む）の患者数の減少 Ｄ 

 

 

 

 
 

こころの健康の評価・分析に関する関係図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第３段
＜こころの健康増進＞

第１段
＜生活習慣の改善等＞

第２段
＜危険因子の低減・
基礎的病態＞

悩みを相談
できない⼈の

減少

小児期逆境体験の
減少

（心理的苦痛を持つ
親の減少）

メンタルヘルス対策を
している職場の増加
（ストレスチェックの

集団分析）

生活習慣
(他領域再掲)

うつ病の

年間患者数の減少

心理的苦痛を感じる者の

割合の減少

（子どもを持つ親もサブグ

ループとして抽出）

重度の精神的苦痛を

抱えながら

精神科医療機関を

受診しない人の減少

① こころの健康 評価 
Ｄ 

＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した 
Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 
（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない  Ｄ 悪化している  Ｅ 評価困難 

 

厚生労働科学研究「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究」  

（研究代表者 辻一郎）を参考に作成 
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目標 15 自殺者の減少 

○ 自殺者数は、平成 19年～23年は 1,800～1,900人でしたが、平成 24年から

減少傾向となり、平成 30年には 1,200人台まで減少しました。令和２年か

ら再び増加し、直近実績値（令和３年）は 1,369人でした。これは全国と同

様の傾向です。[図 7-1] 

○ 自殺死亡率は、直近実績値（令和３年）は 15.2です。基準値（平成 28年）

の 14.6から有意な変化が認められず「Ｃ 変わらない」と評価しました。

[図 7-2] 

○ なお、直近実績値は、令和２年以降の新型コロナウイルス感染症拡大の影響

を受けていると考えられます。 

 
 
 

 
図 7-2 自殺死亡率（人口 10万対） 

（出典：人口動態統計） 

 

目標 16 気分障害（躁うつ病含む）の患者数の減少 

○ 実績値（平成 29年）は 115,000人です。基準値（平成 20年）の 53,000人

から有意に増加したため「Ｄ 悪化している」と評価しました。[図 7-3] 

○ 全国においても、増加傾向がみられます。[図 7-3] 

図 7-1 自殺者数 

（出典：人口動態統計） 
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図 7-3 気分障害（躁うつ病含む）の患者数 

（出典：患者調査総患者数） 

※令和２年の数値は、調査の算出方法が変更されたため参考値とし、評価を平成 29

年の数値で実施 

 
イ 各目標項目の評価に係る分析及び分野全体としての評価 

＜各目標項目の評価の要因分析＞ 

目標 15 自殺者の減少【評価 Ｃ 変わらない】 

○ 10万人あたりの自殺死亡率は、有意な減少はみられませんでした。 

○ 新型コロナウイルス感染症が拡大した令和２年は、自殺者数、自殺死亡率と

も前年に比べ大きく増加し、令和３年は令和２年と比べてわずかに減少しま

した。 

○ 自殺対策については、相談体制の充実や普及啓発等、関係機関と連携して取

り組んできたほか、コロナ禍における自殺対策として、こころの相談窓口の

拡充や、相談につなげるための普及啓発の強化、ゲートキーパーの育成等の

取組を進めてきました。しかし、新型コロナウイルス感染症による経済的な

困難、孤立・孤独の増加等、危機要因の増加・複合化もあり、有意な減少に

つながらなかったと考えられます。 

 

目標 16 気分障害（躁うつ病含む）の患者数の減少【評価 Ｄ 悪化している】 

○ 患者数は女性の方が多い傾向があります。年齢階級別では、男女とも 45～

54歳代が最も多く、55～64歳代では男性の患者数が、その他の年代では女

性の患者数が多い傾向にあります。[図 7-4] 

○ 学校や職場でのストレスによる不調、経済的な不安等で精神科を受診する

機会が多くなったことが患者数の増加につながっていると考えられます。ま

た、以前に比べ、心の健康についての理解が深まり、精神科・心療内科を受

診しやすくなったことも要因の一つとして考えられます。 

○ 健康寿命の分野で言及したように、国民生活基礎調査を分析したところ、本

県では「重度の心理的苦痛を有する者の割合」が、20 代女性は他県と比較

して有意に高く、うつ病やその他の心の病気は、女性の全年代で通院割合が

高い傾向が見られており、それも影響していると考えられます。 
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図 7-4 左：気分障害（躁うつ病含む）の患者数 男女別 

右：気分障害（躁うつ病含む）の患者数 男女・年齢階級別（令和２年） 

（出典：患者調査総患者数） 

※令和２年度の数値は、算出方法の変更により参考値とします。 

 

＜目標分野全体としての評価＞ 

こころの健康における目標分野全体としての評価は、「Ｄ 悪化している」です。 

○ 10 万人あたりの自殺死亡率は有意な減少はみられず、気分障害（躁うつ病

含む）の患者数も増加傾向となりました。近年では新型コロナウイルス感染

症の拡大による危機要因の増加等が影響していると考えられます。 
 
ウ 関連する主な取組 

（中間評価（平成 29年度）以降「充実させた取組」「新規取組」は◎で記載） 

＜神奈川県＞ 

◎ 平成 30年３月に「かながわ自殺対策計画」を策定し取組を進めています。 

○ 自殺対策の総合的な推進を図り、自殺予防のための普及啓発、ゲートキー

パー等の人材養成、うつ病対策、多職種の専門チームによる訪問支援、自

殺未遂者や自死遺族への支援等を、関係機関・団体等と連携しながら幅広

く取り組みました。 

◎ こころの健康づくり等を推進するために、あらゆる世代や対象に向け、健

康に関する普及啓発や相談機関の周知や従事者の研修等を行いました。 

○ こころの病気かどうかの不安や、生活・仕事に関する悩み等の相談を受け

るため、フリーダイヤルによる「こころの電話相談」を実施しました。 

◎ 若年層を中心に幅広く利用されているＬＩＮＥを活用し、電話にハードル

を感じる方に相談しやすい窓口を提供し、こころの健康に関する相談に広

く対応しました。 

○ 働く世代のメンタルヘルス対策のため、相談や講演会を実施しました。 

〇 自然・歴史などを紹介しながら歩き、自然環境の魅力を感じてリフレッシ

ュできるウォーキングイベントを開催しました。 

＜市町村＞ 

〇 ゲートキーパーの養成や、研修による人材育成を行いました。 
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〇 メンタルヘルス相談、産後メンタルヘルス相談の実施や、自殺対策のため

の普及啓発を行いました。 

〇 働く世代に疲労度やストレス状態の自己チェック票を配布し、こころの健

康について相談を行いました。 

＜関係団体＞ 

〇 県立都市公園における森林セラピー体験ウォークを実施しました。 
〇 市民公開講座等において、こころの健康づくりや自殺予防に関する普及啓

発を行いました。 
〇 企業社員に対してストレスチェックを実施し、個人に結果を返すとともに

集団の分析について職場改善につなげました。 
 
エ 今後の課題 

○ 自殺対策の強化としては、「Withコロナ」など新たな生活環境を考慮した効

果的な対策を関係機関と検討し、取り組む必要があります。また、対策を強

化するために、自殺の状況の詳細な把握と、それに基づく効果的な対策の検

討が必要です。 

○ 気分障害（躁うつ病含む）の患者数の増加については、全国的にも増加傾向

が見られ、対策を考える上でも更なる要因分析が必要です。 

○ 現在、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築が進められて

います。このような誰もが安心して自分らしく暮らせる仕組みづくりを強化

していく必要があります。 

○ 引き続き、相談体制の充実や普及啓発、コロナ禍におけるこころの相談窓口

の拡充を推進していく必要があります。 

 
＜参考文献 ＵＲＬ＞ 

○ 神奈川県がん・疾病対策課：新型コロナウイルス感染症の感染拡大下にお

ける自殺の状況 

  https://www.pref.kanagawa.jp/documents/90038/zentaigaikyou.pdf 

○ 厚生労働省：健康日本２１（第二次）最終評価報告書 

  https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenk 

  ou/kenkounippon21.html 

〇 厚生労働科学研究費補助金 循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研

究事業「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向

けた研究」 

  https://www.pbhealth.med.tohoku.ac.jp/report.html 

   

70

https://www.pbhealth.med.tohoku.ac.jp/report.html


 
ア 目標項目の評価状況 

目標項目 評価 
目標 17 朝食を欠食する小学５年生の割合の減少 Ｃ 

目標 18 子どもの週３回以上のスポーツ実施率の増加・非実施率の

減少 
Ｃ 

     スポーツ実施率の増加 （Ｂ＊） 

     スポーツ非実施率の減少 （Ｃ） 

目標 19 全出生数中の低出生体重児の割合の減少 Ａ 

目標 20 小学５年生の肥満傾向の割合の減少 Ｄ 

 
 
 
 
 

次世代の健康の評価・分析に関する関係図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 次世代の健康 評価 
Ｃ 

＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した 
Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 
（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない  Ｄ 悪化している  Ｅ 評価困難 

 

健康日本２１（第二次）の推進に関する参考資料を参考に作成 

高齢者

成人 次世代の健康

朝食を欠食する小学５年生の割合の減少

子どもの週3回以上のスポ―ツ実施率の
増加・非実施率の減少

【子どもの健やかな生活習慣】

全出生数中の低出生体重児の割合の減少

小学５年生の肥満傾向の割合の減少

妊娠・出産

妊娠前

子ども 学校、地域、民間団体等
社会全体の取組による

社会環境の改善

生
涯
を
通
じ
た
健
康
づ
く
り
の
推
進

〈健やかな発育、生活習慣の形成> <良好な社会環境の実現>

身体機能、社会生活機能の向上

Ｄ
A

Ｃ
Ｃ

【子どもの健やかな発育】
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目標 17 朝食を欠食する小学５年生の割合の減少 

○ 直近実績値（令和４年）は 3.3％

です。基準値（平成 24 年）の

4.0％から有意な変化が認めら

れず「Ｃ 変わらない」と評価

しました。[図 8-1] 

 

 

 

 

目標 18 子どもの週３回以上のスポーツ実施率の増加・非実施率の減少 

＜子どもの週３回以上のスポーツ実施率＞ 

○ 直近実績値（令和３年）は 46.5％です。基準値（平成 22年）の 45.8％から

有意な増加が認められ「Ｂ* 現時点で目標値に達していないが、改善して

いる」と評価しました。[図 8-2] 

○ この目標項目の目標年度とされていた令和２年には、新型コロナウイルス

感染症の影響で調査を実施していませんが、令和元年及び３年の実績値から、

目標は達成していないとみなしています。 

〇 なお、直近実績値は、令和２年以降の新型コロナウイルス感染症拡大の影響

を受けていると考えられます。 

＜子どものスポーツ非実施率＞ 

○ 直近実績値（令和３年）は 14.0％です。基準値（平成 22年）の 14.1％から

有意な変化が認められず「Ｃ 変わらない」と評価しました。[図 8-2] 

〇 なお、直近実績値は、令和２年以降の新型コロナウイルス感染症拡大の影響

を受けていると考えられます。 

  

左：子どもの週３回以上のスポーツ実施率 

右：子どものスポーツ非実施率 

（出典：教育局「令和３年度神奈川県児童生徒体力・運動能力調査報告書」よりスポーツ

課にてデータ加工） 

※令和２年度は新型コロナウイルス感染症の影響により調査中止 

 

図 8-1 朝食を欠食する小学５年生の割合 

（出典：教育局「食生活に関する調査」） 

 

図 8-2 
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図 8-3 全出生数中の低出生体重児 

（2,500g未満）の割合 

（出典：人口動態統計） 

 

 

 

 

目標 19 全出生数中の低出生体重児の割合の減少 

○ 直近実績値（令和３年）は 9.1％

です。基準値（平成 23 年）の

9.6％から有意な減少が認めら

れ「Ａ 目標値に達した」と評

価しました。[図 8-3] 

 

 

 

 

 

 

目標 20 小学５年生の肥満傾向の割合の減少 

○ 直近実績値（令和３年）は

10.9％です。基準値（平成 23

年）の 9.0％から有意な増加が

認められ「Ｄ 悪化してい

る」と評価しました。[図 8-4] 

○ 本県の肥満傾向児の割合は、

全国平均と同程度となっていま

す。 

○ なお、直近実績値は、令和２

年以降の新型コロナウイルス

感染症拡大の影響を受けてい

る可能性があります。 

 
イ 各目標項目の評価に係る分析及び分野全体としての評価 

＜各目標項目の評価の要因分析＞ 

目標 17 朝食を欠食する小学５年生の割合の減少【評価 Ｃ 変わらない】 

○ 朝食を欠食する小学５年生の割合は、有意な減少がみられませんでした。 

〇 出典が異なるため参考となりますが、文部科学省「全国学力・学習状況調査」

の小学６年生の朝食欠食率の推移でも同様の傾向がみられます。[図 8-5] 

 

図 8-4 小学５年生の肥満傾向の割合 

（出典：学校保健統計調査） 

※肥満傾向：性別・年齢別・身長別標準体重から肥満

度を求め，肥満度が 20％以上の者とする。 
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図 8-5 小・中学生の朝食欠食率の推移 

（出典：全国学力・学習状況調査） 

注１：平成 23年は、東日本大震災の影響等により、調査の実施を見送り 

注２：令和２年は新型コロナウイルス感染症の影響等により、調査の実施を見送り 

注３：「朝食を毎日食べていますか」という質問に対して、選択肢「している」、どちらかといえばしている」、

「あまりしていない」、「全くしていない」のうち、「あまりしていない」、「全くしていない」と回答 

注４：小学校６年生、中学校３年生が対象 

 

目標 18 子どもの週３回以上のスポーツ実施率の増加・非実施率の減少 

【評価 Ｃ 変わらない】 

○ 子どもの週３回以上のスポーツ実施率は有意な増加が認められましたが、

非実施率の減少は有意な変化が認められず、いずれも目標に達していません。

また近年では新型コロナウイルス感染症により、遊びや運動の機会が減少し

ていることも少なからず影響していると考えられます。 

〇 全国的に、積極的にスポーツをする子どもとそうでない子どもの二極化が

認められており、本県も同様の傾向と考えられます。 

 

目標 19 全出生数中の低出生体重児の割合の減少【評価 Ａ 目標値に達した】 

○ 全出生数中の低出生体重児の割合は有意な減少が認められましたが、経年

でみると横ばいで推移しています。減少率が低い要因として、妊娠前のやせ

の問題等が考えられます。 

 

目標 20 小学５年生の肥満傾向児の割合【評価 Ｄ 悪化している】 

○ 主に運動不足が悪化の原因として考えられ、男女別にみると、女児よりも男

児の方が肥満傾向児の割合が多くなっています。特に令和２年以降は、新型

コロナウイルス感染症対策として休み時間の外遊びや体育の授業での競技

等が制限され、活動量が低下したことが原因として考えられます。[図 8-6] 

〇 全国平均の割合と同程度となっています。 
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図 8-6 小学５年生の肥満傾向の割合 男女別 

（出典：学校保健統計調査） 

 

＜目標分野全体としての評価＞ 

次世代の健康における目標全体の評価は、「Ｃ 変わらない」です。 

○ 「子どもの週３回以上のスポーツ実施率・非実施率」について、実施率は改

善傾向ですが、非実施率は横ばいです。「小学５年生の肥満傾向児の割合」

は悪化しています。 
○ 個別に対応する取組が少なく、小、中、高校年代別の横断的な環境整備が整

っていないものと考えられます。 
 
ウ 関連する主な取組 
（中間評価（平成 29年度）以降「充実させた取組」「新規取組」は◎で記載） 

＜神奈川県＞ 
◎ 企業・団体・大学等と連携し、県内の幼稚園や保育所等で、子どもの未病対

策に資するプログラムを提供しました。 
○ 幼少期から健康的な食習慣を身につけるために、保護者はもとより教育・保

育に携わる方、関係団体等が連携して、食育を推進するための体制整備を行

いました。 

○ 子どもの頃から、食事や運動習慣など健康的な生活習慣を身に付けること

の重要性を普及啓発する九都県市共同の取組として、共通で使用できるポス

ターを作成し、県内の小学生及び未就学児が通う施設へ周知を図るとともに、

デジタル・コンテンツを作成し、トレインビジョン・大型ビジョン等へ掲載

して周知を図りました。 

○ アニメキャラクター「かなかなかぞく」を用いて、食事や運動習慣など健康

的な生活習慣を身につけることの大切さを普及する内容のリーフレット「か

なかな練習帳」を作成し、県内全ての小学校及び幼稚園・保育所等に配布し

ました。 

○ 未就学児の基礎的な運動機能の発達と体力の向上を促し、健やかな成長を

支援するため、就学前児童の教育・保育に従事する指導者向けの「運動」に
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関する研修を行いました。 

○ 食育の視点から、子どもの発育・発達に応じた食べる力を育むための人材育

成等を行いました。 

○ 親子ふれあい体操リーフレット（１歳６か月児から２歳児向けと３歳から

６歳児向け）を県内市町村に配布し、幼児期からの運動習慣づくりを推進し

ました。 

〇 子どもの体力・運動能力の向上、運動習慣の確立、生活習慣の改善のため、

学校の体力向上の取組を指導する体力向上サポーターの派遣や体力向上キ

ャラバン隊、夏休みのラジオ体操の普及活動などを行いました。 

＜市町村＞ 
○ 妊産婦健康診査、乳幼児健康診査を実施、育児教室を開催しました。 
○ 低出生体重児の要因といわれる妊娠前・妊娠期の母親の適正体重の維持や

喫煙、飲酒等の生活習慣の改善について、保健指導を行いました。  
○ 学校において、適切な食習慣を身につけるための食育を推進しました。 
○ 地域で子育てのしやすい環境をつくっていくため、子育てに関する幅広い

情報提供や親子で楽しめる体験ができる子育てフェアなどを開催しました。 
○ 子どもの生活習慣病予防対策教室を開催し、食習慣などの指導を行いまし

た。 
＜関係団体＞ 
○ 市町村祭りなどの機会を捉え、子ども達へ栄養・健康相談を行いました。 
○ 団体が実施するスポーツ教室で、子ども達がスポーツを体験する機会を提 

供しました。 
 
エ 今後の課題 

【朝食を欠食する小学５年生の割合の減少】 

○ 朝食を欠食する小学５年生の割合は改善が見られませんが、朝食を毎日食

べることは、栄養バランスに配慮した食生活や基本的な生活習慣を身に付け

る観点から非常に重要であるため、引き続き学校、家庭、地域が協働して子

どもの健やかな食習慣の定着に向けた取組を行う必要があります。 

○ 必要な栄養を摂るための管理栄養士等の支援、食品提供事業者の協力体制

等の環境整備など取組も必要です。 

○ また、学齢期から成人期へ切れ目のない対策を推進していくために、小学生

だけでなく中学生、高校生なども含めて、朝食欠食率や欠食の原因等を踏ま

えた検討も必要です。 

【子どもの週３回以上のスポーツ実施率の増加・非実施率の減少】 

○ 実施率は増加しているものの、目標値には達していません。引き続き、子ど

ものスポーツ実施率の向上に取り組んでいく必要があります。 

○ 運動嫌いやスポーツが苦手な子どもたちが、自由な時間にスポーツに親しめ
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る場や、気軽に活動できるような仕組み作りが重要です。 

○ 保護者に対する普及・啓発とともに、大人と子どもが一緒に体を動かすこと

の喜びを体験できるような機会の提供に取り組んでいく必要があります。 

【小学５年生の肥満傾向児の割合】 

○ 肥満傾向児については、男女別の傾向をとらえ対応する必要があります。 

○ 子どもの肥満とやせは、将来の大人の肥満とやせ、生活習慣病に移行する可

能性が示されています。食生活の改善及び身体活動の増加の推進等、総合的

な取組を行う必要があります。 

〇 学校における検診で把握した身長・体重を成長曲線等でモニタリングし、養

護教諭をはじめとした教職員によって肥満又はやせの傾向の児童生徒の早

期発見とその指導を行う必要があります。 

〇 学校給食の管理と食に関する指導の中核を担う栄養教諭により、肥満又は

やせの傾向にある児童生徒への個別指導がより行われることも求められて

います。 

〇 学校において、身体活動と栄養摂取の両面から個別に指導が行える環境づ

くりが必要です。 

【全出生数中の低出生体重児の割合の減少】 

○ 低出生体重児の出生の背景には妊娠前のやせの問題等がありますが、妊娠

前から将来の妊娠・出産を考えた健康管理を行うプレコンセプションケア
6の普及啓発を行っていく必要があります。 

 

＜参考文献 ＵＲＬ＞ 

○ 文部科学省：全国学力・学習状況調査 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/gakuryoku-chousa/  
○ 文部科学省：学校保健統計調査 

https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa05/hoken/1268826.htm 

○ 神奈川県健康増進課：かながわ女性の健康・未病サイト「未病女子 navi」 

https://joshi.me-byo.com/knowledge/careful/skinny05.html 

○ 文部科学省：栄養教諭の配置状況（令和 3年 5月 1日現在） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/sports/syokuiku/08040314.htm 

○ 厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会・次期国民健康づくり運動プラ

ン策定専門委員会．健康日本２１（第二次）の推進に関する参考資料．平成

24（2012）年７月． 

  https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/dl/kenkounippon21_02.pdf 

6 プレコンセプションケア：「女性やカップルを対象として将来の妊娠のための健康管理を促

す取組」とされている。WHO（世界保健機関）が「妊娠前の女性とカップルに医学的・行

動学的・社会的な保健介入を行うこと」と提唱し、国際的にも取組が推奨されている。 
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ア 目標項目の評価状況 

目標項目 評価 
目標 21 介護保険サービス利用者の増加の縮小 Ⅾ 

目標 22 ロコモティブシンドローム 7（運動器症候群）を認知して

いる 20歳以上の県民の割合の増加 
Ｃ 

目標 23 低栄養傾向の高齢者の増加の抑制 Ａ 

 

 

 

 

 
高齢者の健康の評価・分析に関する関係図 
 
  

7 ロコモティブシンドローム：「公益社団法人日本整形外科学会」が、運動器の障害による要

介護の状態や要介護リスクの高い状態を表す新しい言葉として、2007 年（平成 19年）に提唱

した。骨･関節、筋肉などの運動器の働きが衰えると、くらしの中の自立度が低下し、介護が

必要になったり、寝たきりになる可能性が高くなる。このように運動器の障害のため、要介護

や、要介護になる危険の高い状態をいう。 

③ 高齢者の健康 評価 
Ｃ 

＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した 
Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 
（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない  Ｄ 悪化している  Ｅ 評価困難 

 

厚生労働科学研究「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究」  

（研究代表者 辻一郎）を参考に作成 

第１段
＜生活習慣等の改善＞

第３段
＜要介護状態への移行抑制・認知症の発症予防や進行抑制・幸福感やメンタルヘルス低下の予防＞

第２段
＜危険因子・基礎的病態の低減＞

主体的な社会参加や

就労、人のつながり

４つの危険因子・基礎的病態の低減を達成した場合

栄養・食生活

歯・口腔の健康
身体活動・運動

ヘルスリテラシーや

メディアリテラシー
建造環境 ライフコース

介護保険サービス利用者の

増加の縮小

認知症の発症や

進行の抑制

幸福感やメンタルヘルス

低下の予防

３つの生活習慣等の改善を達成した場合

Ｄ

Ｄ
Ｃ
Ｂ

生活習慣病の

有病者割合の減少

フレイル（ロコモティブシン

ドローム を含む）

割合の減少

社会的孤立・孤独・

閉じこもり者割合の

減少

気分障害（躁うつ病

含む）の患者数の減少
Ｄ

7
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目標 21 介護保険サービス利用者の増加の縮小 

○ 直近実績値（令和３年）は 36万人です。基準値（平成 24年）の 26万人と

推定値を結ぶ直線よりも高い数値であり、有意に増加が認められ「Ｄ 悪化

している」と評価しました。[図 9-1] 

  

 
 

 

目標 22 ロコモティブシンドローム（運動器症候群）を認知している 20歳以上の 

 県民の割合の増加 

○ 直近実績値（令和元年）は 16.6％です。基準値（平成 25年）の 9.6％から

有意な増減は認められず「Ｃ 変わらない」と評価しました。[図 9-2] 

 

 

 

 

目標 23 低栄養傾向の高齢者の増加の抑制 

○ 直近実績値（令和元年）は 17.4％です。基準値（平成 22年）の 16.9％と推

定値を結ぶ直線よりも低い数値であり、目標値の 22.0％を下回っているた

め、「Ａ 目標値に達した」と評価しました。[図 9-3] 

※本目標値は、平成 22 年を基準時点として、その出現率が今後も同じと仮

定し、高齢化を加味した推定人数です。 
○ 本県の低栄養傾向の高齢者の割合は、全国平均と同程度であり、横ばいで推

移しています。[図 9-4] 

図 9-2 ロコモティブシンドロームを認知している県民の割合（20歳以上） 
（出典：県民健康・栄養調査） 

図 9-1 介護保険サービス利用者 

（出典：介護保険事業状況報告） 
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イ 各目標項目の評価に係る分析及び分野全体としての評価 

＜各目標項目の評価の要因分析＞ 

目標 21 介護保険サービス利用者の増加の減少【評価 Ｄ 悪化している】 

 〇 本県の要支援・要介護認定者率は令和３年 18.2％（暫定）で全国より低

く、その理由は年齢構成が比較的若いことが考えられます。一方で、高齢

者人口は増加しており、これに伴い要支援・要介護認定者も増加し、令和

３年度の介護サービス利用者数は、平成 12年度の 3.9倍（暫定）となっ

ています１）。 

 

目標 22 ロコモティブシンドローム（運動器症候群）を認知している 20歳以上の 

県民の割合の増加【評価 Ｃ 変わらない】 

 〇 ロコモティブシンドロームの認

知度は、言葉も意味も知ってい

る者の割合を評価しています

が、「聞いたことはあるが意味

は知らない」も合わせると、平

成 29年～令和元年では、40歳

以上で 40〜50％の者が認知し

ています。高齢になるにつれ

て、意識する人が増加する傾

向にあります。[図 9-5] 

 

目標 23 低栄養傾向の高齢者の増加の抑制【評価 Ａ 目標値に達した】 

 〇 低栄養傾向の高齢者は、増加を抑制できており、これは、地域の食生活改

善や、低栄養の防止につながる口腔機能の維持・向上の取組の成果が出て

いると考えられます。 

図 9-3  低栄養傾向の高齢者の割合

（BMI20以下）（65～74歳） 

（出典：NDBオープンデータ） 

図 9-5 ロコモティブシンドローム認知度 
（20歳以上）（平成 29～令和元年）年齢階級別 
（出典：県民健康・栄養調査） 

図 9-4 低栄養傾向の高齢者の割合（BMI20

以下）（65歳以上）全国 

（出典：国民健康・栄養調査） 
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＜目標分野全体としての評価＞ 

高齢者の健康における目標分野全体としての評価は、「Ｃ 変わらない」です。 

 ○ 低栄養傾向の高齢者の増加は抑制できています。一方で、介護保険サービス

利用者は有意に増加しており、要支援・要介護認定者の増加が原因として考

えられます１）。ロコモティブシンドロームの認知度は変わらない結果とな

り、若者の認知度の低さが要因の一つと考えられます。 

 

ウ 関連する主な取組 

（中間評価（平成 29年度）以降「充実させた取組」「新規取組」は◎で記載） 

＜神奈川県＞ 

◎ 高齢者が、自らフレイルを早期に発見し、改善の取組を実践できるようにす

るため、市町村や関係団体等と連携しながら自己チェックの機会を提供する

とともに、食・運動・社会参加の重要性について啓発を図りました。 

◎ 高齢者の社会参加・支え合い体制づくりや高齢者の保健事業と介護予防の

一体的実施等の取組等、近年の市町村介護予防事業に対応した人材を養成し

ました。 

○ 認知症のリスクを軽減するため、コグニサイズ 8の普及を図りました。 

○ ロコモティブシンドロームの知識を普及するとともに、高齢者が無理なく

楽しんで取り組める散歩や運動を促す取組を進めました。 

○ 高齢者でも無理なく楽しんで運動に取り組めるよう、ノルディック・ウォー

キング体験会などの機会を提供しました。 

＜市町村＞ 

○ 高齢者の食事や栄養の改善を図るため、介護予防事業や栄養改善事業など

で、食生活に関する普及啓発や保健指導を行いました。 

○ ウォーキングイベント、運動教室、脳と体を同時に動かすコグニサイズの講

座を開催しました。 

○ フレイルサポーター9を養成する講座を開催しました 

○ 認知症サポーター養成講座を開催しました。 

○ 食事の支度が困難な一人暮らし高齢者または高齢者のみ世帯に、安否確認

を兼ねて食事を自宅へ届ける配食サービス事業を実施しました。 

 

 

8 コグニサイズ：コグニション（認知）とエクササイズ（運動）を組み合わせた造語。頭で

考えるコグニション課題と身体を動かすエクササイズ課題を同時に行うことで、脳と身体の

機能を効果的に向上させることが期待される。 
9 フレイルサポーター：フレイル予防を自分事化するための質問・計測の手法である住民主

体のフレイルチェックの方式について、一定の研修を受け、地域の健康づくりの担い手とし

て活躍するボランティアのこと。 
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＜関係団体＞ 

○ 市民公開講座やイベントなどで、栄養や運動に係る普及啓発を行いました。 

○ 県民の健康づくり実践活動を支援するため、ロコモティブシンドローム対

策や、転倒を防ぐための各種健康測定を実施しました。 

○ 介護予防エクササイズの普及啓発を行いました。 

○ 各市レクリエーション協会と協同でニュースポーツ体験会を開催しました。 

 

エ 今後の課題 

〇 介護保険サービス利用者の増加の縮小には、高齢者が介護の必要な状態に

ならず、自立した生活ができるよう介護予防事業を進めることが必要です。

現在、地域全体で高齢者を支える地域包括ケアシステムの構築が進められて

いるところです。 

〇 低栄養高齢者の増加の抑制については、65～74 歳を対象に評価しています

が、前期高齢者（65～74歳）と後期高齢者（75歳以上）では、その健康度

が大きく異なりアプローチの内容や方法、評価等を分けて行う必要がありま

す。 

〇 運動面の衰えであるロコモティブシンドロームだけでなく、栄養面、社会参

加の面での衰えも防ぐ必要があることから、フレイルに着目した普及啓発が

必要です。 

〇 フレイル対策の３本柱は、栄養・運動・社会参加ですが、高齢者の栄養改善

（として、メタボリックシンドローム対策からフレイル対策の食べ方へのギ

アチェンジすることにより、ロコモティブシンドロームやフレイルへの対策

をとし、ひいては、介護保険サービス利用者の増加の減少につなげていく必

要があります。 

〇 高齢者の健康格差を広げない社会参加として「通いの場」が有効であるとの

報告があります２）。現在体制整備が進む保健事業と介護予防の一体的実施に

おいても、通いの場の更なる活用が期待されます。 

〇 高齢者に対する普及啓発の場については、スーパーマーケット等の活用も

有効であり、食環境整備の両輪である情報へのアクセス（正しい情報の提供）

と食物へのアクセス(自身のフレイル予防のための食品の入手)を併せて行

うことが可能です。 

〇 高齢者、特に後期高齢者に対して情報発信する際には、その年代に合った方

法をとることが重要であり、ＩＣＴ等の活用にあたっては、受け手である高

齢者に有効な手法等を考慮する必要があります。 

 

＜参考文献 ＵＲＬ＞ 

○ 厚生労働省 市町村セミナー「後期高齢者の健康」2016年６月 17日 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-
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検討会」報告書 

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/newpage_19522.html 

〇 一般社団法人日本医学会連合「フレイル・ロコモ克服のための医学会宣言」 
解説 
https://www.jmsf.or.jp/activity/page_792.html 

○ １）神奈川県高齢福祉課：かながわ高齢者保健福祉計画（第８期 2021年 

度～2023年度） 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/u6s/cnt/f300419/index.html 

〇 ２）千葉大学 Press Release No: 288-21-26  

2021 年 7 月発行：高齢者の健康格差を広げない社会参加は？ 

https://www.jages.net/library/pressrelease/?action=cabinet_action_

main_download&block_id=4030&room_id=549&cabinet_id=253&file_id=997

4&upload_id=13476 

〇 厚生労働行政推進調査事業費補助金循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策

総合研究事業「健康日本 21（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動

に向けた研究 

https://www.pbhealth.med.tohoku.ac.jp/report.html 
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（３）健康を支え、守るための社会環境の整備 

 
ア 目標項目の評価状況 

目標項目 評価 
目標 54 「未病改善」の取組を行っている人の割合の増加 Ｃ 

目標 55 未病センターの利用者数の増加 Ｄ 

目標 24 健康づくりを目的とした活動に主体的に関わっている県民

の割合の増加 
Ｄ 

目標 25 健康づくり事業等において、健康格差対策を図っている市

町村の増加 
Ａ 

 

 

 

 

 
健康を支え、守るための社会環境の整備の評価・分析に関する関係図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

健康を支え、守るための社会環境の整備 評価 
Ｃ 

＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した 
Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 
（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない  Ｄ 悪化している  Ｅ 評価困難 

 

健康日本２１（第二次）の推進に関する参考資料を参考に作成 

〈ソーシャルキャピタルの向上〉

①地域のつながりの強化

〈多様な活動主体による自発的取組の推進〉

②健康づくりに主体的に関わる県民の割合の増加

③「未病改善」の取組を行っている人の割合の増加

④健康づくりの活動に主体的に取り組む企業数の増加

⑤健康づくりに関して身近で専門的な支援・相談が受けられる民間団体の活動拠点数の増加

⑥未病センターの利用者数の増加

〈健康格差の縮小〉

⑦健康格差の実態を把握し、対策に取り組む自治体の増加

Ｄ

A

Ｄ

Ｃ

健康を支え、守るための社会環境の整備
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目標 54 「未病改善」の取組を行っている人の割合の増加 

○ 直近実績値（令和３年）は

56.9％です。基準値（平成 30年）

の 58.3％から有意な変化は認

められず「Ｃ 変わらない」と

評価しました。[図 10-1] 
〇 なお、直近実績値は、令和２年

以降の新型コロナウイルス感

染症拡大の影響を受けている

と考えられます。 

 
 

目標 55 未病センターの利用者数の増加 

○ 直近実績値（令和３年）は

106,617 人です。基準値（平成

30年）の 353,717人から有意な

減少が認められ「Ｄ 悪化して

いる」と評価しました。[図 10-

2] 

〇 なお、直近実績値は、令和２年

以降の新型コロナウイルス感

染症拡大の影響を受けている

と考えられます。 

 
 

目標 24 健康づくりを目的とした活動に主体的に関わっている県民の割合の増加 

○ 直近実績値（令和３年）は 1.9％

です。基準値（平成 23 年）の

2.7％から有意な減少が認めら

れ「Ｄ 悪化している」と評価

しました。[図 10-3] 

○ 本県は全国平均と同程度の数

値で推移しています。 

〇 なお、直近実績値は、令和２年

以降の新型コロナウイルス感

染症拡大の影響を受けている

可能性があります。 

 

図 10-1 「未病改善」の取組を行っている人の

割合（出典：県民ニーズ調査、健康増進課調べ） 

図 10-2 未病センターの利用者数 

（出典：健康増進課調べ） 

図 10-3 健康や医療サービスに関係したボラ

ンティア活動をしている割合 

（出典：社会生活基本調査） 
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目標 25 健康づくり事業等において、健康格差対策を図っている市町村の増加 

○ 直近実績値（令和３年）は 33市

町村です。既に目標値に達して

いるため、「Ａ 目標値に達し

た」と評価しました。[図 10-4] 

 

 

 

 

 

 

 

イ 各目標項目の評価に係る分析及び分野全体としての評価 

＜各目標項目の評価の要因分析＞ 

目標 54 「未病改善」の取組を行っている人の割合の増加  

【評価 Ｃ 変わらない】 

 〇 令和２年までは増加傾向でしたが、令和３年に基準値と同水準まで減少し

ました。新型コロナウイルス感染症対策による外出自粛等により、運動不

足や人とのかかわりの減少が生じ、「未病改善」の取組を行う機会が減少

したことが原因と考えられます。 

 

目標 55 未病センターの利用者数の増加【評価 Ｄ 悪化している】 

 〇 県では、誰もが手軽に健康状態や体力等をチェックでき、専門家からのアド

バイスを受けられる「未病センター」を認証し、あわせて健康支援プログラ

ム等により未病改善に役立つ情報を提供することで、未病改善に取り組む

ことのできる環境整備を進めましたが、その利用者数は、平成 30 年（約 35

万人）から令和元年までは数を伸ばしたものの、令和２年以降（約 10万人）

減少しました。 

 〇 これは、新型コロナウイルス感染症対策のために、未病センターの利用を制

限または中止したことによる影響と考えられます。 

 

目標 24 健康づくりを目的とした活動に主体的に関わっている県民の割合の増加 

【評価 Ｄ 悪化している】 

 ○ 平成 23 年から平成 28 年までは同水準で推移していましたが、令和３年は

減少しました。新型コロナウイルス感染症対策の影響により、ボランティア

等の社会参加の機会が減少したことが要因の一つとして考えられます。 

  

図 10-4 健康格差対策を図っている市町村数 

（出典：健康増進課調べ） 
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目標 25 健康づくり事業等において、健康格差対策を図っている市町村の増加 

【評価 Ａ 目標値に達した】 

〇 市町村では、健康状態や健康意識等について県平均や他自治体との差を把

握して、対策を図っています。 

〇 平成 28年には、全市町村で健康格差対策が図られており、令和３年におい

ても維持されています。 

 

＜目標分野全体としての評価＞ 

健康を支え、守るための社会環境の整備における目標分野全体としての評価は、

「Ｃ 変わらない」です。 

 ○ 「未病改善」の取組を行っている人の割合や未病センターの利用者数、健康

づくりを目的とした活動に主体的に関わっている県民の割合は、いずれも

直近実績値は減少傾向です。新型コロナウイルス感染症対策の影響により、

外出や運動、社会参加等の機会が減少したことが原因として考えられます。 

 

ウ 関連する主な取組 

（中間評価（平成 29年度）以降「充実させた取組」「新規取組」は◎で記載） 

＜神奈川県＞ 
○ 食生活改善推進員、未病サポーター、フレイルサポーターなど、地域で健

康づくりを支えるボランティアの育成を行いました。 
○ オーラルフレイル健口（8020運動）推進員など、地域で健康づくりを支え

るボランティアを養成しました。 
◎ 「未病バレー『ビオトピア』」において体験型施設を運営し、未病改善の実

践を促進しました。 
◎ 未病改善の実践につながる動画を作成し、YouTube で発信しました。 
◎ 公園内にウォーキングルートを設定し、スタンプラリーやウォーキングの

記録で健康増進を進めやすい環境を整備しました。 
◎ 地域が主体となって実施する健康体操など、高齢者の「居場所」を確保す

る取組を支援するため、老人クラブとの連携、協働による事業を実施しま

した。 

◎ シニア劇団の運営やシニアダンス企画、障がい者が参加する舞台公演等を

実施することで、文化芸術の面から共生社会の実現や未病の改善を後押し

しました。 

〇 県内の介護保険、人口動態統計などの健康指標について、定期的な情報収

集・分析・提供を行いました。 

〇 県民が健康づくりに主体的に取り組んでいる状況や、地域の特徴を踏まえ

た健康対策の取組状況について、情報収集・提供を行いました。 

〇 県民の未病改善の実践を支援するため、手軽に健康状態や体力等をチェッ
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クし、その結果に基づくアドバイスや未病改善に関する情報提供を受けら

れる「未病センター」の設置を促進しました。 

〇 企業・団体などに未病改善の普及啓発などに協力いただく「かながわ未病

改善協力制度」を推進しました。 

◎ ＣＨＯ（健康最高責任者）を設置して健康経営に取り組む企業や団体を

「ＣＨＯ構想推進事業所」として登録する制度を創設し、企業間で歩数を

競う「企業対応ウォーキングキャンペーン」を実施するなど働く世代の未

病改善を進めました。 

〇 未病改善の実践に役立つ情報を総合的に提供するインターネットサイト

「かながわ未病改善ナビサイト」を開設しました。 

〇 生涯学習情報システムなどの活用により、学習情報・スポーツ情報を提供

する環境を整備し、生涯学習情報システムでは、平成 28年度に 33,923件

の情報を提供しました。 

〇 県民が気軽に健康測定を行えるよう、公園に健康測定器具を設置しまし

た。 

◎ 古典ヨガを通じて、心と体の健康維持を目指す運動プログラムを実施、オ

ンライン参加も対応可能にしました。 

◎ 高齢者を主対象に、運動遊具を利用したやさしい運動教室を行い自立的に

運営できるようにするための、地域指導員養成講座を開催しました。 

＜市町村＞ 
〇 地域包括ケア等に関わる協議体の整備を進めました。 
〇 住民の生活習慣や地域の社会資源、健康状態や影響する要因等を加味した

効果的な健康づくりを進めました。 
〇 家庭や地域で食生活改善活動を実践する食生活改善推進員（ヘルスメイ

ト）、高齢者のフレイルチェックのサポーターを養成しました。 
〇 地域で健康づくりをサポートするボランティアの育成のための研修会を開

催しました。 
＜関係団体＞ 
〇 県や市町村が行う健康づくり講演会等に対して、講師や指導者の派遣な 

ど、連携して実施しました。 
〇 各種団体の連携による、講演会等の健康づくり事業を行いました。 
〇 健康づくりに従事する指導者を育成するため、研修会を開催しました。 

 

エ 今後の課題 

〇 未病センターを今後より多くの方に活用してもらうため、健康に無関心・

無行動な層の利用にもつながるような取組を検討することが必要です。 
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〇 健康格差対策は、取組の有無のみではなく、その内容についても検証が必

要です。また、地域性に関するものだけでなく、世帯状況、職業、所得等

の社会経済的な属性にも着目していく必要があります。 

〇 健康づくりを目的とした活動に主体的に関わっている県民の割合の項目に

ついて、この指標が健康増進と関連を示すかどうか明確ではないため、今

後検証が必要です。 
 

＜参考文献 ＵＲＬ＞ 

〇 厚生労働省：「自然に健康になれる持続可能な食環境づくりの推進に向けた

検討会」報告書 

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/newpage_19522.html 
○ 厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会・次期国民健康づくり運動プラ

ン策定専門委員会．健康日本２１（第二次）の推進に関する参考資料．平成

24（2012）年７月． 

https://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/dl/kenkounippon21_02.pdf 
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（４）栄養・食生活、身体活動・運動、休養・こころの健康づくり、飲酒、喫煙 

及び歯・口腔の健康に関する生活習慣の改善の促進 

 
ア 目標項目の評価状況 

目標項目 評価 
目標 26 適正体重を維持している者の割合の増加 Ｂ 

20～60歳代 男性の肥満者の減少 （Ｃ） 

     40～60歳代 女性の肥満者の減少 （Ｃ） 
     20歳代 女性のやせの減少 （Ａ） 
目標 27 主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日が 

ほぼ毎日の者の割合の増加 
Ｃ 

目標 28 食塩一日摂取量が８g未満の者の割合の増加  Ｂ＊ 

目標 29 野菜一日摂取量が 350ｇ以上の者の割合の増加 Ｃ 

目標 30 果物一日摂取量が 100g未満の者の割合の減少  Ｂ＊ 

目標 31 朝食又は夕食を家族と一緒に食べる共食の回数の増加 Ｃ 

目標 32 栄養成分(４項目)を表示している特定給食施設の割合の増加  Ｂ＊ 

 

 

 

 

栄養・食生活の評価・分析に関する関係図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 栄養・食生活 評価 
Ｃ 

＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した 
Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 
（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない  Ｄ 悪化している  Ｅ 評価困難 

 

厚生労働科学研究「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究」  

（研究代表者 辻一郎）を参考に作成 

アウトカム
（食物摂取・
栄養状態）

アウトプット
（行動・環境）

・肥満・やせの減少（小児、成人、高齢者）

・食塩摂取量の減少

・野菜摂取量の増加

・果物摂取量の増加

【個人】

・主食・主菜・副菜を組み合わせた食事をする行動の増

加

・栄養・食生活知識・態度の向上

・健診・保健指導の受診

【環境】

・特定給食施設(保育所、学校、事業所)で適切な栄養管

理をしている数の増加

・共食の場、通いの場、社会的関わり・役割がある場の

増加

【個人アプローチ】

・栄養・食生活プログラム（健診・保健指導、栄養指導、

栄養教室）の提供

・社会的支援（仲間、自主グループ、指導者育成）の増

加

・社会的役割（仕事、家事、ボランティア、社会参加）の

機会の増加

【環境アプローチ】

・特定給食施設（保育所、学校、事業所等）の喫食者の

食事バランス、適正体重、食塩低減についての理解を

深める取組

・情報・啓発（ガイドライン、キャンペーン）

【セッティング】（取組の場）

・保育所・学校における対策（健診、栄養教育、給食、環境整備など）

・職場における対策（健診・保健指導、健康経営、栄養プログラム、給食、環境整備など）

・地域における対策（健診・保健指導、食関連NPO活動、栄養改善自主グループ、共食や通いの場など）

Ｃ

Ｂ
Ｂ*
Ｂ*
Ｃ

プロセス
（取組・対策）

90



目標 26 適正体重を維持している者の割合の増加 

＜20～60歳代 男性の肥満者の減少＞          

○ 直近実績値（平成 29 年～令和元年）は 28.6％です。基準値（平成 21 年～

平成 23年）の 28.2％から有意な変化は認められず「Ｃ 変わらない」と評

価しました。[図 11-1]        

○ 全国平均と比べ、本県は 20～60歳代男性の肥満者が少ない傾向にあります。

[図 11-2] 

 

  

 

＜40～60歳代 女性の肥満者の減少＞ 

○ 直近実績値（平成 29 年～令和元年）は 21.7％です。基準値（平成 21 年～

平成 23年）の 17.2％から有意な変化は認められず「Ｃ 変わらない」と評

価しました。 [図 11-3] 

○ 全国においても、本県と同様の傾向です。[図 11-4] 

 

  

 

図 11-1 男性肥満者（BMI≧25㎏/㎡）の

割合（20～60歳代） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

図 11-3 女性肥満者（BMI≧25 ㎏/㎡）

の割合（20～60歳代） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

図 11-2 男性肥満者（BMI≧25㎏/㎡）の割

合（20～60歳代）全国 

（出典：国民健康・栄養調査） 

図 11-4 女性肥満者（BMI≧25㎏/㎡）の

割合（40～60歳代）全国 

（出典：国民健康・栄養調査） 
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＜20歳代 女性のやせの減少＞             

○ 直近実績値（平成 29年～令和元年）は 14.7％です。目標値は 20.0％であ

り、既に目標値に達しているため「Ａ 目標値に達した」と評価しました。

[図 11-6] 

○ 全国平均と比べ、本県は女性のやせが少ない傾向にありますが、本県では

母数が極めて少なく調査年により結果にばらつきがあります。[図 11-7] 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図 11-6 女性のやせ（BMI≧18.5 ㎏/㎡）

の割合（20歳代） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

図 11-5 肥満者（BMI≧25kg/㎡）の割合（20歳以上、年齢階級別）（平成 29～令和元年） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 

図 11-7 女性のやせ（BMI≧18.5 ㎏/㎡）

の割合（20歳代）全国 

（出典：国民健康・栄養調査） 
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＜参考＞ 体格に関する栄養素摂取状況 

○ 摂取エネルギー量の年次推移では、有意な増減が見られないものの、肥満

の一因となり得る脂質と飽和脂肪酸の摂取量は有意に増加しました。 

[図 11-8～図 11-10] 

  
図 11-8 エネルギーの摂取量 年次推移（20歳以上、年齢調整値） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

  
図 11-9 脂質の摂取量 年次推移（20歳以上、年齢調整値） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

  
図 11-10 飽和脂肪酸の摂取量 年次推移（20歳以上、年齢調整値） 

（出典：県民健康・栄養調査） 
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目標 27 主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日の

者の割合の増加 

○ 直近実績値（令和元年）は 56.3％です。基準値（平成 25年）の 61.9％から

有意な変化は認められず「Ｃ 変わらない」と評価しました。 [図 11-11] 

○ 「主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上食べる日」がほとん

ど毎日ある人について、性別・年齢階級別に見ると、男性では 30 代、女性

では 20代が少ない傾向にあります。[図 11-13] 

  

 
 

 

 

 

 
図 11-13 ｢主食･主菜・副菜を組み合わせた食事１日２回以上の日｣がほぼ毎日の者の割

合 年齢階級別（15歳以上）（平成 29～令和元年） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 

 

 

 

 

 

 

図 11-11 主食・主菜・副菜を組み合わせ

た食事が 1 日 2 回以上の日がほぼ毎日の

者の割合（15歳以上） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

図 11-12 主食・主菜・副菜を組み合わせた

食事が 1日 2回以上の日がほぼ毎日の者の割

合（20歳以上）全国 

（出典：食育の現状と意識に関する調査） 
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目標 28 食塩一日摂取量が８ｇ未満の者の割合の増加 

○ 直近実績値（平成 29 年～令和元年）は 32.3％です。基準値（平成 21 年～

平成 23 年）の 28.1％から有意な増加が認められ「Ｂ＊ 現時点で目標値に

達していないが、改善している」と評価しました。[図 11-14] 

○ 食塩摂取量の平均値は、直近値（令和元年）10.1ｇで、男女別では、男性 10.7

ｇ、女性 9.6ｇでした。[図 11-16] 

  

 

  

 

 

 

目標 29 野菜一日摂取量が 350ｇ以上の者の割合の増加 

○ 直近実績値（平成29年～令和元年）

は 30.1％です。基準値（平成 21年

～平成 23年）の 26.8％から有意な

変化は認められず「Ｃ 変わらな

い」と評価しました。 

[図 11-17] 

 

 

 

 

図 11-14 食塩一日摂取量が８ｇ未

満の者の割合 

（出典：県民健康・栄養調査） 

図 11-17 野菜一日摂取量が 350g 以上の

者の割合 

（出典：県民健康・栄養調査） 

図 11-15 食塩一日摂取量が８g 未満の者の

割合 年次推移 

（出典：県民健康・栄養調査） 

図 11-16 食塩一日摂取量 年次推移 

（出典：神奈川県「県民健康・栄養調査」、全国「国民健康・栄養調査」） 
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図 11-19 緑黄色野菜の摂取量 年次推移（20歳以上、年齢調整値） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 
図 11-20 その他の野菜の摂取量 年次推移（20歳以上、年齢調整値） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 

 

 

 

 

 

図 11-18 野菜一日摂取量が 350ｇ以上の者の割合 年次推移 

（出典：神奈川県「県民健康・栄養調査」、全国「国民健康・栄養調査」） 
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目標 30 果物一日摂取量が 100ｇ未満の者の割合の減少 

○ 直近実績値（平成 29年～令和元年）

は 57.0％です。基準値（平成 21年

～平成 23年）の 61.3％から有意な

減少が認められ「Ｂ＊ 現時点で目

標値に達していないが、改善傾向

にある」と評価しました。 

[図 11-21] 

 

 

 

 

  
 
 

 

 
図 11-23 果実類の摂取量 年次推移（20歳以上、年齢調整値） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 

 

 

 

 

図 11-21 果物一日摂取量が 100g 未満の

者の割合 

（出典：県民健康・栄養調査） 

図 11-22 果物一日摂取量が 100ｇ未満の者の割合 年次推移 

（出典：神奈川県「県民健康・栄養調査」、全国「国民健康・栄養調査」） 
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目標 31 朝食又は夕食を家族と一緒に食べる共食の回数の増加 

○ 直近実績値（令和４年）は９回/

週です。基準値（平成 24）の９回

/週と変化がなく、「Ｃ 変わらな

い」と評価しました。[図 11-24] 

○ なお、直近実績値は、令和２年以

降の新型コロナウイルス感染症

拡大の影響を受けている可能性

があります。 

 

 

 

目標 32 栄養成分（４項目）を表示している特定給食施設の割合の増加 

○ 直近実績値（令和３年）は 93.6％

です。基準値（平成 23）の 83.7％

から有意な変化が認められまし

たが、目標値には達していない

ため、「Ｂ＊ 現時点で目標値に

達していないが、改善傾向にあ

る」と評価しました。[図 11-25] 

 
 

 

 

イ 各目標項目の評価に係る分析及び分野全体としての評価 

＜各目標項目の評価の要因分析＞ 

目標 26 適正体重を維持している者の割合の増加 

【評価 Ｂ＊ 現時点で目標値に達していないが、改善傾向にある】 

〇 エネルギー摂取量は変化していないものの、脂質と飽和脂肪酸が有意に増

加しており、体重、体格や血液検査値にも影響している可能性があります。

[図 11-8～図 11-10] 

○ 若年女性のやせについては、目標を達成しました。統計調査が異なるため、

単純比較はできませんが、学校保健統計調査で、小中高校生の女子における

やせの割合が５％程度となっていることを踏まえると、20 歳代になる頃に

はやせの割合が 15％程度まで増える傾向があるため、楽観はできないもの

と思われます。 

 

 

図 11-24 朝食又は夕食を家族と一緒に食

べる共食の回数 

（出典：県民ニーズ調査） 

図 11-25 栄養成分（４項目）を表示している

特定給食施設の割合 

（出典：栄養・食生活対策推進事業実績報告） 
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目標 27, 29【評価 Ｃ 変わらない】 

目標 28，30【評価 Ｂ＊ 現時点で目標値に達していないが、改善傾向にある】 

27 主食・主菜・副菜を組合せた食事が 1日 2回以上の日がほぼ毎日の者の割

合の増加 

28 食塩一日摂取量が８g未満の者の割合の増加 

29 野菜一日摂取量が 350ｇ以上の者の割合の増加 

30 果物一日摂取量が 100g未満の者の割合の減少 

〇 主食・主菜・副菜を組み合わせた食習慣については、性別や年齢階級別に違

いが見られます。特に、若い世代で主食・主菜・副菜を組み合わせることが

できていない状況です。 

〇 食塩摂取量については、様々な取組の中で普及啓発が進み減少傾向ですが、

本計画の目標値及び「日本人の食事摂取基準（2020年版）」による目標値（１

日当たり男性 7.5ｇ未満、女性 6.5ｇ未満）の達成は難しい状況です。 

〇 野菜一日摂取量が 350ｇ以上の者の割合については目標を達成できなかっ

たものの、経年的には有意に増加しています。摂取が増加している野菜は、

淡色野菜（キャベツ、大根、白菜等）を含むその他の野菜と考えられます。 

  ［図 11-19、図 11-20］ 

〇 果物一日摂取量が 100ｇ未満の者の割合は目標を達成できなかったものの、

経年的には減少しています。果物摂取量の平均値としては、総数と男性にお

いて有意に減少しています。また、果物に特化した取組が少ない現状です。

［図 11-23］ 

 

目標 31 朝食又は夕食を家族と一緒に食べる共食の回数の増加 

【評価 Ｃ 変わらない】 

〇 共食については、家族と一緒に食べる回数としては経年的にも変化があり

ませんでした。 

 

目標 32 栄養成分（４項目）を表示している特定給食施設の割合の増加 

【評価 Ｂ＊ 現時点で目標値に達していないが、改善傾向にある】 

〇 栄養成分（４項目）を表示している特定給食施設の割合は、健康増進法に基

づく実地指導、管理者や管理栄養士等を対象にした講習会等の人材育成の

取組などにより、増加してきているものの目標値には達していません。 

〇 従来、栄養成分を表示していた特定給食施設において、表示の継続がなされ

なかったことも影響しています。献立ソフトの入替等による出力帳票の変

更や、管理栄養士・栄養士の異動等により、栄養成分表示が対象者の支援

者・家族等に向けた栄養情報の提供でもあるという視点が引き継がれない

場合、表示の理解が難しい等の対象者の特性から、表示の意義を見出せなか

った等の理由が考えられます。 
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＜目標分野全体としての評価＞ 

目標全体の評価は「Ｃ 変わらない」でした。 

〇 様々な機会を捉えて、各種取組により県民に対してより正確な情報の提供

を進めているものの、個人が食生活や食行動を変容するまでの支援をする

ことが難しく、各目標の達成には至りませんでした。 

 
ウ 関連する主な取組 

（中間評価（平成 29年度）以降「充実させた取組」「新規取組」は◎で記載） 

＜神奈川県＞ 

◎ 20～40歳代の女性をターゲットに、「ME-BYO STYLE」（手軽にできる「未病

の改善」の方法を生活習慣に取り入れたライフスタイル）の普及啓発を行

いました。 

〇 保健福祉事務所において高齢者のフレイル予防を推進するため、関係機

関・団体等と連携し、課題解決に向け協議しました。 

〇 家族が食卓を囲んで共に食事を食べながら、コミュニケーションを図る共

食を推進しました。 

〇 適切な栄養・食生活を維持するために、栄養成分表示などについて、特定

給食施設の利用者や県民に情報提供を行いました。 

◎ 「そろえて食べてスマイルスリー」～主食・主菜・副菜をそろえた食事～

を共通テーマに全保健福祉事務所が特定給食施設等（事業所）と連携した

健康づくりに取り組みました。 

◎ 特定給食施設等の管理者や栄養士等を対象に研修会を開催し、人材育成を

行いました。 

〇 地域の団体と連携した栄養・食生活改善活動を包括的に推進するために、

食生活改善推進員 10の育成に取り組みました。 

◎ 食生活改善推進員による健康づくりに資する献立の作成や、料理教室の実

施など、市町村、学校、関係機関、関係団体と連携した活発な地域活動を行

いました。 

〇 医療、歯科医療、薬事、栄養、農業など各分野の有識者を構成員とする研

究会を開催するとともに、医食農同源の取組や食の大切さ、開発したメニ

ューの普及を行いました。 

〇 食育の理解や意識の向上を図るため、「かながわ食育フェスタ」を開催し

ました。 

〇 若い世代が食生活の重要性について認識し、適正な食習慣を身につけられ

るよう、「若い世代向け料理教室」を開催しました。 

10 食生活改善推進員：市町村が開催する講座に参加し、食生活改善や健康づくりに関する講

習を受けた方々のこと。全講座の終了後に、市町村ごとの食生活改善推進団体に加入し、地

域で活動を行う。「ヘルスメイト」の愛称で親しまれている。 
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〇 県内各地で「未病を改善する栄養サポートステーション」を開催し、管理

栄養士による食事バランスチェックなどを行いました。 

＜市町村＞ 

〇 乳幼児から高齢者まであらゆる年代に対し健診、健康講座等の機会を捉

え、適切な栄養・食生活に関する情報提供・普及啓発を行いました。 

〇 健康に関するイベントや検診結果報告会などで、減塩食試食など体験を通

じた啓発を行いました。 

〇 生活習慣病予防のための講話とともに簡単にできる料理を紹介、技術の習

得も合わせた教室を開催しました。 

〇 忙しい働き盛りの世代を対象に、冷蔵庫の中にあるもので短時間にできる

料理教室を開催しました。 

〇 小中学校において、栄養のバランスや規則正しい食生活、食品の安全性な

どについて、教科等の内容と関連させた講義を行いました。 

＜関係団体＞ 

〇 食生活改善推進員による地域に根ざした食育、健康づくりに資する献立の

作成や、料理教室、講習会等を行政、関係機関等と連携して行いました。 

〇 県栄養士会の栄養サポートステーション事業による栄養相談、講座・教

室、在宅訪問を行いました。 

〇 地域の高齢者等へ食事サービス（配食・会食）を行っているボランティア

団体を対象に支援事業を実施しました。 

〇 地域において開催される健康イベント等に参加し、適切な栄養・食生活に

関する情報提供・普及啓発を行いました。 

 
エ 今後の課題  

〇 適正体重を維持するためには、自分に合った食事量を摂取することが基本

ですが、全身の健康状態の維持・増進には、食事内容や食べ方にも配慮す

るよう普及啓発が必要です。 
〇 特に若い世代へは、インターネット等による適正な健康増進に関する情報

を入手できる環境整備が必要です。 
〇 若年女性のやせは、骨量減少、低出生体重児出産のリスク等との関連があ

ると言われています。やせ願望の低年齢化が懸念されることから、次世代

から成人期までライフコースを通して働きかけを行うことが必要です。 

〇 主食・主菜・副菜を組み合わせた食事については、組み合わせられない状

況の要因を詳細に分析し、対策を講じる必要があります。 

〇 減塩対策は、高血圧や脳血管疾患等の健康課題を解決するために、引き続

き取り組む必要があります。食育等を通じて、乳幼児期から全世代で取り

組む必要があります。 
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〇 野菜や果物の摂取については、引き続きターゲットを明確にした取組を検

討することが必要です。 

〇 野菜や果物の摂取については、所得等社会経済状況と生活習慣等に関する

課題があることを考慮する必要があります。これら生鮮食品は、天候等に

よる価格変動が大きく、高騰した場合、購入控えや外食・中食における使

用量の減少が摂取量に影響することが考えられます。 

〇 果物の摂取については、食事の後に食べる物といった嗜好品の位置づけか

ら、軽食や料理素材としての使用など、生活の中で食べる機会が増えるよ

うな果物に特化した取組を検討することも必要です。 

〇 栄養・食生活の分野は、個人的な興味・関心に左右されやすい分野です。

そのため対象者に有効と思われる取組を行っていても、狙い通りにアプロ

ーチできていない可能性があります。 
〇 健康無関心層に対しては、健康の意義を直接的に訴える手法ではなく、自

然に参加できる仕組みづくり等の観点で対策を考えることが必要です。 
〇 国民健康・栄養調査では、世帯の所得別に栄養バランスのとれた食事をし

ている者の割合に差が見られ、所得の低い方について悪い傾向が報告され

ています。栄養格差をはじめとした健康格差への対策については、健康増

進分野だけの対応ではなく、庁内外の横断的な連携が必要です。 

〇 日々の暮らしの中で、どのように工夫したら野菜・果物を取り入れ、主食・

主菜・副菜を組み合わせた食事ができるのか、健康増進への寄与のみなら

ず、ＳＤＧｓの視点等を踏まえ、地域の食環境の持続可能性に配慮した食生

活を普及啓発していくことが必要です。 
〇 特定給食施設の栄養成分表示については、一定の成果が上げられたと考え

られますが、食環境整備を進める上で栄養成分表示の実施は常に目指して

いかなければならない目標として掲げる必要があります。 

〇 栄養成分表示について、給食の対象者の理解が期待できなかったとして

も、その対象者をケアする支援者や家族への栄養情報の提供を通して、周

囲の人々の栄養・食生活支援にもつながることを目指します。 

〇 食品表示法の施行により加工食品への栄養成分表示の義務化がなされたこ

とから、食品関連事業者による適正表示の実施だけでなく、県民が表示を活

用することにつながる取組が必要です。 
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ア 目標項目の評価状況 

目標項目 評価 
目標 33 成人の日常生活における歩数の増加 Ｄ 

     20～59歳 男性 （Ｄ） 

     20～59歳 女性 （Ｄ） 

     60歳以上 男性 （Ｄ） 

60歳以上 女性 （Ｃ） 

目標 34 成人の運動習慣者（１回 30分、週２回以上の運動を１年以

上継続している者）の割合の増加 
Ｃ 

     20～59歳 男性 （Ｃ） 

     20～59歳 女性 （Ｃ） 

     60歳以上 男性 （Ｃ） 

60歳以上 女性 （Ｃ） 

 
 
 
 
身体活動・運動の評価・分析に関する関係図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

② 身体活動・運動 評価 
Ｄ 

＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した 
Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 
（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない  Ｄ 悪化している  Ｅ 評価困難 

 

厚生労働科学研究「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究」  

（研究代表者 辻一郎）を参考に作成 

アウトカム
（身体活動・

運動）

アウトプット
（行動・環境）

プロセス
（取組・対策）

・日常生活における歩数の増加

・運動習慣者の割合の増加

・運動やスポーツを習慣的にしている子どもの割合の増加

【個人】

・特定健診・特定保健指導の実施率の向上

・高齢者の社会参加の増加

【環境】

・健康増進プログラムを有する総合型地域スポーツクラ

ブの増加

・運動推進対策を実施する職場の増加

・運動自主グループの増加

・通いの場を設置する地域の増加

【個人アプローチ】

・身体活動・運動プログラム（特定保健指導、運動指導、

運動教室）

・社会的支援（仲間、運動グループ、指導者）

・社会的役割（仕事、家事、ボランティア、社会参加）

【環境アプローチ（住民が運動しやすいまちづくり・環境

整備に取り組む自治体数の増加）】

・情報・啓発（ガイドライン、キャンペーン）

【セッティング】（取組の場）

・学校における対策（健診、体育教育、通学、休み時間、掃除など）

・職場における対策（健診、健康経営、運動プログラム、通勤、環境整備など）

・地域における対策（健診、総合型地域スポーツクラブ、運動自主グループ、通いの場、キャンペーンなど）

Ｄ
Ｃ
Ｃ

Ｂ*
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目標 33 成人の日常生活における歩数の増加 

＜20～59歳＞ 

○ 男性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 7,963歩です。基準値（平

成 21 年～23 年）の 8,683 歩から有意な減少が認められ「Ｄ 悪化してい

る」と評価しました。[図 12-1]  

○ 女性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 7,561歩です。基準値（平

成 21 年～23 年）の 8,079 歩から有意な減少が認められ「Ｄ 悪化してい

る」と評価しました。[図 12-1] 

  

図 12-1 成人の日常生活における歩数（20～59 歳）  

（出典：県民健康・栄養調査） 

  

図 12-2 成人の日常生活における歩数（20～59 歳）年次推移 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 

 

図 12-3 成人の日常生活における歩数（20～64 歳）全国 

（出典：国民健康・栄養調査） 
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＜60歳以上＞ 

○ 男性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 6,394歩です。基準値（平

成 21 年～23 年）の 7,028 歩から有意な減少が認められ「Ｄ 悪化してい

る」と評価しました。[図 12-4] 

○ 女性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 5,456歩です。基準値（平

成 21 年～23 年）の 5,599 歩から有意な変化は認められず「Ｃ 変わらな

い」と評価しました。[図 12-4] 

  

図表 12-4 成人の日常生活における歩数（60歳以上） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

  

図 12-5 成人の日常生活における歩数（60 歳以上）年次推移 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 

  

図 12-6 成人の日常生活における歩数（65 歳以上）全国 

（出典：国民健康・栄養調査） 
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目標 34 成人の運動習慣者（１回 30分、週２回以上の運動を１年以上継続してい

る者）の割合の増加 

＜20～59歳＞ 

○ 男性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 24.4％です。基準値（平

成 21年～23年）の 28.9％から有意な変化は認められず「Ｃ 変わらない」

と評価しました。[図 12-7] 

○ 女性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 28.7％です。基準値（平

成 21年～23年）の 28.0％から有意な変化は認められず「Ｃ 変わらない」

と評価しました。[図 12-7] 

  

図 12-7 成人の運動習慣者の割合（20～59歳） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

  

図 12-8 成人の運動習慣者の割合（20～59歳）年次推移 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 

 

図 12-9 成人の運動習慣者の割合（20～64歳）全国 

（出典：国民健康・栄養調査） 
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＜60歳以上＞ 

○ 男性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 49.2％です。基準値（平

成 21年～23年）の 56.3％から有意な変化は認められず「Ｃ 変わらない」

と評価しました。[図 12-10] 

○ 女性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 47.6％です。基準値（平

成 21年～23年）の 40.2％から有意な変化は認められず「Ｃ 変わらない」

と評価しました。[図 12-10] 

  

図 12-10 成人の運動習慣者の割合（60歳以上） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

  

図 12-11 成人の運動習慣者の割合（60歳以上）年次推移 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 

 

図 12-12 成人の運動習慣者の割合（65歳以上）全国 

（出典：国民健康・栄養調査） 
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イ 各目標項目の評価に係る分析及び分野全体としての評価 

＜各目標項目の評価の要因分析＞ 

目標 33 成人の日常生活における歩数の増加【評価 Ｄ 悪化している】 

○ 本県の歩数は全国的にみると多い傾向です。 

○ 目標値の歩数に対し 60歳以上女性は、1,000歩程度少なく、60歳以上男性、

20～59歳男性及び 20～59歳女性は 1,500歩前後少なくなっています。 

○ 年齢階級別歩数の平均値では、平成 21 年～23年調査と比較すると、歩数の

平均値は 30 歳代及び 60 歳以上男性、40 歳代、50 歳代及び 60 歳代女性で

有意に減少していました。［図 12-13］ 

○ 機械化・自動化の進展や移動手段の発達等、生活環境の変化が、労働、家庭、

移動などの各場面における歩行機会の減少をもたらしたと考えられます。 

  

図 12-13 歩数の平均値 年齢階級別 神奈川県 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 

目標 34 成人の運動習慣者（１回 30分、週２回以上の運動を１年以上継続してい

る者）の割合の増加【評価 Ｃ 変わらない】 

○ 本目標における運動とは、スポーツやフィットネスなどの、健康・体力の維

持・増進を目的とした余暇場面の身体活動となります。 

○ 20～59 歳と 60 歳以上を比較すると、60 歳以上の方が運動習慣が多く、60

歳以上女性では、評価は「Ｃ 変わらない」ですが、目標に近づいています。 

○ 運動習慣が、60歳以上と比較して 20〜59歳で低い理由は、余暇活動時間の

捻出が難しいことも要因と考えられます。 

＜目標分野全体としての評価＞ 

目標全体としての評価は、「Ｄ 悪化している」です。 

○ 日常生活における歩数は、60 歳以上女性の評価は「Ｃ 変わらない」でし

たが、平成 29年～令和元年の数値は目標に近づいています。 

○ 運動習慣者は、20～59歳よりも 60歳以上が多い状況であり、就業や家庭環

境が関連すると考えられます。 

○ 高齢者は年齢とともに歩数が減少する傾向にあり、生活と運動の両面の身

体活動量の低下が考えられます。 

ウ 関連する主な取組 
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（中間評価（平成 29年度）以降「充実させた取組」「新規取組」は◎で記載） 

＜神奈川県＞ 

○ 市町村や企業と連携し、運動プログラムのリーフレット配布や、気軽にでき

る体操の紹介などを通じて、3033運動 1）の周知を図りました。 

◎ コロナ禍において自宅でできる「3033 運動（おうち de 3033）」をホームペ

ージや県のたよりで紹介するなど、運動習慣の促進に取り組みました。 

◎ 「ねんりんピック」の自県開催や県選手団の派遣、「かながわシニアスポー

ツフェスタ」の開催を通じて高齢者の健康・生きがいづくりを支援しました。 

○ 既存公共的施設を整備しようとする者等からの依頼に応じ、一級建築士を

対象施設に派遣し、バリアフリー化についての必要な指導・助言等を行いま

した。 

＜市町村＞ 
 ○ スポーツの習慣化や地域住民の健康づくりを目的としたスポーツ教室やレ

クリエーションスポーツの体験会を開催しました。 
○ 自発的に体操に取り組んでいる方に対し、効果的な体操方法を習得する機 

会を提供するため、講習会を開催しました。 
○ 未病改善の意識を高めるとともに、地域住民の健康・体力づくりを促進する

ためチャレンジデーに参加しました。 
＜関係団体＞ 
 ○ 県立都市公園において、健康づくりに資する体験教室等を実施しました。 
○ 「県民スポーツ月間」関連事業としてスポーツイベント等を開催しました。 

 

エ 今後の課題 

○ 労働・家庭・移動場面における歩数の減少や座位時間が増加する傾向にあり

ますが、生活の様々な場面において、運動習慣を身に着けるための啓発が必

要です。 

○ 20～59 歳の男女の運動習慣者を増やすための啓発やワークライフバランス

などの環境整備に取り組んでいく必要があります。 

○ 運動やスポーツをくらしの一部として習慣化する取組を進めるため、ライ

フステージに応じた取組も含めて「3033 運動」をさらに普及・啓発すると

ともに、スポーツに親しむ機会をより一層充実させる必要があります。 

○ 新型コロナウイルス感染症対策で、未病センターは、一部施設の利用停止や

利用時間短縮等を行ったため、利用者数も減少しています。「新しい生活様

式」における体を動かす工夫として、自宅でできる運動の動画やリンク集、

リーフレットの情報発信等の普及啓発を継続的に取り組んでいくことが必

要です。 
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○ 国の健康日本 21（第二次）の開始に合わせて作成されたアクティブガイド
2）では、「運動」から「身体活動」に焦点を移して、生活の中で歩くことを

推奨し、「10分の歩行は約 1,000歩に相当」をメッセージにしています。

本県でも目標値に対して 1,500歩程度足りない現状であるので、よりわか

りやすく取り組みやすい「1,500歩プラス」をメッセージとして、引き続

き生活の中で歩くことを啓発していく必要があります。 

○ 今後、テレワークの普及などにより、日常生活における歩数はさらに減少

する可能性があり、高齢者だけでなく、働く世代にもロコモティブシンド

ロームの予防を含めた対策強化が必要です。 

○ 新型コロナウイルス感染症対策の影響で、通信販売など非対面の購入需要

が伸びた反面、買い物に行く機会の減少が懸念されます。買い物は、生活

の中で歩く機会を確保できる重要な場面であるため、買い物とウォーキン

グを連動させる取組も必要です。 
 

＜参考文献 ＵＲＬ＞ 

○ 1）神奈川県スポーツ局スポーツセンター：3033（サンマルサンサン）運動―

くらしに運動・スポーツの習慣を― 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ui6/3/3033.html 

○ 2）厚生労働省「健康づくりのための身体活動基準 2013」及び「健康づくりの

ための身体活動指針」（アクティブガイド） 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenk

ou/undou/index.html 

○ 神奈川県健康増進課：オフィス等を活用した未病改善 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/cz6/cnt/f480290/ad-

med_office.html 

○ 神奈川県健康増進課：未病センター～未病改善でスマイルエイジング～ 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/cz6/cnt/f480290/mibyoucenter.html 

〇 厚生労働行政推進調査事業費補助金循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策

総合研究事業「健康日本 21（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動

に向けた研究 

https://www.pbhealth.med.tohoku.ac.jp/report.html 

 

111

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/ui6/3/3033.html
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/cz6/cnt/f480290/ad-
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/cz6/cnt/f480290/ad-
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/cz6/cnt/f480290/mibyoucenter.html


 
ア 目標項目の評価状況 

目標項目 評価 
目標 35 目覚めた時に疲労感が残る者の割合の減少 Ａ 

     目覚めた時に疲労感が残る者 男性 （Ａ） 

     目覚めた時に疲労感が残る者 女性 （Ａ） 

目標 36 週労働時間 60時間以上の就業者の割合の減少 

（年間 200日以上の就業） 
Ａ 

 
 

 

 

 

目標 35 目覚めた時に疲労感が残る者の割合の減少 

○ 男性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 17.7％です。基準値（平

成 21年～23年）の 23.9％から有意に減少し、既に目標値に達していること

から「Ａ 目標値に達した」と評価しました。[図 13-1] 

○ 女性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 16.5％です。基準値（平

成 21年～23年）の 23.3％から有意に減少し、既に目標値に達していること

から「Ａ 目標値に達した」と評価しました。[図 13-1] 

 

  

図 13-1 目覚めた時に疲労感が残る者の割合 

（出典：県民健康・栄養調査） 

③ 休養・こころの健康づくり 
評価 
Ａ 

＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した 
Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 
（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない  Ｄ 悪化している  Ｅ 評価困難 
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図 13-2 目覚めた時に疲労感が残る者の割合 年次推移 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 

 

図 13-3 睡眠による休養を十分とれていない者の割合 全国 

(出典：厚生労働省「国民健康・栄養調査」、平成 25年以降は「国民生活基礎調査」) 

 

目標 36 週労働時間 60 時間以上の就業者の割合の減少（年間 200 日以上の就業） 

○ 直近実績値（平成 29 年）は 7.7%

です。基準値（平成 19 年）の 11.6%

から有意な減少が認められ、既に

目標値に達していることから「Ａ 

目標値に達した」と評価しました。

[図 13-4] 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 13-4 週労働時間 60時間以上の就業者

の割合 

（出典：就業構造基本調査） 
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イ 各目標項目の評価に係る分析及び分野全体としての評価 

＜各目標項目の評価の要因分析＞ 

目標 35 目覚めた時に疲労感が残る者の割合の減少 

【評価 Ａ 目標値に達した】 

○ 男女とも疲労感が残る者の割合は減少しています。 

○ 疲労感が残る者の割合が最も多いのは、男性では 40歳代、女性では 30歳代

です。厚生労働省「国民健康・栄養調査」では、睡眠の妨げになっている点

として、30～40歳代男性では「仕事」、30歳代女性では「育児」と回答した

割合が高かったことから、本県でも同様の理由が考えられます１）。［図 13-

5］ 

○ 健康保持・増進における睡眠の重要性に関する認識の向上が、疲労感が残る

者の割合の減少につながったと考えられます。 

  
図 13-5 目覚めた時に疲労感が残る人の割合 年齢階級別 神奈川県 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 

目標 36 週労働時間 60 時間以上の就業者の割合の減少（年間 200 日以上の就業） 

【評価 Ａ 目標値に達した】 

○ 平成 27年から行われている、時間外及び休日労働が行われていると考えら

れるすべての事業所等に対する労働基準監督署からの監督指導の実施等や、

時間外労働の上限規制等の周知の成果が出ていると考えられます。 

 

＜目標分野全体としての評価＞ 

休養・こころの健康づくりにおける目標分野全体としての評価は、「Ａ 目標値に

達した」です。 

○ 「目覚めた時に疲労感が残る者の割合の減少」、「週労働時間 60時間以上の

就業者の割合の減少」はいずれも目標値に達しています。 

○ 健康保持・増進における睡眠の重要性に関する認識の向上や、事業所等への

監督指導の実施、時間外労働の上限規制等の周知の成果が出ていると考えら

れます。 
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ウ 関連する主な取組 

＜神奈川県＞ 

○ 自然を紹介しながら歩くウォーキングイベントや、森林セラピーでの癒し

やリフレッシュ等を体験するイベントを開催しました。 

○ 睡眠は身体や精神の健康等と密接に関連しているため、睡眠等の休養の必

要性について、講演会や相談、普及啓発などを行いました。 

○ 労働者の心身の健康の確保のため、企業経営者、管理職、人事担当者等を対

象とした啓発を実施しました。 

○ 地域と職域が連携し、企業に対し働く人のメンタルヘルス研修会や、睡眠、

休養と生活習慣病予防の健康教育などを行いました。 

＜市町村＞ 

○ 「睡眠」をテーマにした、健康づくりのための講座を開催しました。 

○ 働く世代の健康づくりのため、疲労度やストレス状態の自己チェック票の 

配布、相談を実施しました。 

＜関係団体＞ 

○ 市町村や団体が開催するイベントにおいて、健康相談を行いました。 

○ 健康づくりに資する講演会を開催し、普及啓発を行いました。 

 
エ 今後の課題 

○ 働き方も多様化しており、生活に応じた睡眠や余暇を日常生活に適切に取

り入れる生活習慣を確立するよう、普及啓発を図る必要があります。 

○ 就寝前の携帯電話、メール、ゲームについては、光が覚醒を助長し、睡眠に

悪影響を及ぼすという調査結果があることから、家庭や学校、企業等でも注

意喚起が必要です１）。 

○ 週労働時間については、長時間労働者の実情を把握するとともに、職場全体

としてさらに働き方改革を推進するための取組が必要です。 

○ 長時間労働、勤務体制が原因の自殺も後を断たないことから、労働基準法の

遵守に向けた対策や、自殺者の抑制に向けた取組の検討・推進を図ることが

必要です。 

○ 今後は、新型コロナウイルス感染症の影響により在宅勤務が普及し、生活が

大きく変化すると考えられます。睡眠や働き方、食事や運動など生活の仕方

について、新たな知識の普及・実践を検討していく必要があります。 

 

＜参考文献 ＵＲＬ＞ 

○ １）厚生労働省：健康日本２１（第二次）最終評価報告書 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenk

ou/kenkounippon21.html 
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ア 目標項目の評価状況 

目標項目 評価 
目標 37 生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者（成人注）

１日当たりの純アルコ―ル摂取量 男性 40ｇ以上、女性 20

ｇ以上の者）の割合の減少 

Ｄ 

男性 40ｇ以上の者の割合 （Ｃ） 

女性 20ｇ以上の者の割合 （Ｄ） 

目標 38 未成年者注）の飲酒をなくす（０%にする） Ｃ 

未成年者の飲酒をなくす 男性 （Ｃ） 

     未成年者の飲酒をなくす 女性 （Ｃ） 

目標 39 妊娠中の飲酒をなくす（０%にする） Ｂ＊ 

注）当分野においては、「成人」は「20歳以上の者」、「未成年者」は「20歳未満の

者」と読みかえる。以下同じ。 
 

 

 

 

飲酒の評価・分析に関する関係図 

 

  

④ 飲酒 
評価 
Ｃ 

＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した 
Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 
（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない  Ｄ 悪化している  Ｅ 評価困難 

 

厚生労働科学研究「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究」  

（研究代表者 辻一郎）を参考に作成 

アウトプット
（行動・環境）

プロセス
（取組・対策）

・生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者（一日当たりの純アルコール摂取量が男性40g以上、女性20g以上の

者）の割合の減少

・未成年者の飲酒をなくす

・妊娠中の飲酒をなくす

【個人】

・アルコール健康障害に関連する飲酒運転・暴力・虐待・

自殺等の減少

・アルコール性肝疾患による受診者・死亡者の低減

【環境】

・地域において、アルコール健康障害を有している者とその

家族が適切な支援を受けられる体制を構築

【個人アプローチ】

・学校教育・職場教育・家庭への啓発

・アルコール依存症患者の受療率向上

【環境アプローチ】

・酒類業者・風俗営業等における未成年者への販売・提供

禁止の徹底・指導・取締りの強化

・地域における相談支援体制の明確化

・社会復帰(就労および復職、依存症からの回復)の支援

・自助グループや民間団体の活動に対する支援

【セッティング】（取組の場）

・保育所・学校における対策（教育・広報・啓発）

・職場における対策（教育・広報・啓発）

・地域における対策（健康診断・保健指導、相談支援、専門医療機関、自助グループ、広告・表示・販売・提供・

少年補導）

Ｃ
Ｄ

Ｂ*

アウトカム
（飲酒）

116



目標 37 生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者(成人１日当たりの純

アルコ―ル摂取量 男性 40ｇ以上の者、女性 20ｇ以上の者)の割合の減

少 

○ 男性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 18.4％です。基準値（平

成 21年～23年）の 17.7％から有意な変化が認められず「Ｃ 変わらない」

と評価しました。[図 14-1] 

○ 女性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 12.2％です。基準値（平

成 21年～23年）の 8.1％から有意な増加が認められ「Ｄ 悪化している」

と評価しました。[図 14-1] 

  
図 14-1 成人 1日当たり純アルコール摂取量の割合 

男性（40ｇ以上の割合）、女性（20ｇ以上の割合） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

  

図 14-2 成人 1日当たり純アルコール摂取量の割合 年次推移 

男性（40ｇ以上の割合）、女性（20ｇ以上の割合） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 
図 14-3 成人 1日当たり純アルコール摂取量の割合 全国 

男性（40ｇ以上の割合）、女性（20ｇ以上の割合） 

（出典：厚生労働省「国民健康・栄養調査」、平成 25年は「国民生活基礎調査」） 
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目標 38 未成年者の飲酒をなくす（０％にする） 

○ 男性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 16.1％です。基準値（平

成 22年）の 20.8％から有意な変化は認められず「Ｃ 変わらない」と評価

しました。[図 14-4] 

○ 女性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 13.9％です。基準値（平

成 22年）の 15.8％から有意な変化は認められず「Ｃ 変わらない」と評価

しました。[図 14-4] 

  

図 14-4 未成年者の飲酒割合（15～19歳） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

  

図 14-5 未成年者の飲酒割合（中学３年生、高校３年生）全国 

（出典：厚生労働科学研究費による研究班の未成年飲酒状況調査） 

 

目標 39 妊娠中の飲酒をなくす（０％にする） 

○ 直近実績値（令和３年）は 1.5％

です。基準値（平成 23 年）の

4.5％から減少したため「Ｂ＊ 

現時点で目標値に達していない

が、改善傾向にある」と評価しま

した。[図 14-6] 

 

  図 14-6 妊娠中に飲酒している者の割合 

（出典：母子保健に関する実施状況等調査） 
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イ 各目標項目の評価に係る分析及び分野全体としての評価 

＜各目標項目の評価の要因分析＞ 

目標 37 生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合の減少 

【評価 Ｄ 悪化している】 

○ 保健福祉事務所では、専門医相談や各種教室を継続して実施するなどの取

組を行っていますが、適正飲酒量については広く浸透できていないことが考

えられます。 

○ 女性については、社会進出増加に伴い、飲酒機会も増加していることが考え

られます。 
 
目標 38 未成年者の飲酒をなくす【評価 Ｃ 変わらない】 

○ 関係機関と連携し学校関係者、生徒へ 20歳未満の者の飲酒に伴うリスクや

依存症の知識の普及に努めましたが、数値の改善はみられませんでした。 
 

目標 39 妊娠中の飲酒をなくす 

【評価 Ｂ＊ 現時点で目標値に達していないが、改善傾向にある】 

〇 飲酒による妊婦自身の健康や胎児に及ぼす影響等について、妊婦健診や母

子保健事業等の中で知識の普及や保健指導がなされ、その効果が表れている

と考えられます。 

 

＜目標分野全体としての評価＞ 

目標全体としての評価は、「Ｃ 変わらない」です。 

〇 生活習慣病のリスクを高める量の飲酒をしている者は、女性が悪化傾向で

あり、適正飲酒量が広く浸透できていないことや、女性の社会進出増加に伴

う飲酒機会の増加が原因として考えられます。 

○ 20 歳未満の者に対しては普及啓発が不十分である可能性がありますが、一

方で妊婦に対しては、妊婦健診や母子保健事業の場における、飲酒が胎児・

乳児に及ぼす健康影響についての普及啓発の成果が出ていると考えられま

す。 

 
ウ 関連する主な取組 

＜神奈川県＞ 
〇 神奈川県アルコール健康障害対策推進計画を策定して取組を進めました。 
○ 20 歳未満の者へのお酒の販売防止についてポスターやスイングＰＯＰを作

成し、関係業界団体を通じて酒類販売店、飲食店等に配布しました。また、

啓発物品を作成し、イベント等で配布することにより、周知啓発活動を行い

ました。 

 

119



○ 青少年喫煙飲酒防止条例に基づく取組の徹底を図るため、酒類販売店等に

立入調査を実施し、20 歳未満の者への販売などがないよう、必要な改善指

導を行いました。 

○ 若年者等を対象に酒害予防に関する講演会を実施するとともに、アルコー

ルについてのリーフレット（一般向け・女性向け）を作成・配布しました。 
○ アルコールに関する健康相談を行いました。 
○ 成人に対し、飲酒と生活習慣病の関連について普及や保健指導を行いまし

た。 
＜市町村＞ 
○ 妊婦健康相談の中で、お酒が健康に及ぼす影響についてのパンフレットの

配布等を行いました。 
○ 街頭でのパトロールや啓発活動を通じて、20 歳未満の者の飲酒の禁止の呼

びかけを行いました。 
○ 特定保健指導対象者のうち多量飲酒者に対して減酒支援を行いました。 

＜関係団体＞ 
○ 市民公開講座や、イベントなどの場で、アルコールによる健康障害や適量飲 

酒について普及啓発を行いました。 
 
エ 今後の課題 

○ 神奈川県アルコール健康障害対策推進計画を確実に推進するため、取組を

よりいっそう実施する必要があります。 

〇 生活習慣病のリスクを高める量の飲酒をしている者では、女性が悪化傾向

にあるので、飲酒による健康影響について、さらなる普及啓発を図っていく

必要があります。 

〇 過剰飲酒ががんのリスク因子の一つとしてあげられていることもあり、適

正飲酒の普及啓発については、機会を捉えて周知徹底していく必要がありま

す。 

○ 20 歳未満の者や妊娠中の飲酒は、特に健康障害等への影響が大きいことか

ら、対象者への教育や啓発とともに、飲酒をしない環境の整備を強化して、

目標を達成できるよう取組を継続することが重要です。 

○ 20 歳未満の者の飲酒をなくすことを目標とし、学校や職場等での飲酒リス

クの普及啓発や、20 歳未満の者が酒類を購入できない等、関係業界団体等

の協力も得て飲酒させない環境整備を進める必要があります。また、地域の

祭事など飲酒場面に居合わせる大人へも 20歳未満の者の飲酒リスクについ

て普及啓発を行うことが必要です。 

○ 妊娠中の飲酒をなくすための普及啓発は、妊娠中の喫煙防止と併せて、効率

的・効果的に取り組む必要があります。 
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ア 目標項目の評価状況 

目標項目 評価 
目標 40 成人注）の喫煙率の減少 Ｃ 

     成人の喫煙率 男性 （Ｃ） 

成人の喫煙率 女性 （Ｃ） 

目標 41 未成年者注）の喫煙をなくす (0%にする) Ｂ 
     未成年者の喫煙をなくす 男性 （Ｂ） 

     未成年者の喫煙をなくす 女性 （Ａ） 

目標 42 妊娠中の喫煙をなくす(0%にする) Ｂ＊ 

目標 43 公共的施設で受動喫煙を経験した人の割合の減少 Ｂ 

注）当分野において、「成人」は「20歳以上の者」、「未成年者」は「20 歳未満の者」

と読みかえる。以下同じ。 

 
 

 

 

喫煙の評価・分析に関する関係図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⑤ 喫煙 
評価 
Ｂ 

＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した 
Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 
（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない  Ｄ 悪化している  Ｅ 評価困難 

 

厚生労働科学研究「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究」  

（研究代表者 辻一郎）を参考に作成 

アウトカム
（生活習慣）

アウトプット
（行動・環境）

プロセス
（取組・対策）

・成人の喫煙率の減少

・未成年者の喫煙をなくす

・妊娠中の喫煙をなくす

・受動喫煙の機会を有する者の割合の減少

【個人】

・禁煙治療（オンライン、禁煙治療アプリを含む）の実施

件数の増加

【環境】

・受動喫煙防止に取り組む企業数の増加

【個人アプローチ】

・学校・職場・地域・家庭における禁煙啓発活動

・禁煙治療受診の促進

・未成年喫煙者の補導強化

【環境アプローチ】

・受動喫煙防止政策（改正健康増進法）の推進

・禁煙に関する社会的支援（相談支援、自助グループ等）

の拡充

【セッティング】（取組の場）

・保育所・学校における対策（健診・保健指導、教育、広報、啓発、環境整備等）

・職場における対策（健診・保健指導、教育、広報、啓発、環境整備等）

・地域における対策（健診・保健指導、相談支援、専門医療機関、禁煙自助グループ、広告・販売・提供規制、少年補

導等)

Ｂ
B
Ｃ
Ｂ*
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目標 40 成人の喫煙率の減少 

○ 男性では、直近実績値（平成 29年～令和元年）は 27.4％です。基準値（平

成 22年）の 30.8％から有意な変化は認められず「Ｃ 変わらない」と評価

しました。[図 15-1] 

○ 女性では、直近実績値（平成 29 年～令和元年）は 9.3％です。基準値（平

成 22 年）の 8.3％から有意な変化は認められず「Ｃ 変わらない」と評価

しました。[図 15-1] 

  
図 15-1 成人の喫煙率の割合 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 

 

図 15-2 成人の喫煙率の割合 全国 

（出典：国民健康・栄養調査、平成 25年は国民生活基礎調査） 
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目標 41 未成年者の喫煙をなくす (０％にする) 

○ 男性では、直近実績値（平成 29 年～令和元年）は 3.2％です。基準値（平

成 22年）の 8.3％から有意に減少しました。[図 15-3] 

○ 女性では、直近実績値（平成 29 年～令和元年）は 0％です。基準値（平成

22年）の 5.3％から有意に減少しました。[図 15-3] 

○ 計画策定時、本指標の目標値は「神奈川県がん対策推進計画」の目標値と同

じく、平成 29年に０％と設定していましたが、同計画は改定（平成 30年度

～令和５年度）の際に目標値として設定しなかったことから、本指標につい

ても現在目標値を設定していません。しかし、男性の直近実績値は、基準値

より有意に減少しているため「Ｂ 現時点で目標値に達していないが、改善

傾向にある」、女性の直近実績値は、０％のため「Ａ 目標値に達した」と

評価しました。 

○ なお、全国の男性の直近実績値（平成 29 年）は、中学１年生が 0.5％、高

校３年生が 3.1％です。女性では、中学１年生が 0.5％、高校３年生が 1.3％

であり、男女ともに改善傾向が認められています。本県とは調査対象、出典

が異なるため、参考とします。[図 15-4] 

  

図 15-3 未成年者の喫煙の割合（15～19 歳） 

（出典：県民健康・栄養調査） 

 

  

図 15-4 未成年者の喫煙の割合（中学１年生、高校３年生）全国 

（出典：厚生労働科学研究費による研究班の未成年喫煙状況調査） 
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目標 42 妊娠中の喫煙をなくす(０％にする) 

○ 直近実績値（令和３年）は 2.0％

です。基準値（平成 23年）の 3.5％

から減少したため「Ｂ＊ 現時点

では目標値に達していないが、改

善傾向にある」と評価しました。

[図 15-5] 

 

 

 

 

 

目標 43 公共的施設で受動喫煙を経験した人の割合の減少 

○ 直近実績値（平成 30年）は 15.5％

です。基準値（平成 27 年）の

25.5％から有意な減少が認めら

れ「Ｂ 現時点で目標値に達して

いないが、改善している」と評価

しました。[図 15-6] 

 
 
 
 
 
 
イ 各目標項目の評価に係る分析及び分野全体としての評価 

＜各目標項目の評価の要因分析＞ 

目標 40 成人の喫煙率の減少【評価 Ｃ 変わらない】 

○ 各種キャンペーンでの普及啓発や、禁煙サポート推進事業での教育等の取

組を実施していますが、十分な効果があがっていないと考えられます。中間

評価（平成 29年）では、女性の喫煙率が増加傾向にあることが課題の１つ

とされていましたが、今回は男女ともに有意な変化が見られませんでした。 
 

目標 41 未成年者の喫煙をなくす（０％にする） 

【評価 Ｂ 現時点で目標値に達していないが、改善傾向にある】 

○ 男女ともに有意に減少しました。学校現場での児童生徒または学生への教

育や、教員・薬剤師等を対象とした研修、さらには青少年喫煙飲酒防止条例

に基づく取組が一定の効果を出していると考えられます。 

図 15-6 公共的施設で受動喫煙を経験した

人の割合 

（出典：受動喫煙に関する県民意識調査） 

図 15-5 妊娠中の喫煙の割合 

(出典：母子保健に関する実施状況等調査) 
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目標 42 妊娠中の喫煙をなくす（０％にする） 

【評価 Ｂ＊ 現時点で目標値に達していないが、改善傾向にある】 

○ 妊婦への指導の効果とともに、前述の 20歳未満の者への対策も妊娠中の喫

煙防止につながっている可能性があります。 

 

目標 43 公共的施設で受動喫煙を経験した人の割合 

【評価 Ｂ 現時点で目標値に達していないが、改善傾向にある】 

○ 改正健康増進法や神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例等が着実

に施行され、関係企業団体との連携による受動喫煙防止環境の整備が進んで

いることが効果に表れていると考えられます。 

 
ウ 関連する主な取組 

（中間評価（平成 29年度）以降「充実させた取組」「新規取組」は◎で記載） 

＜神奈川県＞ 
◎ キャンペーンや県民向けイベントなどを行い、たばこの害や受動喫煙防止に

ついて広く普及啓発しました。 

◎ 市町村や協力企業へのポスター掲示、WEB、デジタル広告及び動画放映を通

して、受動喫煙の健康への悪影響や、受動喫煙防止条例の内容等について普

及啓発を実施しました。 

◎ 職域機関（商工会）の健診の場を活用し受動喫煙防止取組の普及啓発を行 

い、働き盛り世代の健康づくりも支援しました。 

◎ 受動喫煙防止条例の概要をまとめた県民向けのチラシやリーフレットを作

成、配布し、受動喫煙防止条例の内容等について普及啓発を実施しました。 

○ 20 歳未満の者の喫煙防止のため、県内全ての小学校６年生へ喫煙防止リー

フレットを作成、配布しました。また、中高生向けの喫煙防止啓発用リーフ

レットも作成、配布しました。 

◎ 新入生大学説明会などで利用してもらえるよう、大学生を対象とした喫煙

防止教育の啓発チラシを作成し、希望の大学に配布しました。 

◎ 学校等で開催される喫煙防止教育に講師を派遣するとともに、卒煙（禁煙）

サポートとして禁煙相談や地域で禁煙しやすい環境づくりを進めるために

関係機関との会議や研修会などを開催しました。 

○ 「神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例」に適合する受動喫煙防止

設備等を整備しようとする従業員数 30人（卸売業・小売業・サービス業の

場合 10人）以下の中小企業者への金融支援を行いました。 

○ 20 歳未満の者へのたばこの販売防止についてポスターを作成し、関係業界

団体を通じてたばこ販売店、飲食店等に配布したほか、啓発物品を作成して、

イベント等で配布し、周知啓発を行いました。 
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○ 条例に基づく取組の徹底を図るため、たばこ販売店等に立入調査を実施し、

20歳未満の者への販売などがないよう、必要な改善指導を行いました。 

◎ 青少年喫煙飲酒防止条例等への保護者の認識度等について把握するため、

ウェブ調査を実施し、青少年と保護者を対象とした出前講座などで活用しま

した。 

◎ 妊娠適齢期等の妊娠・出産に関する正しい知識の普及を図るためのホーム

ページ「丘の上のお医者さん」を活用し、重点的な普及啓発を行いました。 

◎ 受動喫煙防止条例の普及啓発のため、施設管理者向けのガイドラインを作

成、配布しました。 

◎ 小中学校の児童生徒を対象にポスター原画を募集、特選作品は印刷し、関係

機関や団体等で掲示し、普及啓発を図りました。 

＜市町村＞ 

○ イベント等において、禁煙に関する普及啓発や禁煙相談を行いました。 

○ 小中学校において、たばこの健康への悪影響の普及啓発や喫煙防止につ 

いての教育を実施しました。 

○ 妊娠中の喫煙は胎児の発育に影響し、出産後の赤ちゃんの健康にも影響 

する可能性があるため、妊娠中の喫煙及び出産後の再喫煙をなくすよう 
啓発や保健指導を行いました。 

＜関係団体＞ 
○ 卒煙（禁煙）サポートの充実を目指し、県との共催で、禁煙希望者とその家

族等を対象に「かながわ卒煙塾」を開催しました。 

○ 禁煙講習会や教室などにおいて、講師を派遣しました。 

 
エ 今後の課題 

○ がんを始め、多くの全身疾患の原因となる喫煙は、健康づくりを推進する上

で最大の課題の１つです。引き続き 20歳未満の者が喫煙しない環境と、成

人の喫煙者が禁煙（卒煙）できるサポート体制を確実に整備していくことが

重要です。 

○ 喫煙率０％であるべき 20歳未満の者や妊婦については改善傾向にあります

が、成人の喫煙率が変わらずに推移しています。20歳未満の者の喫煙率０％

が達成されれば、その後の成人の喫煙率も減少することが期待できますが、

現時点では、禁煙したい人が禁煙できるサポート体制を強化することが重要

です。 

○ 妊婦に対する喫煙防止指導・教育については、飲酒しないことと併せて効果

的に行うことが望まれます。 

○ 紙巻きたばこ以外の、加熱式たばこ等についても、中長期的な健康リスク等

に関する適切な情報提供が必要です。加熱式たばこ等の健康被害が解明され

るまでは、紙巻きたばこ同様の対策を行うことが望まれます。 
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○ 改正健康増進法や神奈川県公共的施設における受動喫煙防止条例に基づく

取組を継続して、県、関係機関及び団体が連携して効果的に推進する必要が

あります。 

 

＜参考文献 ＵＲＬ＞ 

○ 厚生労働行政推進調査事業費補助金循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策

総合研究事業「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運

動に向けた研究 

  https://www.pbhealth.med.tohoku.ac.jp/report.html 
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ア 目標項目の評価状況 

目標項目 評価 
目標 44 60歳代における咀嚼満足者の割合の増加 Ｃ 

目標 45 80歳（75～84歳）で 20本以上の自分の歯を有する者の割

合の増加 
Ｂ 

目標 46 60歳（55～64歳）で 24本以上の自分の歯を有する者の割

合の増加 
Ｃ 

目標 47 40歳（35～44歳）で喪失歯のない者の割合の増加 Ｂ＊ 

目標 48 20歳代における歯肉に異常所見の無い者の割合の増加 Ｅ 

目標 49 40歳代における進行した歯周病を有する者の割合の減少 Ｅ 

目標 50 60歳代における進行した歯周病を有する者の割合の減少 Ｅ 

目標 51 ３歳児でむし歯がない者の割合が 80%以上の市町村の増加 Ａ 

目標 52 12歳児の一人平均むし歯数が 1.0本未満である圏域の増

加 
Ａ 

目標 53 過去１年間に歯科検診を受診した者の割合の増加 Ｂ＊ 

※ 目標項目 44、46、47、48、49、50、53は、県民歯科保健実態調査データより

令和２年は訪問診療対象者を除く数値で集計を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 歯・口腔の健康 評価 
Ｂ 

＜評価区分＞ 
Ａ 目標値に達した 
Ｂ 現時点で目標値に達していないが改善傾向にある 
（Ｂ＊ Ｂの中で目標年度までに目標到達が危ぶまれる） 
Ｃ 変わらない  Ｄ 悪化している  Ｅ 評価困難 
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歯・口腔の健康の評価・分析に関する関係図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標 44 60歳代における咀嚼満足者の割合の増加  

○ 直近実績値（令和２年）は

74.5％です。基準値（平成 23年）

の 70.3％から有意な変化が認

められず「Ｃ 変わらない」と

評価しました。 

[図 16-1]  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16-1 60 歳代における咀嚼満足者の割合 

（出典：県民歯科保健実態調査） 

 

 

厚生労働科学研究「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運動に向けた研究」  

（研究代表者 辻一郎）を参考に作成 

・口腔機能の維持・向上

・歯の喪失の防止

・歯周病を有する割合の減少・

・う蝕を有する割合の減少（子ども）これら格差の縮小

【個人】

・過去１年に歯科検診を受診した者の割合の増加

・歯ブラシを用いた歯みがきに加えてデンタルフロスや歯

間ブラシを使う者の割合の増加

・喫煙をしていない者の割合の増加

【環境】

・障害者支援施設及び障害児入所施設での定期的な歯

科検診実施率の増加

・介護老人福祉施設及び介護老人保健施設での定期的

な歯科検診実施率の増加

【個人アプローチ】

・特定保健指導

・学校歯科健診

・学校保健教育

・成人歯科検診

・後期高齢者歯科検診

【環境アプローチ】

・協議会実施による地域の課題解決への対応

・地域の専門職の人材育成

【セッティング】（取組の場）

・保育所・学校における対策（健診、歯科保健教育など）

・職場における対策（検診・歯科保健指導など）

・地域における対策（市町村・地域団体との協議会実施など）

Ｅ
アウトカム
（生活習慣）

アウトプット
（行動・環境）

プロセス
（取組・対策）

A

Ｂ*
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目標 45 80歳（75～84歳）で 20本以上の自分の歯を有する者の割合の増加 

○ 直近実績値（平成 29 年～令和

元年）は 62.7％です。基準値（平

成 22 年）の 34.6％から有意な

増加が認められ「Ｂ 現時点で

は目標値に達していないが、改

善傾向にある」と評価しまし

た。[図 16-2] 

 

 

 

 

 

目標 46 60歳（55～64歳）で 24本以上の自分の歯を有する者の割合の増加 

○ 直近実績値（令和２年）は

78.1％です。基準値（平成 23年）

75.4％から有意な変化が認め

られず「Ｃ 変わらない」と評

価しました。[図 16-3]  
 

 

 

 

 

 

 

目標 47 40歳（35～44歳）で喪失歯のない者の割合の増加 

○ 直近実績値（令和２年）は、

60.5％です。基準値（平成 23年）

の 46.2％から有意な増加が認

められ「Ｂ＊ 現時点では目標

値に達していないが、改善傾向

にある」と評価しました。[図

16-4]  
   

 

 

 

図 16-2 80 歳（75～84 歳）で 20 本以上の

自分の歯を有する者の割合 

（出典：県民健康・栄養調査） 

図 16-3 60 歳（55～64 歳）で 24 本以上の

自分の歯を有する者の割合 

（出典：県民歯科保健実態調査） 

図 16-4 40 歳（35～44 歳）で喪失歯のない

者の割合 

（出典：県民歯科保健実態調査） 
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目標 48 20歳代における歯肉に異常所見の無い者の割合の増加 

○ 直近実績値（令和２年）は、

44.1％です。本指標は、基準年

と診査法が異なるため「Ｅ 評

価困難」としました。[図 16-5] 
 

 

 

 

 

 

 

 

目標 49 40歳代における進行した歯周病を有する者の割合の減少 

○ 直近実績値（令和２年）は、

54.0％です。本指標は、基準年

と診査法が異なるため「Ｅ 評

価困難」としました。[図 16-6] 

 

 

 

目標 50 60歳代における進行した歯周病を有する者の割合の減少 

○ 直近実績値（令和２年）は、

70.8%です。本指標は、基準年と

診査法が異なるため「Ｅ 評価

困難」としました。[図 16-7] 

 

 

 

 

 

 

 

図 16-5 20 歳代における歯肉に異常所見の

無い者の割合 

（出典：県民歯科保健実態調査） 

図 16-6 40 歳代における進行した歯周病を

有する者の割合 

（出典：県民歯科保健実態調査） 

図 16-7 60 歳代における進行した歯周病を

有する者の割合 

（出典：県民歯科保健実態調査） 
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目標 51 ３歳児でむし歯がない者の割合が 80%以上の市町村の増加 

○ 直近実績値（令和３年）は、33

市町村で目標値を達成してい

るため「Ａ 目標値に達した」

と評価しました。[図 16-8] 

 

 

 

 

 

 

 

目標 52 12歳児の一人平均むし歯数が 1.0本未満である圏域の増加 

○ 直近実績値（令和３年）は、８

圏域で目標値を達成している

ため「Ａ 目標値に達した」と

評価しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標 53 過去１年間に歯科検診を受診した者の割合の増加 

○ 直近実績値（令和２年）は

57.0％です。基準値（平成 23年）

の 41.1％から有意な増加が認

められ「Ｂ＊ 現時点では目標値

に達していないが、改善傾向に

ある」と評価しました。[図 16-

10]  
○ なお、直近実績値は、令和２年

以降の新型コロナウイルス感

染症拡大の影響を受けている

可能性があります。 

 

図 16-10 過去１年間に歯科検診を受診した

者の割合 

（出典：県民歯科保健実態調査） 

 

図 16-8 ３歳児でむし歯がない者の割合が

80%以上の市町村 

（出典：県母子保健報告及び健康増進課調べ） 

図 16-9 12歳児の一人平均むし歯数が 1.0 本 

未満である圏域 

（出典：神奈川県定期歯科検診結果に関する調査） 
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イ 各目標項目の評価に係る分析及び分野全体としての評価 

＜各目標項目の評価の要因分析＞ 

目標 44 60歳代における咀嚼満足者の割合の増加【評価 Ｃ 変わらない】 

○ 「60歳（55～64歳）で 24本以上の自分の歯を有する者の割合」や、進行し

た歯周病を有する者の割合が改善していません。主観的な咀嚼の状況は、歯

の本数や歯周病による歯の動揺、口腔機能等も影響することから、改善しな

かったと考えられます。 

 

目標 45 80歳（75～84歳）で 20本以上の自分の歯を有する者の割合の増加 

【評価 Ｂ 現時点で目標値に達していないが、改善傾向にある】 

○ 長年にわたる 8020運動推進の成果が現れてきたこと、また歯の喪失は口腔

機能やＱＯＬ（生活の質）にも影響することが報告されるようになったこと

などから、歯を保存しようとする意識が高まったことが要因として考えら

れます。なお、本指標の出典（県民歯科保健実態調査）の調査結果において、

「むし歯処置完了者」や「進行した歯周病を有する人」は増加しており歯を

保存する傾向が伺えます。［図 16-11、16-12］ 

 

目標 46 60歳（55～64歳）で 24本以上の自分の歯を有する者の割合の増加 

【評価Ｃ 変わらない】 

○ 歯の喪失につながる要因で、歯周病の指標「60 歳代における進行した歯周

病を有する者の割合」も改善しておらず、歯科疾患の罹患状況が要因として

考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

図 16-11 むし歯処置完了者       図 16-12 進行した歯周病を有する人 

（出典：県民歯科保健実態調査）       （出典：県民歯科保健実態調査） 
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目標 47 40歳（35～44歳）で喪失歯のない者の割合の増加 

【評価 Ｂ＊ 現時点で目標値に達していないが、改善傾向にある】 

○ 本指標の出典（県民歯科保健実態

調査）の調査結果から、むし歯の

未処置者率が令和２年度調査で減

少し、喪失歯のない者の割合増加

につながった要因として考えられ

ます。［図 16-13］ 

 

 

 

 

目標 48 20歳代における歯肉に異常所見のない者の割合の増加 

【評価 Ｅ 評価困難】 

目標 49 40歳代における進行した歯周病を有する者の割合の減少 

【評価 Ｅ 評価困難】 

目標 50 60歳代における進行した歯周病を有する者の割合の減少 

【評価 Ｅ 評価困難】 

○ 基準値と直近実績値において、歯周組織診査の方法が異なります。 

 

目標 51 ３歳児でむし歯がない者の割合が 80％以上の市町村の増加 

【評価 Ａ 目標値に達した】 

○ むし歯がない者の割合の増加の要因は、フッ化物応用の効果、保護者への歯

科保健指導の効果、保護者の歯科保健に対する意識の高まり等が考えられ

ます。県では、乳幼児歯科健診実施主体の市町村と連携し、むし歯リスクが

高い児に対してフッ化物応用や保護者への歯科保健指導などのフォローア

ップを実施してきたことが目標到達した要因と考えられます。 

 

目標 52 12歳児の一人平均むし歯数が 1.0本未満である圏域の増加 

【評価 Ａ 目標値に達した】 

○ フッ化物応用の普及が進んだことや、かかりつけ歯科医をもち定期的に検

診を受ける機会が増えるなど、歯科保健に対する意識の高まりが要因とし

て考えられます。 

 

 

 

 

 

図 16-13 むし歯未処置者率 

（出典：県民歯科保健実態調査） 
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目標 53 過去１年間に歯科検診を受診した者の割合の増加 

【評価 Ｂ＊ 現時点で目標値に達していないが、改善傾向にある】 

○ 本指標の出典（県民歯科保健実態

調査）の調査結果において、「かか

りつけ歯科医を決めている」者が

増加し、歯や歯肉の健康に対する

意識の高まりが、要因として考え

られます。［図 16-14］ 

 

 

 

 

＜目標分野全体としての評価＞ 

 目標全体の評価は、「Ｂ 現時点で目標値に達成していないが、改善傾向にある」

でした。 

○ 「過去１年間に歯科検診を受診した者の割合」は改善し、県民の歯科保健に

対する意識の高まりがうかがえます。むし歯の状況については、３歳児及び

12 歳児で改善し目標達成しています。歯周病の状況については、診査方法

が同一である中間評価以降で変化は認められませんでした。また、歯の喪失

防止については、「40 歳（35〜44 歳）で喪失歯のない者の割合」と「80 歳

（75 歳～84 歳）で 20 本以上の自分の歯を有する者の割合」が改善してい

ます。 

 

ウ 関連する主な取組 

（中間評価（平成 29年度）以降「充実させた取組」「新規取組」は◎で記載） 

＜神奈川県＞ 

◎ 高齢者に対し、オーラルフレイル 11対策のため、予防改善プログラムの確

立や、普及啓発を行いました。 

◎ オーラルフレイルに対応可能な歯科医療機関を増やすため、研修や検査機

器の貸与をしました。 

◎ 病院や高齢者施設において、オーラルフレイル対策と口腔ケアを一体的に

対応できるリーダーを育成するための研修を実施しました。 

  

11 オーラルフレイル：「わずかなむせ」、「食べこぼし」、「発音がはっきりしない」、「噛めな

いものの増加」などのささいな口腔機能の低下から始まる、心身の機能低下につながる口腔

機能の虚弱な状態のこと。 

図 16-14 かかりつけ歯科医を決めている 

（出典：県民歯科保健実態調査） 
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○ 歯及び口腔の健康づくりを推進する県民のボランティアであるオーラルフ

レイル健口（8020運動）推進員 12を養成・育成し、推進員による健口体操 13

の普及等の活動を通し、オーラルフレイル対策の普及や県民主体の歯及び

口腔の健康づくりに取り組みました。 

○ 成人に対し、歯周病検診と歯科保健指導、歯間部清掃用具の普及、歯及び口

腔の健康が全身の健康に与える重要な役割についての情報提供、出前講座

等による職域での健康教育等を通し、歯及び口腔の健康づくりを推進しま

した。 

○ 乳幼児に対し、むし歯が重度化しやすいリスク要因を保有している場合の

早期対応や、幼児・児童に対し、むし歯や歯肉炎の予防に関する情報提供（フ

ッ化物応用やデンタルフロスの活用をはじめとするセルフケア等）、よく噛

むことへの支援として「噛ミング３０（かみんぐさんまる）14」を普及しま

した。 

○ 児童養護施設の職員に対し、歯科保健に関する助言・指導を行いました。 

○ 関係機関・団体と連携して、イベント等の場で「健口かながわ５か条 15」の

普及を行い、歯及び口腔の健康づくりを推進しました。 

◎ 県内の幼児、児童、生徒、成人の歯科保健の実態を把握し、歯及び口腔の健

康づくり推進計画や各種県計画の評価として活用を図り、県民の健康増進

に役立てるため、調査・分析と結果の公表を実施しました。 

＜市町村＞ 

○ 児童・生徒が主体的にむし歯や歯肉炎予防に取り組む力を高めるため、歯と

歯肉の自己観察の方法などの普及啓発を学校等で行いました。 

○ 歯科相談や歯みがき指導、特定の年齢の方を対象にした歯周疾患検診を市

町村保健センターなどで実施しました。 

○ オーラルフレイル健口（8020 運動）推進員が地域で活躍するための支援を

実施しました。 

○ イベント等で、関連団体と協力し、むし歯、歯周病、オーラルフレイル予防

等に関する普及啓発を実施しました。 

 

12 オーラルフレイル健口（8020 運動）推進員：神奈川県で平成 23 年度から養成・育成して

いる、健口体操等を通じて歯と口腔の健康づくりを普及する県民ボランティアのこと。令和

元年に 8020 運動推進員からオーラルフレイル健口推進員に改名した。 
13 健口体操：顔や舌の筋肉を動かしたり、唾液の分泌を促したりすることでお口の機能を維

持・向上させる体操のこと。「顔面体操」や「舌体操」、「唾液腺マッサージ」等の種類があ

る。 
14 噛ミング３０（かみんぐさんまる）：健康な生活を目指す観点から、ひとくち 30 回以上噛

むことを目標とした、歯科保健分野からの食育を推進する運動のこと。 
15 健口かながわ５か条：県民が、生涯にわたり歯と口腔の健康を保持増進するために、子ど

もから高齢者まで共通した自らが取り組む行動目標のこと。 
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○ 歯科衛生士による学校歯科巡回指導を行い、口腔衛生指導リーフレットを配

布しました。 

○ 口腔がんの早期発見、早期治療のための口腔がん検診を行いました。 

○ 在宅療養者の口腔ケア普及啓発、地域基盤整備のため研修を開催しました。  
＜関係団体＞ 

○ 歯科保健情報誌を発行し、歯及び口腔の健康づくりに係る普及啓発を行いま

した。 
○ イベント会場で歯科検診を行うなど、歯科検診の重要性の普及を図りました。 
○ ブラッシング等の相談指導や、特定の年齢の方を対象にした歯周疾患検診を

実施しました。 
○ 地域において、歯と口腔の健康づくりを推進するボランティアであるオーラ

ルフレイル健口（8020運動）推進員と協働して、県民運動と連携した普及啓

発を行いました。 
○ 歯科医療従事者及び医師、管理栄養士など多職種の医療従事者を対象に、糖

尿病医科歯科連携研修会を開催しました。 
○ 高齢者・障害者の在宅歯科医療にかかわる診療・口腔ケア等の実技を研修す

る在宅歯科医療実践研修会や歯科医師認知症対応力向上研修会を開催しま

した。 
○ 学校歯科保健に関する問題解決へ向けての協議会を設置し対策を検討・実施

しました。 
 
エ 今後の課題 

（むし歯対策について） 

○ 乳幼児期及び学齢期のむし歯に罹患する者は改善しています。むし歯リス

クは、全ての人にあり、食生活、歯みがき習慣、フッ化物応用等により発症

リスクは異なります。引き続き、かかりつけ歯科医を持つことや地域の実情

に応じたむし歯対策の普及啓発、歯科保健指導が必要です。 

○ 近年、生活環境、社会環境などの要因により、むし歯の罹患状況に差が生じ

ているという報告があり、多様な関係者と連携した対応が必要です。地域の

むし歯罹患状況を分析し、それに基づくフッ化物応用等の効果的なむし歯対

策の実施が必要です。 

（歯周病対策について） 

○ 成人期及び高齢期の歯周病に罹患する者は変わらない状況です。歯周病は、症

状が進行し痛みや歯の揺れなどが生じるまで、気づきにくい特徴があります。

歯みがき習慣を含む生活習慣の改善、毎日のセルフケアと、かかりつけ歯科医

を持ち定期的にプロフェッショナルケアを受けることの重要性など、歯周病対

策の関心を高める普及啓発が必要です。 
○ 歯周病対策は、適切な歯科口腔保健行動を定着させるためにも、若いころか
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ら、年代の特性に合わせた普及啓発が必要です。 
（高齢社会における歯及び口腔の健康づくりについて） 

○ 歯の喪失を防ぐことは、食べること、話すこと等ＱＯＬ（生活の質）に影響

するため、むし歯及び歯周病対策と口腔機能の維持・向上の取組が必要です。 

○ 口腔機能の維持・向上には、引続きオーラルフレイル対策を実施するととも

に、乳幼児期及び学齢期における適切な口腔機能の獲得が重要です。年代に

応じた口腔機能対策の普及啓発が必要です。 

（歯及び口腔の健康づくり対策について） 

○ 「かかりつけ歯科医を持って、年に１度は歯科検診を受ける」などの県民が

取り組む行動目標「健口かながわ５か条」について、引き続き普及啓発を実

施していく必要があります。また、県民が適切な歯科保健行動に取り組める

よう、歯及び口腔の健康づくりに関する普及啓発も必要です。 

 

＜参考文献 ＵＲＬ＞ 

○ 神奈川県健康増進課：令和２年度県民歯科保健実態調査 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/cz6/cnt/f417679/r2- 

kenminshikahokenkekka.html 

○ 厚生労働行政推進調査事業費補助金循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策

総合研究事業「健康日本２１（第二次）の総合的評価と次期健康づくり運

動に向けた研究 

  https://www.pbhealth.med.tohoku.ac.jp/report.html 
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Ⅲ 諸活動の成果 

１ 計画期間中に行われた特徴的な取組 

 事業名 取組機関 

１ がん検診普及啓発キャンペーン 県小田原保健福祉事務所足柄上センター 

２ 特定健康診査受診結果通知 海老名市 

３ かながわ糖尿病未病改善モデル事業 県医療保険課 

４ 高齢者の食生活支援体制づくり事業 県厚木保健福祉事務所 

５ 共生
きょうせい

共創
きょうそう

事業 県文化課 

６ 未病改善スポーツドック 県スポーツセンター 

７ 未病センターと出張未病サロン 三浦市 

８ 毎日ラジオ体操 県都市公園課 

９ 毎月未病改善イベント                  県都市公園課 

10 えびな健康マイレージ 海老名市 

11 未病センター 県健康増進課 

12 未病センター講座 大井町 

13 未病指標 県いのち・未来戦略本部室 

14 若い世代への食生活支援対策 県厚木保健福祉事務所 

15 食生活改善推進員（ヘルスメイト） 県健康増進課 

16 給食施設との連携による栄養改善普及運動 県健康増進課 

17 
脳血管疾患プロジェクト～食事と運動に関

する取組～ 
小田原市 

18 
アプリで健康ポイント ゲットキャンペー

ン！ 
逗子市 

19 ポールウォーキング 山北町 

20 高等学校での教育-現代社会と健康- 県立新城高等学校 

21 オーラルフレイル対策 県健康増進課 
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１ 県小田原保健福祉事務所足柄上センター 
「がん検診普及啓発キャンペーン（６月）」 

 

 足柄上センターでは、平成 25 年度～令和元年度の６月に、がん検診普及啓発のため

のキャンペーンを行いました。 

足柄上合同庁舎１Ｆロビーを会場とし、がん・HIV・禁煙のパネル展示や、乳房モデ

ルを用いた乳がんのしこり触診体験、啓発媒体配布を行いました。 

また、神奈川県予防医学協会よりマンモグラフィー搭載車を借り受け、内部の見学や

乳がん検診の説明を行いました。 

 足柄歯科医師会主催の「歯と口の健康週間事業（会場：足柄上合同庁舎５F）」と同日

の開催とすることで、歯科医師会事業への参加者も含め、本キャンペーンに多くの方に

立ち寄っていただきました。 

 新型コロナウイルス流行により令和２～３年度は中止としましたが、令和４年度には

感染対策の上で、乳がんのしこり触診体験、啓発媒体配布、がん・禁煙についてのパネ

ル展示等による、普及啓発を行いました。 

 
【令和４年度の会場写真】 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

がん 
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２ 海老名市 

「特定健康診査受診結果通知」 

 
40歳以上の国民健康保険被保険者を対象とする特定健

康診査を受診された方に対し、今回と前回、前々回との

受診結果を比較できる通知を作成し、送付しています。 

また、健診結果の見方やそのポイント、動脈硬化のし

くみ等を解説したチラシを同封し、受診結果に応じて保

健指導等の案内を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 県医療保険課 

「かながわ糖尿病未病改善モデル事業(令和２～４年度)」 

 

 県では、医療費適正化や保険者努力支援制度交付金獲得等のため、市町村の糖尿病重

症化予防事業を支援しています。本県は市町村国保における年齢調整後新規透析導入患

者数が全国平均より多い健康課題があり、その課題解決のため、令和２年度から特定健

診及び医療機関未受診者のうち、過去に糖尿病基準に該当した者(治療中断者・未治療

者)に対して 20市町村と連携し受診勧奨等を実施しております。その成果として、新規

透析導入患者数の減少幅は全国平均より上になりました。モデル事業終了後も市町村に

おいてこの取組が続けられ、さらに受診勧奨等の質の向上による確実な受診への繋ぎを

目指すため、引き続き市町村支援をしていきます。 

 

 

  

健診等 

 

糖尿病 
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４ 県厚木保健福祉事務所 

「高齢者の食生活支援体制づくり事業」 

 

 令和元年度に実施した実態調査で、フレイル予防のためにたんぱく質の積極的な摂取

が求められる高齢者であっても、メタボ予防の食事を続けていることが分かったため、

令和２年度には、フレイル予防のための食事の工夫を伝えるリーフレットを作成し、自

治会やスーパー、理・美容所などの協力を得て 22,000 枚を配布し、当所ホームページ

にも掲載しました。 

令和３年度は、スーパーの一角をお借りし、その店で実際に販売されているたんぱく質

を多く含む食品の展示、フレイル予防に関するパネル掲示、握力測定、リーフレットや

レシピの配付をし、たんぱく質を多く含む食品の購入を促す POPを食品売り場に設置し

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 県文化課 

「共生共創事業」 

 

県では、「ともに生きる社会かながわ」の実現に寄与するため、文化芸術の分野にお

いても、「ともに生きる ともに創る」を目標に、年齢や障がいなどにかかわらず、子ど

もから大人まで全ての人が、舞台芸術に参加し楽しめる「共生共創事業」を実施してい

ます。その一環として創設した３つのシニア劇団（横須賀シニア劇団「よっしゃ!!」、

綾瀬シニア劇団 Hale、小田原シニア劇団チリアクオールディーズ）やシニアダンス企

画チャレンジ・オブ・ザ・シルバーの参加者への令和３年度アンケート結果では、体や

心が元気になったと感じたと回答した方の割合が 77.9％でした。 

 

 

 

 

 

 

高齢者の健康 

健康を支え、守るための社会環境の整備 
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６ 県スポーツセンター 

「未病改善スポーツドック」 

 

スポーツによる未病改善を推進するため、県立スポーツセンターと大学等の専門機関

との連携のもと、県民が自らの体力や運動能力を把握し、未病改善に向けた効果的なス

ポーツ活動を行うことを総合的にサポートする事業に令和２年度から取り組んでいま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 三浦市 

「未病センターと出張未病サロン」 

 
県の未病改善に伴い三浦市では社会福祉協議会が平成 29 年に第１か所目の未病セン

ターを開設しました。開設当初利用者０人だった未病センターも、血圧計、体組成計、

超音波骨定量装置などを徐々に設置し、令和４年３月末時点で市内の未病センターは３

か所、登録者は 676名となり、現在も登録者は増え続けています。 

利用者が訪れて測定機材を使用し（一部有料）、ご自身のからだの管理をするだけで

なく、「出張未病サロン」として理学療法士、時に管理栄養士なども、ご要望があれば

お住いのエリアでの集まりに出向き、計測、体操・ストレッチ、脳トレ、ウォーキング

（未病ウォーク）、健康講座などを行っています。現時点での出張未病サロンは 28か所

に及びます。特に未病ウォークは、小網代野外活動調整会議によるガイド付きの小網代

の森散策や、みうらガイド協会による解説付きの大河ドラマにちなんだ市内名所旧跡巡

りなど、各回工夫を凝らした企画で人気があり、ほぼ毎回満員となります。このような

健康支援が、コロナ禍を経て地域に根づいていくよう、日々努力を重ねています。 

 

 

 

 

 

 

 

健康を支え、守るための社会環境の整備 

健康を支え、守るための社会環境の整備 
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８ 県都市公園課 

「毎日ラジオ体操」 

 

おだわら諏訪の原公園では、毎日 3回、8:30、14:00、16:00からラジオ体操第１・第

２を園内で放送し、気軽に実践できる運動の機会として活用してもらっています。 

また、楽しく続けてもらうための取組として、スタンプカード（ラジオ体操カード）

を発行し、クリスマスにはサンタと、節分には鬼と楽しくラジオ体操してもらうといっ

た工夫もしています。 

こうした取組を継続し、年度を通して参加者数をカウントし始めた平成 28 年度の

11,312 人から、令和３年度は 15,734人まで、参加者数＋39％を達成しています。 

 

 

 

 

９ 県都市公園課 

「毎月未病改善イベント」 

 

おだわら諏訪の原公園では、毎月 1回以上の未病改善イベントの開催を継続していま

す。 

広々とした多目的広場や展望広場において、歩きかた、走りかた、ヨガ、エアロなど、

さまざまな種類や強度の運動の機会を用意し、子供さんから高齢の方々まで、みなさん

が健康作りに取り組んでもらえるように工夫しています。 

種目により、地域の講師に活躍いただく場にもなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康を支え、守るための社会環境の整備 

健康を支え、守るための社会環境の整備 
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10 海老名市 

「えびな健康マイレージ」 

 

海老名市では、平成26年度から自らの健康づくりの機運を高め、健康づくりへの動

機づけ支援と健康的な生活習慣を促し、健康づくりに対する意識を広く普及するため、

市民が日頃から自主的かつ積極的に健康づくりに取り組める環境として実施してい

ます。 

参加者は70歳代が３割を占めておりますが、子どもと一緒に健康づくりに取り組ん

でいただくために親子賞を設け、40歳代から60歳代の方にもご利用いただく機会が増

えました。 

 

 【事業内容】 

特定健康診査やがん検診

等の受診や健康づくりの取

組により、自己申告制でポイ

ントを集め、30ポイント貯め

ると一口応募ができます。応

募者には、抽選の結果、当選

すると賞品が贈呈されます。 

 

 

 

 

 

11 県健康増進課 

「未病センター」 

 

県では、県民が手軽に健康状態や体力等をチェックでき、専門家からのアドバイスを

受けられる場として、県内各地に未病センターの設置を進めています。 

未病センターには、血圧や体組成、脳年齢、骨密度などの測定ができる機器があり、

自分の未病の状態を知り、その結果に基づくアドバイスが受けられます。また、食や運

動など未病改善に取り組むための参考となる情報を

入手することもできます。 

平成 27 年６月に第１号の未病センターが小田原市

内に設置されて以降、市町村や民間事業者により計

87 箇所が設置され（令和４年 12 月１日現在）、多く

の方に利用をいただいています。 

 

健康を支え、守るための社会環境の整備 

健康を支え、守るための社会環境の整備 
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12 大井町 

「未病センター講座」 

 

本町は平成 29 年３月に開所した未病センターを活用した講座を、主に県の健康支援

プログラム協力企業の協力を得て、年数回行っています。 
企業と協力することでその企業の特色を

活かした内容と、未病センターの健康機器

を活用した測定ができることで健康の見え

る化となり、またコロナ禍のため少人数制

で実施していることも好評で、毎回定員に

至る申し込みがあります。講座を開催する

ことで未病センターの認知度の向上、およ

び利用者増につながっています。 
 

 

 
13 県いのち・未来戦略本部室 

「未病指標」 

 
県では、自分が「健康」と「病気」のグラデーションのどこにいるのか、生活習慣、

認知機能、生活機能、メンタルヘルス・ストレスの４つの領域から、現在の未病の状態

を数値で確認できる「未病指標」を、県のスマートフォンアプリ「マイ ME-BYO カルテ」

で提供しています。 
この未病指標は、ご自身のスマートフォンで

いつでも測定いただけるほか、地域の健康イベ

ントや未病センターの一部でも測定いただく

機会を設けており、未病改善の取組を行うきっ

かけとしていただいています。 
また、心と身体の未病の状態を総合的・簡易

的に測定できる利点を活かし、未病改善に関す

る実証事業の効果を測定する指標としても活

用が進んでいます。 
 
 

 

 

 

 

健康を支え、守るための社会環境の整備 

 

健康を支え、守るための社会環境の整備 
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栄養・食生活 

健康を支え、守るための社会環境の整備 

健康を支え、守るための社会環境の整備 

 

14 県厚木保健福祉事務所 

「若い世代への食生活支援対策事業」 

 

 地域で総合的な生活習慣病対策を推進するには、食事や生活に関しての指導を受ける

機会が少なく、特定健康診査・特定保健指導の対象とならない若い世代（大学生、20～

30 歳代）に対してのアプローチが重要であると考え、平成 21 年度から平成 27 年度ま

で、当所地域食生活対策推進協議会にて若い世代への食生活支援体制の整備に取り組ん

できました。 

地域食生活対策推進協議会での取組終了後も、ホームページを通した支援として事業を

継続しており、『朝食向け超簡単レシピ“まいあさごはん”』及び『野菜レシピ“MYA
ま い や

さ

い飯”』のホームページ作成と掲載や、大学等での食育講話に取り組んでいます。 

 

 

15 県健康増進課 

「食生活改善推進員（ヘルスメイト）」 

 

食生活改善推進員は、「ヘルスメイト」の愛称で食生活改善や健康づくりのボランテ

ィア活動を行っています。 

“私たちの健康は私たちの手で”を合言葉 に、県内各地で食生活改善普及啓発講習

会を行い、本計画の「個人の取組目標」である「おいしく、楽しく、きちんと食べよ

う」の普及に取り組んでいます。 

 

※食生活改善推進員は、市町村が開催する研修会に 

参加し、食生活改善や健康づくりに関する講習を 

受けた方々です。 

 

 

 

16 県健康増進課 

「給食施設との連携による栄養改善普及運動」 

 

本計画中の栄養・食生活の目標であり、食生活の基本でもある「主食・主菜・副菜を

組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日の者の割合の増加」を推進するために、

「健康増進を目的とした給食施設」と連携して働く世代などの栄養・食生活の改善を働

きかける栄養改善普及運動に取り組んでいます。

統一標語を「そろえて食べてスマイルスリー」～

主食・主菜・副菜をそろえた食事～とし、イベン

ト、講習会、健康教室等を行っています。 

おいしく 
楽しく 

 健康に！ 
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17 小田原市 

「脳血管疾患予防プロジェクト～食事と運動に関する取組～」 

 

 本市は脳血管疾患の死亡率が県内でも高いという健康課題があり、医師会の協力のも

と、重点的に脳血管疾患予防の取組を行ってきていました。令和３年度からは、「食事

と運動」に焦点をあて、庁内関係課や民間企業等の協力を得て普及啓発活動に取り組み

ました。 
【食事】 
小田原市内全セブンイレブンに、お弁当コーナーなどに野菜の購入を促す POP の掲

示と、食生活の改善を促すチラシの配架を依頼しました。 
次いで、市内に本社のあるスーパーマーケット２社についても、同様の POP とチラ

シの掲示を依頼しました。さらに、１食食べるだけで１日の 1/3 の野菜がとれ、ひそか

に減塩にもなっている「野菜たっぷり（ひそかに減塩）弁当」をスーパーマーケットと

市管理栄養士が共同で開発し、販売しました。弁当は多くのメディアに取り上げられる

とともに、スーパーマーケットの弁当の売り上げの上位に位置するなど大変好評でした。 
   
 
 
 
 
 
 
 
【運動】 

健康増進計画策定時のアンケートから、本市では運動習慣を持つものが少なくコロナ

禍で健康二次被害についても懸念されたことから、気軽で誰でも取り組めるウォーキン

グの推進を行いました。11月に、庁内関係課（広報広聴室、スポーツ課）とともにウォ

ーキング啓発イベント「かってにマーチ」を開催し、これに合わせて健康運動指導士に

よるウォーキングレッスン等の講座も開催しました。このほかにも、2月に「14日間 10

万歩チャレンジ」と連動企画でヨガやウォーキング講座を開催しました。また、健幸ポ

イントアプリを活用してのウォーキングの推進も実施しました。いずれも、健康無関心

層からの反応もあり、手ごたえを感じました。 

                           
             
             
 

 

栄養・食生活 

身体活動・運動 
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18 逗子市 

「令和３年度逗子市健康ポイント事業『アプリで健康ポイント ゲットキャンペー

ン！』」 

 

コロナ禍でも個人で取り組むことができ、健康行動を促すきっかけとして、県が作成

したスマートフォン用アプリ「マイ ME-BYO カルテ』を活用したキャンペーンを開催し

ました。キャンペーン期間中の歩数（自動計測）や体重などをアプリに入力する他、ア

プリ上で未病指標算出などをすることでポイントが付与され、ポイントに応じて賞品が

当たる企画です。 

賞品は、健康を続けるための５本柱（①健康管理、②食事、③運動、④口腔ケア、 

⑤社会参加）に関わるもので、アプローチが難しかった若い世代（主に 40 代）をタ

ーゲットに選定したところ、40 代を中心に 18～88 歳まで 167 人の参加がありました。 

実施後、参加者へアンケートを取

った結果、「本事業が、日頃の運動な

どの健康を意識する機会になった

と思う」と答えた人が、95.3％、「本

事業によって、実際に運動習慣など

の健康行動が改善したと思う」と答

えた人が 81.0％でした。その他、自

由記載に多くの好意的な意見が寄

せられ、参加者の関心の高さが感じ

られました。 

  

身体活動・運動 
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19 山北町 

「ポールウォーキング」 

 
 山北町では、年齢に関係なく気軽に取り組める運動として平成 28 年度からポールウ

ォーキングの教室を開催しています。 

 ポールウォーキングは２本のポールを使用することで正しい姿勢で歩ける、上半身も

使うため全身運動になる、歩幅が広がるといった利点があります。 

ポールウォーキングには難しい動作はなく、ポール以外に特別な道具や場所も必要がな

いため、散歩など日常生活でも実践しやすい運動です。 

町では希望者に対しポールの貸し出しを行っており、自分に合っているか確かめたう

えで購入することもできます。 

 また、令和元年度には教室に継続して参加していた方の中から独自グループの「かる

がも会」が発足し、コロナ禍以前は月１回程度活動をしていました。 

 残念ながら令和２年度は感染症拡大により会員が集合しての活動は自粛していまし

たが、「かるがも通信」を郵送することで運動への意識を継続させることができました。 

 令和３年度からは感染症対策を講じながら活動を再開しています。 

  

【ポールウォーキング教室の様子】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

身体活動・運動動 

20 県立新城高等学校 

「現代社会と健康」 

 

新城高校１学年において、教科保健における単元学習として健康の考え方と成り立ちを

学習しています。 
 現代の疾病にどのようなものがあるのか、生活習慣の積み重ねによって引き起こされる

身体と心の変化についてはどのようなものがあるかについて理解を促します。中でも、「が

ん教育」については、今年度から新たに加わった単元として、生徒への理解を一層深めら

れるよう、教材研究を進めています。 

 

 

 

 
 

喫煙 
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21 県健康増進課 

「オーラルフレイル対策」 

 

 オーラルフレイルは、将来の要介護リスクを高める口のささいな衰えの積み重なりで

す。オーラルフレイル対策は、未病改善の「食」の取組に位置づけられ、県では、対策

と普及啓発を進めています。 

平成 28 年に県内のオーラルフレイルの実態を把握する調査を実施し、高齢者の 40％

以上が、オーラルフレイルに該当しました。このため、オーラルフレイル対策啓発の映

像媒体や、歯科医療従事者向けと県民向けのオーラルフレイルハンドブックなどの各種

普及啓発媒体を作成し、広く普及啓発を実施しています。また、全国で初めてオーラル

フレイル改善プログラムを作成し、オーラルフレイルの改善に向けた対策に取り組んで

います。 

 

歯・口腔の健康 
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２ 市町村・関係団体の取組 

（１）令和３年度「かながわ健康プラン２１（第２次）」推進に係る取組事業調

査結果 

○ 調査時期：令和４年６月 

 ○ 調査対象：県機関、市町村、かながわ健康プラン推進会議の構成機関 

 計 99機関  

 ○ 調査内容：令和３年度「かながわ健康プラン２１（第２次）」に関連する 

事業実績及びその自己評価 

 ○ 結果の概要 

・ 総数は、1,185事業でした。構成機関別では、県機関 428事業、市町村 597

事業、推進会議構成機関 160事業でした。 

・ 事業に対する各機関の自己評価結果は、県機関、市町村、推進会議の構成

機関の全てが、「よくできた」とする事業が最も多く、次いで「だいたい

できた」とする事業の順となっています。 

 

（取組事業に対する各構成機関の自己評価結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ※割合は、小数点第１位を四捨五入して表示 

 

・ 事業の分野別実績をみると、社会的目標の「主な生活習慣病の発症予防と

重症化予防の徹底」が最も多く、次いで「栄養・食生活」、「身体活動・運

動」、全体目標の「健康寿命の延伸と健康格差の縮小」の順となっていま

す。 

 

＜参考ＵＲＬ＞ 

    神奈川県健康増進課：県内の健康づくりに関する取組 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/cz6/healthpromotion/plan21/ 

torikumi.html  

1.よくできた
2.だいたい

できた
3.あまりでき

なかった
4.ほとんどでき

なかった
未回答 計

事業数 296 108 18 4 2 428

割合 69% 25% 4% 1% 0% 100%

事業数 335 214 23 25 0 597

割合 56% 36% 4% 4% 0% 100%

事業数 117 23 7 13 0 160

割合 73% 14% 4% 8% 0% 100%

県機関

市町村

推進会議
構成機関
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（目標分野別の取組事業数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「かながわ健康プラン２１（第２次）」に係る市町村・関係団体の取組の推移 

・ 計画策定後の県機関、市町村、推進会議構成機関における取組事業数は、

平成 28 年度までは年々増加し、その後も令和元年度までは概ね横ばいで

推移しています。令和２年度は、新型コロナウイルス感染拡大の影響など

を受け、1,078 事業まで減少し、令和３年度はやや回復したものの 1,185

事業となっています。 

 

（取組事業数の推移） 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業数

1,185

4,000

全体目標
(440件)

健康寿命の延伸と健康格差の縮小 440

主な生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底 484

こころの健康 295

次世代の健康 364

高齢者の健康 280

健康を支え、守るための社会環境の整備 333

栄養・食生活 456

身体活動・運動 441

休養・こころの健康づくり 290

飲酒 130

喫煙 219

歯･口腔の健康 268

該当目標分野

　取組事業総数（実件数）

　取組事業総数（目標分野別延件数）
　（１つの事業で複数分野に該当する事業があるため、延件数として計上）

取
組
事
業
総
数

(

目
標
分
野
別
延
件
数

)

内
訳

　
　
　
　
社
会
的
目
標

（3,560件）（3,560件）

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

取組事業数（実件数） 1,156 1,278 1,204 1,485 1,484 1,383 1,363 1,078 1,185

0

200

400
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800

1,000

1,200

1,400

1,600

（件） 取組事業数（実件数）
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（「かながわ健康プラン２１（第２次）」に係る目標分野別取組事業数推移） 
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【参考】 未病改善・健康づくり関連事業整理プロジェクト 

１ 目的 

  未病改善・健康づくり関連事業の効果的・効率的な展開や、次期「かながわ

健康プラン」策定の基礎資料にするため、未病改善・健康づくり関連事業の現

状を把握し、整理することを目的とした。 

２ 事業整理方法 

県で実施している事業を中心に、「次期国民健康づくりプランにおけるロジッ

クモデル」を参考にした以下の 11領域における「プロセス（取組・対策）／第

１段」の区分及びアプローチ方法の区分にて分類し、整理した。 

 ≪11領域≫              ≪アプローチ方法の区分≫ 
生活習慣系 疾病系  ハイリスクアプローチ 
身体活動・運動 高齢者の健康分野  

ポピュレーション

アプローチ 

情報提供系 
栄養・食生活 循環器疾患分野  イベント系 
喫煙 こころの健康分野  体制整備系※ 
飲酒 糖尿病分野    
歯と口腔 がん分野    
糖尿病     

３ 結果概要 

プロジェクトで整理した健康事業の展開状況では、事業数は、「身体活動・運

動」（45事業）、「栄養・食生活」（39事業）、「こころの健康分野」（39事業）の

順で多かった。 

ただし、事業数が多いほど目標達成状況が良いという関係は見出せなかった

ため、取組の強化に際しては、効果的な事業内容をよく検討する必要がある。 

事業構成は、体制整備系やハイリスクアプローチの比率を高めた方が、目標

達成に効果的な可能性がある。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※体制整備系：支援人材の育成、居住環
境の整備、ルールづくり等、対象者に
対し好影響を与える体制／環境を整備
するための事業 

 

イベント系 情報提供系 体制整備系
1生活習慣系 28 43 107 17 195

1身体活動・運動 13 9 22 1 45 Ｄ
2栄養・食生活 9 11 18 1 39 Ｃ
3喫煙 1 4 9 4 18 Ｂ
4飲酒 1 8 15 6 30 Ｃ
5歯と口腔 1 5 17 3 26 Ｂ
6糖尿病 3 6 26 2 37 Ｂ

2疾病系 18 17 47 3 85
1高齢者の健康分野 10 3 12 2 27 Ｃ
2循環器疾患分野 2 2 Ｃ
3こころの健康分野 6 8 25 39 Ｄ
4糖尿病分野 1 1 2 Ｂ
5がん分野 2 5 7 1 15 Ｂ

総計 46 60 154 20 280

ポピュレーション
ハイリスク 総計

領域
健康プラン
評価
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【参考】 次期健康増進計画に係る市町村調査 

 

１ 調査時期  令和４年６月 

２ 調査内容   

かながわ健康プラン２１の目標項目の 15項目のうち、「市町村健康増進計

画等で位置付けている分野」「今後重点的に取り組みたいと考えている分野」

を照会 

３ 結果（33市町村回答） 

（１）市町村の健康増進計画等において位置付けている分野（該当すべて） 

市町村健康増進計画等での位置付けの高いものは、「健診等」、「栄養・食生

活」で、目標項目の半数が市町村の７割（26自治体以上）で計画に位置付け

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）今後重点的に取り組みたいと考えている分野（最大５分野まで） 

今後重点的に取り組みたい項目は、「がん」「糖尿病」「栄養・食生活」「身

体活動・運動」が多い。 
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